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１．自己点検・評価の基礎資料 

（1）学校法人及び短期大学の沿革 

【学校法人桐朋学園の沿革の概要】 

昭和 15年 山下亀三郎氏（当時 山下汽船株式会社社長）の寄付金を基に、財団法人 

山水育英会が設立される 

昭和 16年 山水育英会を母胎として、第一山水中学校を国立市に、山水高等女学校を 

調布市仙川に開設 

昭和 22年 山水育英会解散、東京教育大学（当時は東京文理科大学 東京高等師範学校）

に経営を移管、同大学に深い関係をもつ財団法人桐朋学園に改編される。 

桐朋第一中学校、桐朋第二中学校・桐朋女子高等学校発足 

昭和 23年 新学制により桐朋中学校・桐朋高等学校（国立市）と桐朋女子中学校・桐朋 

女子高等学校（仙川）に改編 

昭和 26年 学校法人桐朋学園設立認可 

昭和 27年 桐朋女子高等学校に音楽科（共学）併設 

昭和 30年 桐朋学園短期大学音楽科開設桐朋幼稚園、桐朋小学校開設 

昭和 34年 桐朋学園小学校開設 

昭和 36年 桐朋学園短期大学音楽科を改組し、桐朋学園大学音楽学部開設 

昭和 39年 桐朋学園大学短期大学部開設 

平成  7年 桐朋オーケストラ・アカデミー開設 

平成 11年 桐朋学園大学院大学開設 

平成 16年 桐朋学園大学短期大学部を桐朋学園芸術短期大学に名称変更 

 

【桐朋学園芸術短期大学の沿革の概要】 

昭和 39年 桐朋学園大学短期大学部（文科・音楽科）開設 

昭和 41年 音楽科を廃止し、芸術科（音楽専攻・演劇専攻）として再編成 

昭和 43年 専攻科演劇専攻設置 

昭和 63年 文科に日本文化・欧米文化の専攻課程を設置 

平成  6年 専攻科に音楽専攻・地域文化研究専攻増設 

平成 12年 文科入学定員変更（50→100） 

平成 13年 文科日本文化専攻、欧米文化専攻の専攻課程廃止 

平成 16年 桐朋学園大学短期大学部を桐朋学園芸術短期大学に名称変更 

芸術科にステージ・クリエイト専攻増設 

芸術科音楽専攻入学定員変更（50→70） 

芸術科演劇専攻入学定員変更（50→65） 

文科学生募集停止 

平成 17年 文科廃止（平成 17年 9月 30日付） 

専攻科地域文化研究専攻廃止（平成 18年 3月 31日付） 
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平成 18年 専攻科にステージ・クリエイト専攻増設 

平成 25年 芸術科ステージ・クリエイト専攻学生募集停止 

芸術科音楽専攻入学定員変更（70→50） 

芸術科演劇専攻入学定員変更（65→70） 

平成 26年 芸術科ステージ・クリエイト専攻廃止 

専攻科ステージ・クリエイト専攻廃止 

    平成 30 年  専攻科（演劇専攻・音楽専攻）が学位授与機構認定専攻科となる 

 

（2）学校法人の概要  

  ■学校法人が設置するすべての教育機関の名称、所在地、入学定員、収容定員及び在籍者 

入学定員、収容定員及び在籍者は 2021（令和 3）年 5月 1日現在 

 

教育機関名 所在地 入学定員 収容定員 在籍者数 

桐朋学園大学院大学 富山市呉羽町 1884-17 10 20 19 

桐朋学園大学大学院         

    音楽研究科修士課程 調布市若葉町 1-41-1 45 90 118 

    音楽研究科博士後期課程 調布市若葉町 1-41-1 3 9 11 

朋学園大学音楽学部 調布市若葉町 1-41-1 180 720 673 

桐朋学園芸術短期大学 調布市若葉町 1-41-1 120 240 234 

桐朋高等学校 国立市中 3-1-10 350 1,050 955 

桐朋女子高等学校普通科 調布市若葉町 1-41-1 350 1,050 491 

桐朋女子高等学校音楽科 調布市若葉町 1-41-1 100 300 160 

桐朋中学校 国立市中 3-1-10 300 900 802 

桐朋女子中学校 調布市若葉町 1-41-1 300 900 488 

桐朋学園小学校 国立市中 3-1-10 80 480 428 

桐朋小学校 調布市若葉町 1-41-1 80 480 432 

桐朋幼稚園 調布市若葉町 1-41-1 26 80 77 

総計   1,944 6,319 4,888 

 

（3）学校法人・短期大学の組織図 令和 3年 5月 1日現在 

  ■専任教員数、非常勤教員数、教員以外の専任職員数、教員以外の非常勤職員数 

区  分 教職員数 

専任教員数 20名 

非常勤教員数 147名 

専任事務職員数 8名 
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非常勤事務職員数 3名 

 

■学校法人・短期大学の組織図 
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（4）立地地域の人口動態・学生の入学動向・地域社会のニーズ 

 ■立地地域の人口動態（短期大学の立地する周辺地域の趨勢） 

本学が位置する調布市は東京都の西にあり、人口 233,087人（令和 3 年 3月現在）の住宅

地として発展してきた。市の北には深大寺、神代植物公園、南には多摩川が流れ、自然豊か

な地域であるとともに、調布飛行場、味の素スタジアムや「映画のまち調布」の由来である、

角川大映撮影所、日活調布撮影所も擁している。その調布市の東にある仙川地区は京王線仙

川駅を中心に商店街がつらなり、その一角に作家の武者小路実篤が晩年過ごした旧邸宅跡が

実篤公園として記念館とともにあり一般公開されている。また、近年、調布市は「舞台芸術

を楽しむ市民」の育成、支援の拠点として「調布市せんがわ劇場」を作り、仙川芸術文化地

区として大きな注目を集めている。なお、調布市には他に電気通信大学、白百合女子大学、

東京慈恵会医科大学などがあり、「調布市相互友好協力協定大学」を締結し、文教地区を形

成、協力関係を築いている。 

 

 ■学生の入学動向（学生の出身地別人数及び割合）  

地 域 

29年度 30年度 31年度 2年度 

人数

（人） 

割合

（％） 

人数

（人） 

割合

（％） 

人数

（人） 

割合

（％） 

人数

（人） 
割合 

北海道 
14 10 10 8 14 12 8 7% 

東北 

北関東 8 6 7 6 5 4 7 6% 

千葉県 3 2 12 10 9 7 9 8% 

埼玉県 9 7 12 10 9 7 10 8% 

東京都 38 29 27 22 31 25 29 24% 

神奈川県 16 11 9 7 9 7 12 10% 

中部 12 9 16 13 21 17 19 16% 

近畿地区 8 6 7 6 3 3 6 5% 

中国 
11 8 11 9 4 3 5 4% 

四国 

九州 
15 11 7 6 14 12 9 8% 

沖縄 

その他 1 1 4 3 3 3 6 5% 

北関東地区（茨城・栃木県・群馬県） 

 

■地域社会のニーズ 

芸術文化への熱意の高い土地柄、様々なイベントが企画され、本学への協力依頼も多い。 

また、既述した本学の近隣にある「調布市せんがわ劇場」の運営、および企画には本学教職
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員、学生が参加し、よき研修の場となっている。中でも「調布市せんがわ劇場」における指

定事業としての専攻科演劇専攻修了公演は、毎年１～２月に行われ、本学の教育成果を市民

に披露する機会になっている。また、音楽専攻の学生は同劇場の市民向企画「サンデー・マ

ティネ・コンサート」に演奏者として参加している。 

■地域社会の産業の状況 

既述したように、住宅地として発展してきたことから、地域独自の産業といわれるものは

ないが、深大寺を中心とした門前町、甲州街道沿いの宿場町、地域に点在する近郊農業、様々

な顔をもった地域である。 

 

■短期大学所在の市区町村の全体図 

http://www2.wagamachi-guide.com/chofu/map/map.asp?mpx=139.587568&mpy 

 

（5）課題等に対する向上・充実の状況 

①前回の認証評価結果における三つの意見の「向上・充実のための課題」で指摘された事

項への対応について 

 

○改善を要する事項： 

前回の認証評価の結果を踏まえ、シラバス記載が大幅に改善されているものの、学

生にとってより履修の目安や成績評価の指標となるよう、「成績評価の方法・基準」

において各項目の配分（ﾊﾟｰｾﾝﾄ）を明示するなど、引き続き改善が望まれる。 

対策：令和３年度のシラバスにおいて「成績評価」の基準に各項目の配分（ﾊﾟｰｾﾝﾃｰｼﾞ）

を明示するように改善した。 

成果：各授業のシラバスに「成績評価」の基準に各項目の配分（ﾊﾟｰｾﾝﾃｰｼﾞ）を明示する

ことにより、履修の目安や成績評価の指標を明確にすることができた。 

 

②上記以外で、改善を図った事項について 

Ⅰ オンライン授業の導入 

Ⅱ オンライン入試の導入 

Ⅲ 校舎内の Wifi 敷設 

Ⅳ 行事（卒業式、公演、オープンキャンパス等）のオンライン配信 

 

③過去７年間に、文部科学省の設置計画履行状況等調査において留意事項が付された短期

大学は、留意事項及び履行状況を記述する。 

特になし 

 

（6）短期大学の情報の公表について 

  ①教育情報の公表について 

http://www2.wagamachi-guide.com/chofu/map/map.asp?mpx=139.587568&mpy
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短大公式ウェブサイト 

http://www.toho.ac.jp/college/guide/information/basic/index.html 

 

②学校法人の財務情報の公開について 

学校法人桐朋学園公式ウェブサイト 

http://www.toho-gakuen.com/report.html 

 

（7）公的資金の適正管理の状況 令和 2（2020）年度 

■科研費等公的研究費補助金取扱いに関する規程及び不正防止などの管理体制について 

 研究研修委員会において、文部科学省からの「研究活動における不正行為への対応等に関

するガイドライン」に基づく「チェックリスト」の取扱いについて周知を図っている。 

 また、「桐朋学園芸術短期大学における公的研究費等補助金取扱い規程」を策定し、令和元

年度より施行することとした。 

 

２．自己点検・評価報告書の概要 

 ■自己点検・評価委員会 令和 2（2020）年度 

 本学の「桐朋学園芸術短期大学自己点検・評価規程」に基づき、学長、理事、各専攻

事　項 公表方法等
1 大学の教育研究上の目的に関すること 短大公式ウェブサイト　短大案内
2 教育研究上の基本組織に関すること 短大公式ウェブサイト

3
教員組織、教員の数並びに各教員が有する学
位及び業績に関すること

短大公式ウェブサイト　短大案内

4 入学者に関する受け入れ方針及び入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又は修了した者の数並びに進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関すること
短大公式ウェブサイトホームページ
短大案内、募集要項

5
授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の
授業の計画に関すること

短大公式ウェブサイト　短大案内

6
学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認
定に当たっての基準に関すること

短大公式ウェブサイトホームページ

7
校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の
教育研究環境に関すること

短大公式ウェブサイト　短大案内

8
授業料、入学料その他の大学が徴収する費用
に関すること

短大公式ウェブサイト、募集要項

9
大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の
健康等に係る支援に関すること

短大公式ウェブサイト、短大案内

事　項 公開方法等
財産目録、貸借対照表、収支計算書、事業報告書及び監査報告書 学校法人桐朋学園の公式ウェブサイトにて公開

http://www.toho-gakuen.com/report.html
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教員、事務局などからの計 9名の委員にて構成している。 

委 員： 

委員長（ALO） 教務部長・評議員 安宅りさ子 

ALO補佐 教学課長 田倉 俊治 

ALO補佐 図書館長 高橋 宏幸 

委員 学長 越光 照文 

委員 理事 高橋 博之 

委員 事務局長・評価員候補 室井 満雄 

委員 学生部長 永井 由比 

委員 音楽専攻主任 松井 康司 

委員 演劇専攻主任 三浦  剛 

 

■自己点検・評価委員会の組織図（規程は提出資料） 

 

 

■組織が機能していることの記述（根拠を基に） 

本学は、学長、各専攻主任、各委員会の長、および理事、事務局長などをもって、短大運

営委員会を組織している。定例教授会の１週間前に開催される運営委員会では、教授会の事

前の議事整理および確認を行っている。あわせて同メンバーが中心である本学自己点検・評

価委員会が開催される。そこにおいては、ＡＬＯが中心となり、日程などの事務的な事項の

確認、各専攻、委員会にて行われている点検・評価に関する報告および課題の提示などがな

されている。点検・評価の結果は「桐朋学園芸術短期大学自己点検・評価規程」に基づき、

公式ウェブサイトに公表している。 

各部長・館長

芸術科 教務・入試委員会 短大教学課

演劇専攻 学生・安全対策委員会

音楽専攻 図書・研究研修委員会

専攻科

演劇専攻

音楽専攻

学務課

各教員 各委員 事務局 短大教学課長

総務課･経理課

管財課

理事長

学長

　　　　　　　　自己点検・評価委員会

　　　　　　　　　　委員長（ALO）
　　　　　　　　　　　委員（9人）

各専攻主任 理事 事務局長
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■自己点検・評価報告書完成までの活動記録（自己点検・評価を行った令和 2 年度を中心に） 

この報告書は、一般財団法人大学・短期大学基準協会により、次に示された令和 2年度

の認証評価の基準である４つの事項について実施した、令和２年度自己点検・評価の現状、

課題、改善計画および行動計画をまとめたものである。 

  基準Ⅰ 建学の精神と教育の効果 

  基準Ⅱ 教育課程と学生支援 

  基準Ⅲ 教育資源と財的資源 

  基準Ⅳ リーダーシップとガバナンス 

 

基準Ⅰでは、「建学の精神」「教育の効果」「内部質保証」について点検・評価し、課題を

明確にするとともに、改善計画および行動計画を策定した。 

「建学の精神」については、ステークホルダーに理解されているか、人材養成の目的の

中に含めて学生に認識されているかを点検・評価した。 

「教育の効果」については、学習成果、三つのポリシー、アセスメント・ポリシーに基

づいて、学習成果の獲得状況を評価・判定した。 

「内部質保証」については、自己点検・評価活動の実施体制、教育の質保証を図る査定

の仕組みを点検・評価した。 

基準Ⅱでは、「教育課程」と「学生支援」について点検・評価し、課題を明確にするとと

もに、改善計画および行動計画を策定した。 

「教育課程」については、新たな学習成果とディプロマ・ポリシーに基づき、教育課程

を点検・評価した。また、アドミッション・ポリシーに基づく学生募集と入学者選抜のあ

り方を点検し、次年度の大学入試改革に向けて課題を明確にした。 

「学生支援」については、学習成果の獲得に向けた教育資源、学習支援、生活支援、進

路支援等を点検・評価した。 

基準Ⅲでは、「人的資源」「物的資源」「技術的資源をはじめとするその他の教育資源」

「財的資源」について点検・評価し、課題を明確にするとともに、改善計画および行動計

画を策定した。 

「人的資源」については、教員組織と事務組織の整備、専任教員の教育研究活動、人事・

労務管理の現状を点検・評価した。 

「物的資源」については、カリキュラム・ポリシーに基づいて校地、校舎、施設設備な

どの整備、活用、維持管理の現状を点検・評価した。 

「技術的資源をはじめとするその他の教育資源」については、本学の現状を点検し、課

題を明確にした。 

「財的資源」については、短期大学および学校法人の財政・経営実態とその安定性確保

のための将来像の策定について点検・評価をし、課題を明確にした。 

基準Ⅳでは、「理事長のリーダーシップ」「学長のリーダーシップ」「ガバナンス」につ

いて点検・評価をし、現状と課題を明確にした。 
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「理事長のリーダーシップ」については、学校法人の管理運営体制、理事会の運営、理

事の構成等の現状を点検・評価した。 

「学長のリーダーシップ」については、本学の教学運営体制、教授会の運営等について

現状を点検・評価した。 

「ガバナンス」については、監事の業務、評議会の運営、本学の情報公開の現状を点検・

評価した。 

 

第 1回 4月 20日 ○令和元（2019）年度自己点検・評価報告書について 

○大学・短期大学基準協会アンケートへの回答について 

○令和元年度評価員の表彰 

 第 2回  5月 18日 ○令和元（2019）年度自己点検・評価報告書について 

○備付資料の準備について 

 第 3回 6月 22日 ○令和元（2019）年度自己点検・評価報告書について 

 第 4回 7月 13日 ○令和元（2019）年度自己点検・評価報告書について 

○訪問調査について 

○備付資料の準備について 

○令和 2年度短期大学生調査について 

 第 5回 9月 14日 ○認証評価オンライン会議について 

○ルーブリックについて 

○令和 3年度中期計画について 

第 6回 10月 19日 ○自己点検・評価報告書第 22集発行について 

○令和 3年度中期計画について 

第 7回 11月 16日 ○自己点検・評価報告書第 22集の修正について 

○評価案受領後の中期目標・中期計画の見直しについて 

○分科会の質問票があった場合の対応について 

 第 8回 12月 14日 ○自己点検・評価報告書第 22集の修正について 

○評価案受領後の中期目標・中期計画の見直しについて 

 第 9回 1月 18 日 ○令和 2（2020）年度自己点検・評価報告書について 

○自己点検・評価報告書第 22集の修正について 

第 10回 2月 15 日 ○令和 2（2020）年度自己点検・評価報告書について 

○自己点検・評価報告書第 22集の発行について 

 第 11回 3月 1日 ○令和 2（2020）年度自己点検・評価報告書について 

○自己点検・評価報告書第 22集の発行について 
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基準Ⅰ 建学の精神と教育の効果 

【テーマ 基準Ⅰ-Ａ 建学の精神】 

<根拠資料> 

〔提出資料〕 

１．2020年度学生便覧・講義概要 

 ①建学の精神・教育目的 p.5 

  

２．大学案内（2021 年度短大案内） 

 ①建学の精神 p.4 

３．本学公式ウェブサイト 

 ①https://college.toho.ac.jp/guide/about_toho/ 

 ②www.toho-gakuen.com/education.html 

③https://college.toho.ac.jp/event_report/drama_senkoukashuryo52020607/ 

４.桐朋学園芸術短期大学学則 

 ①第 1章 第 1条   

  ②第 8章 第 51条   

 

〔備付資料〕 

１．桐書 50 桐朋学園芸術短期大学創立 50周年記念誌 

①「建学の精神」「教育の目的・目標」「三つのポリシー」p.65 

２．地域貢献活動の資料 

  ①調布市協定大学協定書 

②ウィークエンドカレッジ、イヴニングカレッジ関連印刷物 

③調布市せんがわ劇場サンデー・マティネ・コンサート関連印刷物 

④令和２年度科目等履修生募集要項 

  ⑤調布市せんがわ劇場地域連携事業（専攻科演劇専攻修了公演）関連印刷物   

３．学外ウェブサイト 

①https://www.city.chofu.tokyo.jp/www/contents/1355965661493/index.html 

②https://www.sengawa-gekijo.jp/performance/produce/family 

４. 学校法人桐朋学園中期計画（2021～2025 年度） 

９. 桐朋学園芸術短期大学 自己点検・評価報告書【令和 2年度】 

５９. 桐朋学園芸術短期大学教授会議事録【令和 2年度】 

    ①4月定例教授会議事録 
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７１．2020度第 56回卒業式・修了式（式次第） 

 

［区分 基準Ⅰ-Ａ-１ 建学の精神が確立している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（１）建学の精神は短期大学の教育理念・理想を明確に示している。 

（２）建学の精神は教育基本法及び私立学校法に基づいた公共性を有している。 

（３）建学の精神を学内外に表明している。 

（４）建学の精神を学内において共有している。 

（５）建学の精神を定期的に確認している。 

 

＜区分 基準Ⅰ-Ａ-１の現状＞ 

 

建学の精神 一人ひとりの人格を尊重し、自主性を養い個性を伸長する 

 

桐朋学園の教育は、戦後日本の教育改革の担い手であった、東京文理科大学の務台理作

学長（桐朋学園女子中・高等学校長）による教育理念「一人ひとりの人格を尊重し、自主

性を養い個性を伸長する」に基づいている。本学は、平成 25 年度の学科構成の変更に伴

い、この教育方針を建学の精神と定めた。この建学の精神は草創期から今日にいたるまで

教職員・学生に浸透してきたものといえる。（提出資料１① 2① 3①、 備付資料１①） 

この建学の精神は、教育基本法に基づいた公共性を有するものである。学則第 1条にあ

るように、本学は、「教育基本法および学校教育法の精神にしたがい、芸術文化の専門的

な研究と教育とに取り組み、現代社会における芸術文化の創造と発展に寄与する人材の育

成」を教育目的としている。「心の豊かさ」が求められる現代社会において、他者の人格

を尊重し、自主性・個性をもって芸術活動に従事する人材の育成は、わが国の芸術文化の

振興に寄与するものと考える。(提出資料 4①) 

本学では、学生便覧・大学案内・ホームページ等において、上記の建学の精神を提示し、

学内外に周知を図っている。また、入学試験、教育課程ガイダンス、進路面談、学内行事、

オープンキャンパス等の機会にも、受験生や学生が建学の精神を認識できるように努めて

いる。 

また、この建学の精神は桐朋教育の基礎とされるもので、法人を構成する三部門（男子

部門、女子部門、音楽部門）共通の基盤として、継承されている。（提出資料３②） 

なお、令和元年度には、教育の質の向上をはかり、新たな学習成果とアセスメント・ポ

リシーを定め、ディプロマ・ポリシー（学位授与の方針）を見直した。その際、建学の精

神についても再確認を行った。建学の精神については、5年毎に定期点検することとして

いる。（備付資料 4） 

 

［区分 基準Ⅰ-Ａ-２ 高等教育機関として地域・社会に貢献している。］ 
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※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（１）地域・社会に向けた公開講座、生涯学習事業、正課授業の開放（リカレント教育を含

む）等を実施している。 

（２）地域・社会の地方公共団体、企業（等）、教育機関及び文化団体等と協定を締結す

るなど連携している。 

（３）教職員及び学生がボランティア活動等を通じて地域・社会に貢献している。 

 

 

＜区分 基準Ⅰ-Ａ-２の現状＞ 

 本学は、建学の精神に基づき、高等教育機関として地域・社会への貢献に努めている。 

平成 16 年から調布市と近隣８大学（東京慈恵会医科大学、ルーテル学院大学、桐朋学

園大学、白百合大学、明治大学、東京外国語大学、電気通信大学）と相互友好協力協定を

締結し、芸術文化普及活動を進めている。（備付資料 2）  また平成 30年度以降、この

調布市と協力協定締結大学を基にプラットフォームを形成し「私立大学等改革総合支援事

業（タイプ３）」に申請しているが、残念ながら採択には至っていない。しかし、今後、こ

の相互友好協力協定は様々なところでより一層の関係強化の方向をとるであろう。 

音楽専攻では、演奏会形式の公開講座を学内関係者のみならず広く地域に開放している

が、令和 2年度はコロナ禍にあり、地域に向けて開放することはできなかった。4月には

新入生歓迎会も兼ねた特別講座を計画していたが中止、海外から来日予定だった講師陣も全て

来日できず、学生たちにとって有意義な国際交流の場が失われた。しかし、学生が中心になり

演奏する催しは極力実施していく努力を行った。芸術科 1 年次後期試験の成績優秀者により

行われる前期学内演奏会は実施、芸術科 2年次前期試験は中止となったため、成績優秀者によ

る後期学内演奏会は 1 年次後期試験の成績を基に選出して行った。また、11 月に予定してい

た定期演奏会は、前期授業がオンライン中心に行われたため、思うような準備ができず 3月に

延期、11 月は桐朋祭が中止となったため、その代替として学生会が企画したコンサートに変

更し、取っていたホールを有効利用した。そして、3月に延期して行った定期演奏会は、合唱

とオーケストラの演奏会を行ったが、合唱は、歌えるマスクを着用しての演奏、合唱、オーケ

ストラ共に、練習時から感染対策をしっかりと行なっての実施となった。また、オペラ実習試

演会も、歌えるマスクを着用しての演奏、また、あえてソーシャルディスタンスを演出に盛り

込む取り組みを行った。なお、卒業・修了演奏会については、夜公演を昼公演に変更して行な

った。このように今年度は地域・社会に開放する取り組みとしてはできなかったが、コロナ禍

にあり、どのように芸術活動を行なっていくかという点での講座を計画する等、建学の精神お

よび人材育成の目的を示す取り組みは実践できたのではないかと思っている。上記の全ての催

しは非公開、学生、及び関係者のみの参加で行われた。 

また、音楽専攻は生涯学習事業として「ウィークエンドカレッジ」「イヴニングカレッ

ジ」を開講している。令和 2年度前期は 10講座を計画し、108名の応募があったが、コロ

ナの影響により中止せざるを得なかった。後期はオンラインで開講できる 3 講座を実施
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し、延べ 12 名の参加があった。例年、合唱、演奏からミュージカル、朗読にいたるまで

多彩な講座が並び、10代から 70代まで幅広い年齢層が受講していただけに受け入れるこ

とができなかったのは残念なことであった。（備付資料 2②）  

演劇専攻では、高校生が演劇に対する理解を深めることを目的に、毎年ゴールデンウィ

ークに「高校生のための演劇セミナー」（関東高等学校演劇協議会、東京都高等学校演劇

連盟後援）を実施していたが、令和２年度はコロナ禍での影響を鑑み中止し、今後の対応

としてオンラインでのワークショップ開催の可能性を探ることとなった。 

尚、演劇専攻は、平成 30 年度よりリカレント教育を開始した。令和２年度はコロナ禍

を鑑み、オンライン講座にて「助成金申請セミナー～緊急支援パッケージ」を 7月に実施

（備付資料２④）。 

さらに、8月の高等学校演劇部指導者を対象にした講座（ワークショップ、講義）も中止と

なった。 

 

 

本学は、科目等履修生制度を設け、本学の学生以外の者で授業科目の履修を希望する者が

ある時は、教務・入試委員会で協議の上、学則第 51条に基づき履修を許可している。(提

出資料 4②) 令和 2 年度は、前期 10名（後期はなし）の科目等履修生を受け入れた。（備

付資料２④、59①） 

 本学は、調布市せんがわ劇場が平成 20 年に開設されて以来、同劇場の地域連携事業と

して毎年 1 月に専攻科演劇専攻修了公演を行っている。本年度は、「ミュージカル 新・

2020

2020年度ウィークエンド・イブニングカレッジ

前期詳細（コロナウイルス感染症の影響を鑑み、前期は中止）

講座名 講師 回数
申込者数
（延べ人数）

前期 後期 合計

Ｗ 1 ご当地ソングを歌おう！Vol.3 松井　康司 6 36 人数 0 12 12

Ｗ 2 箏講座：初級基礎 滝田　美智子 6 10 延べ人数 0 12 12

Ｗ 3 箏講座：中級～上級 滝田　美智子 6 4 合計 0 24

Ｗ 4
フルートベーシックトレーニング＆フルートアンサ
ンブル

永井　由比 6 12

Ｗ 5 音楽、その正体とはⅥ
～様々な観点から、音楽を見直そう～

池田　哲美 6 10

Ｗ 6
Ｓ（ソルフェージュ）Ｈ（ハーモニー）Ｍ（メロディ）を
楽しみながら学びましょう

坂本　晴美 8 9

Ｗ 7 DTM音楽制作講座
～パソコンを使って作曲してみましょう～

たかの　舞俐 8 2

Ｅ 8 身体と音楽との調和 志村　寿一 8 4

Ｅ 9 ミュージカルを楽しもう！
歌って踊って！ミュージカルを体験しましょう

松本　昌子 6 9

Ｅ 10 朗読講座「日本の戯曲を読む」 末永　明彦 10 10

計 106

講座名 講師 回数
受講者数
（延べ人数）

Ｗ 1 箏講座：初級基礎 滝田　美智子 6 1

Ｗ 2 箏講座：中級～上級 滝田　美智子 6 4

Ｗ 3 DTM音楽制作講座 たかの　舞俐 8 7

計 12

※１人で複数の講座を受講している人もいるため、単
純な受講者数と、延べ人数を記載しています。

※表中Ｗ：ウィークエンドカレッジ
　　　　 Ｅ：イブニングカレッジ

受講者数

後期詳細

Page 1
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若草物語」（脚本：福田善之、演出・脚本協力：三浦剛 せんがわ劇場、2月 5～7日）を

上演した。例年は、ちょうふアートプラス会員を対象に無料チケット（各回 10 枚）を配

布しているが、今年度は新型コロナウィルス感染防止の観点からオンライン公演とし、配

信を行った。こうした取り組みは、本学の建学の精神および人材育成の目的に地域の理解

を得るための良い機会となっている。（提出資料３③、備付資料２⑤） 

同劇場には、本学の教員が音楽アドヴァイザー、運営委員、実行委員として関わってお

り、日曜日に開かれる「サンデー・マティネ・コンサート」にも例年音楽専攻の教員・学

生が協力している。令和 2年度は「親子でクラシック」と題するプログラムに、音楽専攻

の教員・在学生・卒業生が出演した。（提出資料 2③） 

神代植物公園うめコンサートは梅の時期に公園内の屋外で行うコンサートで、例年、日本音

楽の学生が参加している。今年は緊急事態宣言のため、「梅まつり」が行われなかった。新型

コロナウィルスの影響で、調布市文化会館「たづくり」での「小さな小さな音楽会」など、地

域の活動に例年通り貢献することは難しかった。 

演劇専攻では、学生有志によるダンス・パフォーマンス「桜花乱舞」が継続しており、

例年おらほせんがわ夏まつりに花を添えてきたが、令和 2 年度は夏まつりが中止になっ

た。また、「桜花乱舞」は、調布市の成人式の定番のアトラクションとなっているが、令

和３年度の式典は中止になった。さらに、仙川商店街主催のイベント Happy Halloween in 

Harmony Town Sengawaにも例年有志の学生が参加しているが、令和 2年度は行われなか

った。 

音楽専攻は、地方においても積極的に交流活動を行ってきた。 

 毎年実施しているものとしては、福島県南会津教育委員会と連携して行う「南会津アウ

トリーチ」がある。これは南会津の小中学校を訪問し、生の音楽を子供たちに届ける活動

で、教育委員会からの要望を反映したプログラムを教員の指導の下で学生たちが構成して

いる。平成 30年度からは、新たに身体障がい者の方々が働く施設で、令和元年度は新たに町

役場でのランチタイムコンサートでの演奏会も行い、アウトリーチ活動の幅をより一層、地域

全体に広げることができた。例年は 3回に分けてアウトリーチを実施するが、今年度は新型コ

ロナウィルスの感染状況を考慮して実施を見送った。 

令和２年度は、東日本大震災復興イベント「つぶてソングの集い」に器楽アンサンブルの学

生たちがオンライン参加した。このイベントは音楽専攻の教員もたくさんボランティアで参加

している。 

 本学は、小規模な単科短期大学のため、ボランティアセンターのような部署を設けては

いない。しかしながら、通常であれば、上記のように、本学の教職員や学生は、音楽・演

劇活動を通じて地域・社会に幅広く貢献している。今年度は、新型コロナウィルスによる

制約を受けながらも、オンライン等を使って、可能な範囲内で活動を行った。 
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＜テーマ 基準Ⅰ-Ａ 建学の精神の課題＞ 

 平成 30 年 11 月に中央教育審議会が「2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン」

を答申した。本学においても、芸術学科会議内に将来構想委員会（作業部会）を置き、次

代を担う若手教員を中心に、長期的な将来構想に関する事項を検討してきた。前年度に発

足した将来構想委員会は、令和 2年度に建学の精神に基づく芸術教育の将来構想案を作成

し、部門内の教職員に対してその説明を行った。なお、新たな時代にふさわしい将来構想

の推進は、中期計画においても最重要課題に位置付けている。（備付資料 4） 

 

＜テーマ 基準Ⅰ-Ａ 建学の精神の特記事項＞ 

 令和２年度の認証評価において、「特に優れた試みと評価できる事項」に、２専攻課程

の特性を活かした地域貢献および遠方の地域との連携事業があげられた。（備付資料 9） 

 

【テーマ 基準Ⅰ-Ｂ 教育の効果】 

<根拠資料> 

〔提出資料〕 

１．2020年度学生便覧・講義概要 

②音楽専攻の教育【芸術科音楽専攻】  pp.5～6 

③演劇専攻の教育【芸術科演劇専攻】 pp.7～8 

④2020年度カリキュラムマップ p.94,95,97 

⑤2020年度科目ナンバリング pp.101～103 pp.106～107 

⑥2020年度カリキュラムツリー p.110,112 

⑦アセスメント・ポリシー（学習成果の評価の方針）p.10 

⑧教育課程：１．教養科目 p.79 

⑨教育課程：２．芸術科音楽専攻 pp.80～81  

⑩教育課程：３．芸術科演劇専攻 pp.83～85 

   企画名    日程 参加者 実施内容 

神代植物公園野外コンサート 令和 2 年 5 月 学生 中止 

おらほせんがわ夏まつり 例年 7～8 月実施 学生 中止 

調布市成人式 令和 3 年 1 月 11 日 学生 中止 

調布市せんがわ劇場「親子でクラシック」 令和 3 年 3 月 22 日 
教員、学生、

卒業生 
実施 

調布市文化会館「小さな小さな音楽会」 年度内不定期 学生 中止 

福島県南会津 学校訪問コンサート 年度内 3 回実施 学生 中止 

つぶてソングの集い 令和 3 年 3 月 22 日 教員、学生 録画撮影 
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２．大学案内（2020 年度短大案内） 

 ②芸術科音楽専攻 p.30 

  ③芸術科演劇専攻 p.12 

 ④受験生向けイベントカレンダー pp.46～47 

３．本学公式ウェブサイト 

 ④https://college.toho.ac.jp/major/music/policy/ 

⑤⑥https://college.toho.ac.jp/major/drama/policy/ 

 ⑥https://www.facebook.com/toho.ac.college 

 ➆https://college.toho.ac.jp/event_information/drama_graduation2020/#anchor7 

⑧https://college.toho.ac.jp/event_information/music_sotsuen2019/ 

⑨https://college.toho.ac.jp/event_report/drama_sotsukou53s_02/ 

⑩https://college.toho.ac.jp/event_report/drama_sotsukou54m/ 

 

４．桐朋学園芸術短期大学学則 

 ①第１章 第 1条 

５．学生募集要項（2020年度） 

 ①音楽専攻 p.12 

  ②演劇専攻 p.2 

１０．学生募集要項（2021年度） 

 ①2020年度入試結果一覧 p.25  

 

〔備付資料〕 

  4. 学校法人桐朋学園中期計画 

5．音楽専攻・教育活動の資料  

6．演劇専攻・教育活動の資料  

9. 桐朋学園芸術短期大学 自己点検・評価報告書【令和 2年度】 

11.大学・短期大学基準協会「令和 2年度短期大学生調査 2019年」報告書 

13.「自己評価アンケート」報告書 

59.令和２年教授会度議事録 

⑥ 3月定例教授会 

 

［区分 基準Ⅰ-Ｂ-１ 教育目的・目標を確立している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（１）学科・専攻課程の教育目的・目標を建学の精神に基づき確立している。 

（２）学科・専攻課程の教育目的・目標を学内外に表明している。 

（３）学科・専攻課程の教育目的・目標に基づく人材養成が地域・社会の要請に応えてい

るか定期的に確認している。 
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＜区分 基準Ⅰ-Ｂ-１の現状＞ 

芸術科音楽専攻 

芸術科音楽専攻は、音楽に関わる専門教育その他を通して、豊かな感性を培い、職業お

よび人間形成に必要な能力の育成をめざしている。徹底した実技指導と、少人数クラス

制のきめ細かな講義により、幅広い分野で活躍する人材を送りだすことを目標としてい

る。 

 

 

芸術科演劇専攻 

芸術科演劇専攻は、幅広い教養と高度な専門性を兼ね備えた専門俳優の育成と研究を目

的とし、演劇芸術における表現の基本を体得することを目標としている。 

 

各専攻課程は建学の精神に基づき、教育目的・目標を確立している。教育目的・目標は、

学生便覧、大学案内、ホームページに掲載し、学生に対しては教育課程ガイダンスや全体

集会、受験生に対してはオープンキャンパスや高校訪問、受験相談などの場でも説明して

いる。（提出資料１②③、２②③、３④⑤、４①、5①②） 

教育目的・目標の到達度は、成績評価のほか、学内外に公開する演奏会、発表会、試演

会、卒業公演などの成果によって表明している。（備付資料 5、6） 

 なお、基準Ⅰ－Ａ－２でも触れたように、本学では地域・社会の要請に応じた様々な活

動を行っている。調布市、調布市産業界と調布市の複数大学間の連携による調布市大学プ

ラットフォーム「調布市相互友好協力協定締結大学連携」に参加し、調布市と大学間の相

互友好協定をもとに、芸術、文化、教育、学術などの分野で援助、協力し相互発展を図っ

ている。 

 令和２年度は、新型コロナウィルス感染防止の観点から、地域・社会の要請に応じた活

動は極めて限定的なものにならざるを得なかった。 

 教育目的・目標の点検は、5年毎に行うことにしている。（備付資料４） 

 

［区分 基準Ⅰ-Ｂ-２ 学習成果（Student Learning Outcomes）を定めている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（１）短期大学としての学習成果を建学の精神に基づき定めている。 

（２）学科・専攻課程の学習成果を学科・専攻課程の教育目的・目標に基づき定めている。 

（３）学習成果を学内外に公表している。 

（４）学習成果を学校教育法の短期大学の規定に照らして、定期的に点検している。 

 

＜区分 基準Ⅰ-Ｂ-２の現状＞ 

汎用的学習成果（芸術科音楽専攻・演劇専攻共通） 
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１．芸術文化を歴史・社会・自然と関連づけて理解することができる。（知識・理解） 

２．自ら課題を設定し、必要な情報を収集・分析し、問題を解決することができる。 

（思考・判断） 

３．芸術文化に幅広く関心を持ち、新たな創造的表現を実現する意欲に高めることができる。                            

（関心・意欲） 

４．多様な価値観を理解し、地域社会および国際社会のニーズに応え、活力ある社会の構築に

努めることができる。                    （態度）          

５．日本語と外国語を用いて、他者の発言や文章を理解し、自らの考えを的確に表明すること 

ができる。                         （技能・表現） 

 

 

専門的学習成果（芸術科音楽専攻） 

１．専門実技、音楽理論、ソルフェージュなどの演奏表現に必要な基礎を学び、知識を 

  活用して作品の理解を深めることができる。         （知識・理解） 

２．自ら課題を設定し、演奏表現の向上に向けて多面的に考察し、判断していくことが

できる。                           (思考・判断) 

３．社会における自分の存在意義、自己表現の意味を自覚して、積極的に創造活動を行

うことができる。                                          (関心・意欲) 

４．自らの音楽的な知識、経験をもって社会のニーズに応えることができる。（態度） 

５．演奏家、指導者としての基礎的な演奏技術と表現能力をもち、自分の想像した表現

を実現することができる。                  （技能・表現） 

 

専門的学習成果（芸術科演劇専攻） 

１．演劇を中心とした舞台芸術の理論と歴史を学び、知識を活用して作品の理解を深め

ることができる。                      （知識・理解） 

２．演劇、歌唱、舞踊等の表現手段を用いて、他者とともに課題を解決することができ

る。 

（思考・判断） 

３．社会における自分の存在意義、自己表現の意味を自覚して、積極的に創造活動を行

うことができる。                       （関心・意欲） 

４．集団の中で協働の役割をはたすことができ、演劇的な技術、知識をもって地域社会

および国際社会のニーズに応えることができる。         （態度） 

５．俳優、表現者としての基礎的な技術をもち、自分の想像した表現を実現することが

できる。                           （技能・表現） 

 本学では令和元年度より汎用的学習成果と専門的学習成果を定め、ディプロマ・ポリシ

ーとの対応関係をより明確にしている。 

芸術を専門とする本学では、演奏会、発表会、試演会、卒業公演をもって、学習成果を
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学内外に公表している。令和２年度の卒業演奏会と卒業公演は、新型コロナウィルス感染

症対策を講じた上で実施した。（提出資料３⑧⑨⑩、備付資料 5、6） 

芸術教育においては、指導者の芸術観によって評価が左右される面があることは否めな

い。そうした芸術教育の特殊性を考慮しつつ、量的・質的データに基づいて学習成果を査

定する仕組みの構築にこれまで努めてきた。建学の精神および専攻課程の教育目的・目標

に基づき、三つの方針、カリキュラムマップ、科目ナンバリング、カリキュラムツリーを

設け、教育課程の整合性・体系性を図っている。（提出資料１⑤⑥⑦） 

平成 30 年度より、学生が自身の学習成果を把握できるように、全学的に「自己評価ア

ンケート」を実施している。カリキュラムマップを元に、1年次後期時点と 2年次後期時

点で 5段階の自己評価をし、1年間を通して獲得した学習成果をグラフで視覚的に確認で

きるシステムとなっている。（備付資料 13） 

令和元年度より、アセスメント・ポリシー（学習成果の評価の方針）を設け、機関レベ

ル（全学）、教育課程レベル（専攻）、科目レベルの三段階で学習成果のアセスメントを実

施している。（提出資料１➆） 

学習成果は学校教育法の短期大学の規定に照らして 2年毎に点検を行う。（備付資料 4） 

 

［区分 基準Ⅰ-Ｂ-３ 卒業認定・学位授与の方針、教育課程編成・実施の方針、入学者

受入れの方針（三つの方針）を一体的に策定し、公表している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（１）三つの方針を関連付けて一体的に定めている。 

（２）三つの方針を組織的議論を重ねて策定している。 

（３）三つの方針を踏まえた教育活動を行っている。 

（４）三つの方針を学内外に表明している。 

 

＜区分 基準Ⅰ-Ｂ-３の現状＞ 

芸術科音楽専攻 

●ディプロマ・ポリシー（卒業認定・学位授与の方針） 

豊かな感性と知識を備えた音楽家になるため、学科の教育課程（教養科目および専攻科

目）の学修を通して専門的学習成果および汎用的学習成果を獲得し、専攻の定める卒業

の要件を満たした者に学位を授与する。 

 

●カリキュラムポリシー（教育課程編成・実施の方針） 

芸術科音楽専攻は、幅広い教養と高度な専門性を兼ね備えた演奏家、指導者の育成と研

究を目的とし、音楽芸術における演奏技術、表現の基本を体得することを目的としてい

る。そのため、以下の三項目を軸として 2年間の教育課程を組み、具体化していく。 

（１）楽譜を読み取る力 

   音楽理論、ソルフェージュ、音楽史などの基本を習得し楽譜に書かれていること



23 

を正確に読み取る力を養う。 

（２）演奏表現 

   個人レッスンを中心に、基礎的な演奏技術、表現力を身に付けるための実践的な

力を養う。 

（３）アンサンブル 

   古典から近代までクラシックを中心とした楽曲を学び、基礎的なアンサンブル能

力を獲得する。 

 

 

 

●アドミッション・ポリシー（入学者受入れの方針） 

（１）専門実技、音楽理論においての知識と基礎的な理解力を有する者。（知識・理解） 

（２）楽典、ソルフェージュ、和声理論などを体系的に学習し、積極的に学ぶ意欲をも

っている者。                        （思考・判断） 

（３）音楽のみならず芸術一般に幅広い関心をもち、入学後の勉学について明確な志向

と熱意を有する者。                      （関心・意欲） 

（４）他者と集団での創造活動をするための協調性があり、専門実技、アンサンブルな

どに積極的に参加できる者。                  （態度） 

（５）プロフェッショナルな音楽家を目指し、その技能習得に要する基礎的な演奏技術

と表現能力がある者。                          (技能・表現) 

 

芸術科演劇専攻 

●ディプロマ・ポリシー（卒業認定・学位授与の方針） 

幅広い教養と高度な専門性を兼ね備えた専門俳優になるため、学科の教育課程（教養科

目および専攻科目）の学修を通して専門的学習成果および汎用的学習成果を獲得し、専

攻の定める卒業の要件を満たした者に学位を授与する。 

 

●カリキュラムポリシー（教育課程編成・実施の方針） 

芸術科演劇専攻は幅広い教養と高度な専門性を兼ね備えた専門俳優の育成と研究を目

的とし、舞台芸術における表現の基本を体得することを目標としている。そのため、以

下の三項目を軸として 2年間の教育課程を組み、具体化していく。 

（１）戯曲を読み解く力 

   戯曲の読解力を養い、言葉を演劇作品にしていくための想像力を培う。 

（２）身体訓練 

   声を含めた身体訓練を通して、自分の想像した表現を実現する力を身につける。 

（３）アンサンブル 

   アンサンブルに必要な優れたコミュニケーション能力と協働の精神を養う。 
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●アドミッション・ポリシー（入学者受入れの方針） 

（１）専門俳優または表現者に必要な日本語の読解力のある者。 （知識・理解） 

（２）習得した知識・技能を活用し、課題に取り組むことができる者。（思考・判断） 

（３）演劇のみならず芸術一般に幅広い関心をもち、入学後の勉学について明確な志

向と熱意を有する者。（関心・意欲） 

（４）基礎的なコミュニケーション能力と協調性があり、集団での創造活動に積極的

に参加できる者。（態度） 

（５）専門俳優または表現者（ミュージカル俳優、声優、ダンサー、パフォーマー

等）を目指し、その技術習得に要する基礎的な身体能力と表現力を有する者。

(技能・表現)                           

 

 

本学では建学の精神と教育目標に基づき、専攻ごとに三つの方針を一体的に設けている。ア

ドミッション・ポリシー（入学者受入れの方針）は「知識・理解」「思考・判断」「関心・意欲」

「態度」「技能・表現」の 5 つの観点、教育課程編成の方針は各専攻の教育目的・目標の下に

置かれた 3項目から成っている。 

令和元年度、従来の 5 つの観点から成るディプロマ・ポリシーを専門的学習成果に位置づ

け、ディプロマ・ポリシーは「学科の教育課程（教養科目および専攻科目）の学修を通して専

門的学習成果および汎用的学習成果を獲得し、専攻の定める卒業の要件を満たした者に学位を

授与する」と定めた。この見直しにより、学習成果とディプロマ・ポリシーの対応関係を明確

にすることができた。 

三つの方針は、専攻会議、芸術学科会議、教授会等での議論を経て策定している。 

令和２年度入学者選抜はアドミッション・ポリシーに基づいて実施した。入学定員 120 名

（音楽専攻 50名・演劇専攻 70名）のところ、121名（音楽専攻 41名・演劇専攻 80名）が入

学し、入学定員充足率は 100％という結果であった。学科としては順調な学生確保ができたが、

専攻間の入学定員充足率の不均衡等、課題も存在する。（提出資料 5①） なお、令和 3年度

の入学者選抜は、大学入学者選抜改革に伴い、アドミッション・ポリシー（入学者受入れ

の方針）に基づき、選抜日程・方法の見直しの上、実施した。新型コロナウィルス感染防

止の観点から、演劇専攻はすべての選抜試験をオンラインで行い、音楽専攻は対面または

オンラインの選択制とした。 

令和元年度教育課程は、カリキュラム・ポリシー（教育課程編成の方針）に基づいて編成さ

れている。（提出資料 1⑧⑨⑩） 学習成果を獲得するために、カリキュラムマップとカリキ

ュラムツリーを置いている。（提出資料１④⑥） 

令和 2年度も学習成果を獲得するための授業・行事を例年通り計画していたが、新型コ

ロナウィルス感染症のため、大幅な変更を余儀なくされた。4月 6日に予定していた前期

開講は、5月 18日まで延期となった。急遽、オンライン授業の体制を整え、5月中は全科
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目をオンライン授業とした。6月の第 1週目よりオンライン授業に加え、専攻別・学年別

の登校日を設け、6月 22日からは原則対面授業に切り替えた。開講が遅れたため、8月も

通常授業を行い、適正な授業回数を確保した。 

芸術教育においては、学習成果の獲得に対面型授業は不可避であり、感染予防、拡散防

止に細心の注意を払いながら、予定されていた授業・行事を概ね実施することができた。 

令和 2 年度 3 月定例教授会において、音楽専攻 27名、演劇専攻 74名の卒業認定を行った。

演劇専攻 2名の学生が、ディプロマ・ポリシーに基づく卒業要件を満たさず、不認定となった。

（備付資料 59⑥） 

なお、三つの方針は、学生便覧、学生募集要項、ホームページなどで学内外に表明し、受験

生などに対してもオープンキャンパスや高校訪問、受験相談、入学試験の面接などの場で説明

をしている。また、教育課程ガイダンスなどでも学生への周知を図るとともに、非常勤講師説

明会などでも教職員への浸透を図っている。（提出資料１③④、３④⑤、６①②） 

例年 7回のオープンキャンパス（うち２回は音楽専攻のみ）では、受験生が三つの方針を具

体的に理解できるように、ワークショップ、在学生による上演作品の観劇、ソルフェージュ講

座、実技診断、在学生コンサートの鑑賞等を行っている。また、音楽専攻は夏期講習（7月）・

冬期講習（12 月）、演劇専攻は入学志望者のためのワークショップ（7 月）を実施し、三つの

方針を体験的に理解する機会としている。（提出資料２④） 

 三つの方針は、学習成果と合わせて、2年毎に点検することとしており、令和 3年度に向け

た点検を実施した。 

 令和 2年度一般財団法人大学・短期大学基準協会の「短期大学生調査」の結果によれば、「短

大での学び（学習）」について、「十分学べている、楽しかった、意味があった」と回答した学

生が 57％を占め、参加校全体の平均値 27％を大きく上回った。「少し学べている、やや楽しか

った、やや意味があった」の 35％と合わせると、9割の学生が本学での学びを肯定的に捉えて

いる。新型コロナウィルス感染症の影響を受けたにも関わらず、前年度より「十分学べている、

楽しかった、意味があった」「少し学べている、やや楽しかった、やや意味があった」がそれ

ぞれ６％増加している。（備付資料３⑪） 

 

＜テーマ 基準Ⅰ-Ｂ 教育の効果の課題＞ 

令和 2年度は新型コロナウィルス感染防止の観点から、受験生へのアドミッション・ポ

リシーの浸透を図るための行事を通常通り行うことができなかった。オンラインでのオー

プンキャンパス、ワークショップ、実技診断等の試みを、令和 3 年度はさらに発展させ、

感染状況に左右されることなく、アドミッション・ポリシーを浸透させていきたい。 

 

＜テーマ 基準Ⅰ-Ｂ 教育の効果の特記事項＞ 

 令和２年度の認証評価において、「特に優れた試みと評価できる事項」に、「自己評価ア

ンケート」と「受験生が体験的に 3つの方針を理解する機会（ワークショップ、実技診断

等）」があげられた。（備付資料９） 
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【テーマ 基準Ⅰ-Ｃ 内部質保証】 

〔提出資料〕 
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３．本学公式ウェブサイト 

⑪https://college.toho.ac.jp/guide/jikotenken_hyouka/ 

 

〔備付資料〕 

４. 学校法人桐朋学園中期計画（2021～2025 年） 

８．令和元年（2019）年度 自己点検・評価報告書第 21集 

９．令和 2(2020)年度    自己点検・評価報告書第 22集 

10．令和２（2020）年度 桐朋学園芸術短期大学の教育活動に関するアンケート 

11. 大学・短期大学基準協会「令和 2年度短期大学生調査」報告書  

12. 桐朋学園芸術短期大学 学習成果を焦点にした向上・充実のための査定 

13．「自己評価アンケート」報告書 

16．「学生生活満足度調査」報告書 

27．「学生による授業評価」報告書 

64.自己点検・評価委員会議事録 

75.「実務経験のある教員等による授業科目の一覧表」 

女子部門規程集 

1「桐朋学園芸術短期大学運営規程」 

2「桐朋学園芸術短期大学セクシュアル・ハラスメント等の防止等に関する規程」 

3「桐朋学園芸術短期大学セクシュアル・ハラスメント等防止委員会規程」 

法人規程集 

1「学校法人桐朋学園公益通報等に関する規程」 

 

［区分 基準Ⅰ-Ｃ-１ 

 自己点検・評価活動等の実施体制を確立し、内部質保証に取り組んでいる。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（１）自己点検・評価のための規程及び組織を整備している。 

（２）日常的に自己点検・評価を行っている。 

（３）定期的に自己点検・評価報告書等を公表している。 

（４）自己点検・評価活動に全教職員が関与している。 

（５）自己点検・評価活動に高等学校等の関係者の意見聴取を取り入れている。 

（６）自己点検・評価の結果を改革・改善に活用している。 

＜区分 基準Ⅰ-Ｃ-１の現状＞ 

本学では「自己点検・評価規程」に基づき、自己点検・評価委員会を設けている。ＡＬ

Ｏ（認証評価連絡調整責任者）、学長、女子部門選出理事、第三者評価の評価員候補、評     

議員（令和 2年度はＡＬＯ兼任）、事務局長、短大教学課長（ＡＬＯ補佐）、専攻主任のほ

か、学生・安全対策委員長、図書・研究研修委員長が参加している。なお、委員長はＡＬ
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Ｏ、副委員長はＡＬＯ補佐が務めている。（本報告書 p.10参照） 

 毎月定例の委員会を開催し、実施の基本方針、実施計画、報告書の作成・公表などに関

する事項を取り扱うとともに、認証評価に関する事項についても確認をしている。（本報

告書ｐ12参照） 

 自己点検・評価報告書は毎年作成し、前期末に本学公式ウエブサイト上に公表している。

（提出資料 3⑪）自己点検・評価活動は、短大に関係する全教職員が関与し、各専攻、委

員会、部署単位で行っており、自己点検・評価委員会でその結果を集約し、総括している。

（備付資料 64）  

 高等学校等の関係者の意見聴取については、高校教員を対象にした「新入試制度の関す

る説明会」の際に実施することを検討していたが、新型コロナウィルス感染防止の観点か

ら説明会を開催することができず、郵送でアンケートを行った。令和 2年度は、コロナ禍

の中、4名から回答を得た。 

 本学の教育目的、各専攻のアドミッション・ポリシーについては、「とても明確である」

（3 件）「明確である」(1 件)との評価を得ている。平成 30 年度に新設した認定専攻科に

ついて「この制度は、受験生にとってメリットがあると思われますか？」という問いに対

しても「大いにあると思う」「あると思う」がそれぞれ 2件ずつであった。（備付資料 10） 

 本学では第一評価期間以来、自己点検・評価の結果を改革・改善に活用してきた。 

平成 18年度の第三者評価では、本学の芸術教育の特色が評価され、「適格」の認証を受

けることができた。その結果を踏まえて、平成 19年度から平成 22年度まで、全専任教員

（任期付教員は除く）が出席する芸術科学科会議を中心に、将来構想に関する議論を重ね、

現状の課題を明確にするとともに、その改善策を探ってきた。平成 25 年度の学科構成の

変更は、こうした本学の自己点検・評価の上に構築された。 

また、第二評価期間では、自己点検・評価活動の向上・充実を図る中で、「建学の精神」

「教育の目的・目標」「三つのポリシー」の検討を進めた。さらに、ＰＤＣＡサイクルを

機能させるために、量的・質的データの収集に努め、従来の「学生による授業評価アンケ

ート」に加え、平成 24 年度から「自己評価ノート（現・自己評価アンケート）」「学生生

活満足度調査」などを実施している。（備付資料 13、16） 平成 25年度に、平成 24年度

の自己点検・評価報告書に基づく第三者評価が行われ、短期大学基準協会が定める短期大

学評価基準を満たしていることから、「適格」と認定された。 

第三評価期間では、自己点検・評価の結果を踏まえ、三つのポリシーの見直し、学習成

果の策定、アセスメント・ポリシーの導入等を進めてきた。なお、令和元年度より大学・

短期大学基準協会の短期大学生調査に参加し、本学の集計結果と参加校全体の集計結果を

比較しながら、本学の強み・弱みを再確認している。令和 2年度に、令和元年度の自己点

検・評価報告書に基づく認証評価が行われ、大学・短期大学基準協会（旧・短期大学基準

協会）が定める評価基準を満たしていることから、「適格」と認定された。（備付資料 9） 

 

［区分 基準Ⅰ-Ｃ-２ 教育の質を保証している。］ 
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※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（１）学習成果を焦点とする査定（アセスメント）の手法を有している。 

（２）査定の手法を定期的に点検している。 

（３）教育の向上・充実のためのＰＤＣＡサイクルを活用している。 

（４）学校教育法、短期大学設置基準等の関係法令の変更などを確認し、法令を遵守している。 

 

＜区分 基準Ⅰ-Ｃ-２の現状＞ 

 APに基づく検証 CPに基づく検証 DPに基づく検証 

機
関
レ
ベ
ル
（
全
学
） 

各種入学試験 

調査書の記載内容 

入学前学習（課題） 

取組状況 

GPA 

休学率・退学率 

自己評価アンケート 

学生生活満足度調査 

学生会・自治会活動状況 

桐朋祭参加率 

地域貢献活動状況 

国際交流活動状況 

学位授与率 

GPA 

取得単位数 

進路決定率 

卒業生アンケート 

進路先アンケート 

教
育
課
程
レ
ベ
ル
（
専
攻
） 

各種入学試験 

調査書の記載内容 

入学前学習（課題） 

取組状況 

高校教員アンケート 

GPA 

取得単位数 

授業評価アンケート 

【音楽専攻】 

演奏会アンケート 

【演劇専攻】 

劇上演実習アンケート 

学位授与率 

GPA 

取得単位数 

進路決定率 

卒業生アンケート 

進路先アンケート 

科
目
レ
ベ
ル 

 成績評価 

授業評価アンケート 

【音楽専攻】 

特別演習アンケート 

実技試験フィードバック 

【演劇専攻】 

実技公開試験アンケート 

演技発表会アンケート 

試演会アンケート 

【音楽専攻】 

第一実技卒業試験 

卒業演奏会アンケート 

【演劇専攻】 

卒業公演アンケート 

 

 令和元年度に、本学では、学習成果を査定するために、アセスメント・ポリシーを導入

した。三つのポリシーに基づき機関レベル（全学）、教育課程レベル（専攻）、科目レベル

の三段階で査定を行う。 

 アセスメント・ポリシーは、三つの方針とともに原則 2年毎に点検することとしている。
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（備付資料 4） 

 令和２年度に、PDCA サイクルに関する資料「学習成果を焦点にした向上・充実のための

査定」を作成した。（備付資料 12） 

 アドミッション・ポリシーに基づく検証として、入試結果がある。令和２年度は、各専

攻の入試の結果を、専攻会議、教務・入試委員会、教授会において、受験生の来学歴、志

望理由等を踏まえて分析した。本学の場合、オープンキャンパス、高校生のための演劇セ

ミナー、入学志望者のためのワークショップ、実技診断等で直接指導を受けた受験生ほど、

出願率が高い傾向にあることがわかっている。アドミッション・ポリシーへの理解を深め

るためにも、行事への参加を促進すべきだが、令和２年度は新型コロナウィルス感染拡大

防止の観点から、例年どおりの開催が難しくなった。 

また、一般財団法人大学・短大基準協会の短期大学生調査によれば、本学への志望動機

（「あなたが今の短大に進学を決めたとき、次のことはどのくらい重視しましたか」）に、

教育内容（「興味があることや専門分野の内容が学べる」）をあげた学生が 94％を占め、参

加校全体の平均値 66％を大きく上回っている。なお、88％の学生が本学を第一志望として

いたことからも、現行のアドミッション・ポリシーが有効であるといえよう。（備付資料

11） 

カリキュラム・ポリシーに基づく検証としては、GPA、休学・退学率、自己評価アンケ

ート、学生生活満足度調査等があげられる。自己評価アンケートは、カリキュラムマップ

を元に、1 年次後期時点と 2 年次後期時点で 5 段階の自己評価をし、1 年間を通して獲得

した学習成果を確認している。アンケート結果によれば、ほぼすべての項目で学生は自ら

の成長を実感している。中でも大きな伸びが見られる項目は、「表現力（自分の個性を広

げ、開発する自己開発力）」46.3％、「創造性（具体的に場面や作品に新規な提案をできる

力）」42.6％、「習熟力（各課題から得た技術・技能を抽象化できる）」40.7％であった。 

今年度は、感染状況に応じて、オンライン授業や入れ替え制などの授業形態を変更せざ

るを得なかった。そうした状況を反映してか、「適応力（得た技術・技能を状況に応じて

引き出すことができる）」「応用力（その学習経験から方法を導き出せる）」「把握力（臨機

応変に状況を把握することができる）」がいずれも 38.9％上昇している。一方で、集団で

の活動に様々な制約が生じたためか、今年度下降が大きかった項目は「厳しい態度（自他

に厳しく向上する姿勢を貫ける）」25.9％、「想像性（イメージする力、集団の想像性を高

める力をもつ）」22.6％であった。（備付資料 11） 

授業評価アンケートは、開講・終講時期の変更のため前期は行わず、後期のみ実施した。

例年は授業ごとにマークシート式のアンケート用紙を回収してきたが、今年度は接触を避

けるためにオンライン上での回答とした。「この授業からは新しい知識・技能を得ること

が多かった」という設問に対し、教養科目で「強くそう思う」60.6％、「ややそう思う」

29.4％、音楽専攻科目で「強くそう思う」60.6％、「ややそう思う」29.4％、演劇専攻科目

で「強くそう思う」69.6％、「ややそう思う」24.9％という結果を得た。（備付資料 27）自

己評価アンケートや授業評価アンケートの結果からも、カリキュラム・ポリシーが有効で
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あると判断できる。 

さらに、短期大学生調査を活用して学習時間の検証を進めた。我が国の高等教育では授

業時間外の学習時間の不足が問題となっているが、本学の学生は、「授業に関する勉強（予

習・復習・宿題）」「授業に関係ない（自主的な学習）」に費やした時間が、参加校全体の集

計結果を上回っていることがわかった。「授業に関する勉強（予習・復習・宿題）」は、週

につき１～５時間が 29％（参加校全体の平均 60％）６～10時間が 34％（参加校全体の平

均 18％）、11～15 時間が 15％（参加校全体の平均 7％）、16～20 時間が 9％（参加校全体

の平均 3％）、21時間以上が 11％（参加校全体の平均 4％）となっている。（備付資料 11）

今後とも一層授業時間外の学習の充実を図り、学習成果の向上につなげたい。 

 ディプロマ・ポリシーに基づく検証としては、学位授与率、GPA、取得単位数、進路決

定率等がある。令和２年度、ディプロマ・ポリシーに関しても、短期大学生調査を活用し

て検証を進めた。「今の短大に入学して、あなたの能力や知識はどの程度変化（向上）し

ましたか」という問いに対し、「専門分野や学科の知識」「自学自習の能力（習慣）」「挑戦

する力（チャレンジ力）」「ねばり強さ」のいずれの項目についても、「大きく増えた」「増

えた」が参加校全体の平均値を大きく上回った。昨年度、参加校全体の平均値をやや下回

った「一般的な教養」は「大きく増えた」が平均値を１％上回ったものの、「増えた」が平

均値を６％下回る結果になった。ディプロマ・ポリシーは専門的学習成果と汎用的学習成

果の獲得をめざしており、「一般的な教養」についてはさらなる充実が今後の課題となる。

（備付資料 11） 

本学は、学校教育法、短期大学設置基準等の関係法令の変更などを確認し、法令を遵守して

いる。教員組織は、短期大学設置基準第 20条、第 21条、第 22条に応じて編成してきた。学

科・専攻課程の教育目的・目標に基づいて教員組織を整備し、教育、研究の実施にあたっては、

専門領域の専任教員と非常勤教員が組織的な連携体制をとっている。令和２年度の専任教員数

（演劇専攻 7 名、音楽専攻 5 名、短大共通 3 名）は、短大設置基準を満たしている。本学で

は、音楽、演劇分野において第一線で活躍する表現者やスタッフが「実務経験のある教員」と

して、実践的な指導を行っている。（備付資料 75）  

また、すべての教育活動および業務は規程または学則に基づいて行っており、変更を要する 

場合は、運営委員会内の規程委員会において審議決定し、教授会の議を経て、学長が決定する。 

（備付資料 規程集 1） 公益通報については、法人本部に窓口を開設している。（備付資料 

規程集 1）セクシャル・ハラスメント等については防止等に関する規程および防止委員会規程

を有している。（備付資料 規程集 2、3） 

なお、芸術学科会議、教授会において、令和２年度の私立学校法の改正、日本私立短期大学

協会短期大学ガバナンスコードを確認した。 

 

 

＜テーマ 基準Ⅰ-Ｃ 内部質保証の課題＞ 

芸術を専門とする本学では、演奏会、発表会、試演会、卒業公演をもって、学習成果を学内
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外に公表している。短期大学生調査の結果からも、実践的な芸術教育に多くの学生が満足して

いることがわかる。（「あなたの学生生活は充実していますか」の問いに対し、「充実している」

46％、「ある程度充実している」39％）令和 2 年度、新型コロナウィルス感染症の拡大によっ

て、授業や行事の運営方法の見直しを余儀なくされたが、可能な限り対面授業を継続し教育の

質の維持に努めたことで、昨年度並みの結果が得られた。（備付資料 11） 

 

＜テーマ 基準Ⅰ-Ｃ 内部質保証 の特記事項＞ 

 令和２年度の認証評価において、「特に優れた試みと評価できる事項」に、全教職員が

内部質保証に取り組んでいることが挙げられた。（備付資料 9） 

 

<<テーマ 基準Ⅰ 建学の精神と教育の効果の改善状況・改善計画>> 

（ａ）前回の認証（第三者）評価を受けた際に自己点検・評価報告書に記述した改善計画の実

施状況 

 今回の認証評価では、基準Ⅰに関する「向上・充実のための課題」はなかった。今後も「特

に優れた試みと評価できる事項」の維持・向上に努めたい。（備付資料 9） 

 

（ｂ）今回の自己点検・評価の課題についての改善計画 

 令和２年度は、試行錯誤の中で実践的な芸術教育を展開してきた。次年度はその経験をもと

に、新型コロナウィルス感染症対策を講じながら授業・行事を実施し、教育の質の維持・向上

に努めたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準Ⅱ 教育課程と学生支援 
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【テーマ 基準Ⅱ-Ａ 教育課程】 

〈根拠資料〉 

 〔提出資料〕 

１．2020年度学生便覧・講義概要 

②音楽専攻の教育【芸術科音楽専攻】  pp.5～6 

③演劇専攻の教育【芸術科演劇専攻】 pp.7～8 

④2020年度カリキュラムマップ p.94,95,97 

⑤2020年度科目ナンバリング pp.99～103 pp.106～107 

⑥2029年度カリキュラムツリー p.110,112 

⑦教育課程：1.教養科目 p.79 

⑨教育課程：2.芸術科音楽専攻 pp.80～81 

⑩教育課程：3.芸術科演劇専攻 pp.83～85 

⑪学位規程 p.49 

⑫Ⅰ．教育課程 ２．単位 p.11 

⑬Ⅰ．教育課程 ３．学修の評価 pp.11～12  

⑭講義概要 教養 pp.129～145 

⑮講義概要 芸術科音楽専攻 pp.147～178 

⑯講義概要 芸術科演劇専攻 pp.179～226 

⑰Ⅳ．学則・諸規則 第 7章 検定料、入学料、授業料その他の費用 p.47 

２．大学案内（2020年度） 

 ④受験生向けイベントカレンダー pp.46～47 

 ⑤音楽アウトリーチ p.35 

 ⑥卒業後の進路 音楽専攻 p.38 

 ⑦卒業後の進路 演劇専攻  pp.22～23 

３．本学公式ウェブサイト 

④https://college.toho.ac.jp/major/music/policy/  

⑤https://college.toho.ac.jp/major/drama/policy/ 

⑨https://college.toho.ac.jp/event_report/drama_sotsukou54s_02_2026/ 

⑩https://college.toho.ac.jp/event_report/drama_sotsukou54m_0220/ 

 ⑫https://college.toho.ac.jp/campus_life/tuition/ 

⑬https://college.toho.ac.jp/event_report/drama_workshop2019/ 

⑭https://college.toho.ac.jp/event_report/drama_2020110708/ 

⑮https://college.toho.ac.jp/event_report/drama_2011-2829/ 

⑯https://college.toho.ac.jp/guide/data_students/#anchor23  
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４．桐朋学園芸術短期大学学則 

 ③ 第 6章 第 41条  

 ④ 第 6章 第 36条  

⑤第 6章 第 33条  

⑥ 第 6章 第 35 条  

➆ 第 7章 第 44 条  

５．学生募集要項（2020年度） 

 ①音楽専攻 p.12 

  ②演劇専攻 p.2 

 ③入学検定料 音楽専攻 p.14 演劇専攻 p.4 

 ④入学手続 音楽専攻 p.17  演劇専攻 p.7 

 ⑤2020年度入試結果一覧 p.25 

 ⑥出願資格等 音楽専攻 p.13 演劇専攻 p.3 

１１．学生募集要項（2022年度） 

①2021年度入試結果一覧 p.25 

２１. 令和 2（2020）年度 事業報告書 

 

〔備付資料〕 

3．学外ウェブサイト 

③web.zhongxi.cn/wteaen/fest/13867.html 

4.学校法人桐朋学園中期計画（2021～2025 年） 

5．音楽専攻・教育活動の資料  

6．演劇専攻・教育活動の資料 

10.令和 2（2020）年度桐朋学園芸術短期大学の教育活動に関するアンケート 

11. 大学・短期大学基準協会「令和 2年度短期大学生調査」報告書 

13．「自己評価アンケート」報告書 

76．単位取得一覧  

18．卒業生進路調査アンケート 

25．就職・進路先一覧（令和 2年度） 

26．GPA分布表  

桐朋学園女子部門規程集 

5 桐朋学園芸術短期大学専任教員任用・昇任規程 

6 桐朋学園芸術短期大学人事案件取り扱いの申し合わせ 



35 

7 桐朋学園芸術短期大学非常勤講師就業規則 

8 桐朋学園芸術短期大学特任教員に関する規程 

9 桐朋学園芸術短期大学指導助手規程  

59.令和２年度教授会議事録 

②4 月臨時教授会議事録 

③9月定例教授会議事録 

⑥3月定例教授会 

61.令和２年度教務・入試委員会議事録 

 ①4月臨時教務・入試委員会議事録 

②9月教務・入試委員会議事録 

 ④3月教務・入試委員会議事録 

71．2020年度第 56 回卒業式・修了式（式次第） 

72. 令和 2（2020）年度音楽学部連携授業履修者一覧  

73．各劇上演実習（試演会・卒業公演・修了公演）アンケート 

74．令和２年度 中学校教諭免許状一括申請者一覧表  

 

［区分 基準Ⅱ-Ａ-１ 

短期大学士の卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）を明確に示している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（１）学科・専攻課程の卒業認定・学位授与の方針は、それぞれの学習成果に対応している。 

（２）学科・専攻課程の卒業認定・学位授与の方針を定めている。 

（３）学科・専攻課程の卒業認定・学位授与の方針は、社会的・国際的に通用性がある。 

（４）学科・専攻課程の卒業認定・学位授与の方針を定期的に点検している。 

 

＜区分 基準Ⅱ-Ａ-１の現状＞ 

本学では、学則第 41 条に基づき、卒業した者には学位授与規程の定めるところにより短期

大学士の学位を授与している。（提出資料 4③） 卒業の要件については、学則第 36 条に、2

年以上の在学と 62単位以上の修得を規定している。（提出資料 4④） 

令和２年度は音楽専攻 27 名、演劇専攻 74 名の学生が卒業し、短期大学士の学位を取得し

た。（備付資料 59⑥） 

令和元年度より学習成果に対応するようにディプロマ・ポリシーを改めた。学習成果は、「知

識・理解」「思考・判断」「関心・意欲」「態度」「技能・表現」の 5つの観点から成る。 新た

なディプロマ・ポリシーは、「専門的学習成果および汎用的学習成果を獲得し、専攻の定める

卒業の要件を満たした者に学位を授与する」と定めている。（提出資料１②③） 

本学の専攻科は、平成 30 年度より独立行政法人大学改革支援・学位授与機構の認定専攻科

となった。本学の卒業が学位申請の基礎資格となることは、本学芸術科のディプロマ・ポリシ
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ーが社会的・国際的通用性を有していることを示している。 

また、令和２年度に新設された「高等教育の修学支援新制度」の対象校であり、「学問追求

と実践的教育のバランスが取れた大学等」であることが認められている。このことからも本学

のディプロマ・ポリシーが社会的・国際的通用性を有していることは確かである。 

本学では、ディプロマ・ポリシーを定期的に点検している。令和元年度に、専門的学習成果

と汎用的学習成果を新たに明示し、学位授与の方針を「専門的学習成果および汎用的学習成果

を獲得し、専攻の定める卒業の要件を満たした者に学位を授与する」と改めた。 

 

【音楽専攻】  

学位規程に則り、音楽専攻では「短期大学士（音楽）」の学位を授与している。（提出資料１⑪） 

音楽専攻では、最低習得単位数 62単位のうち専攻科目単位数が 48単位、自由選択単位数が

14 単位となっている。この要件は、専攻課程の学習成果に対応している。（提出資料１②） 

進路は、演奏家への道、留学、四年制大学への編入、中学校教員や音楽教室への就職などが

あるが、令和 2 年度は桐朋学園大学音楽学部への 3 年次編入で 1 名(受験者 1 名)の合格者を

出し、他大学の 3年次編入でも 1名(受験者 1名)の合格者を出した。また、認定専攻科修了に

より学士を取得した学生から 3名が大学院に進学した(3名受験)。本年、コンクール実績とし

ては、コロナ禍により、開催されなかったコンクールが多いため、残念ながらコンクールの成

果報告はなかったが、例年、毎年のように報告があるため、令和 2年度は特殊な年と考えてい

る。また、留学においても、ヨーロッパ各国の編入学において、本学の学位は認められており、

社会的、国際的にも通用性があることを証明しているが、現在、留学はできない状況にある。 

なお、音楽専攻では、一定の条件のもとに教科に関する科目および教職に関する科目等を履

修して必要単位を修得することにより中学校教諭二種免許状（音楽）を取得することができる。

令和 2年度は、11名が中学校教諭二種免許状（音楽）を取得し、1名が東京都の教員採用試験

に合格している(卒業生も含めると 2名)。（備付資料 74） 

 

【演劇専攻】  

学位規程に則り、演劇専攻では「短期大学士（演劇）」の学位を授与している。（提出資料１⑪） 

最低習得単位数 62 単位のうち専攻科目単位数が 48単位、教養科目を 12単位（外国語 2 単

位必修）、自由選択単位数が 2 単位である。この要件は、専攻課程の学習成果に対応してい

る。（提出資料１③） 

演劇専攻の卒業公演では、ストレートプレイコースは『MORATORIUM CLOCK』（脚本：

高桑恭彦／音楽：伊藤辰哉／演出：大塚幸太）を本学小劇場で、ミュージカルコースは『ね

こはしる』（原作：工藤直子、脚本：ふじたあさや、演出：大谷賢治郎、音楽：西村勝行）を

例年通り俳優座劇場（六本木）にて上演し、学習成果を学内外に公表した。（提出資料３⑨

⑩、備付資料 6） 

演劇専攻の進路としては、劇団への入団、プロダクションへの入所のほか、フリーでの活動、

専攻科への進学、四年制大学への編入などがある。令和 2 年度は、74 名の卒業生のうち、22
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名が本学専攻科演劇専攻に進学した。また 5 名が科目等等履修生として専攻科開設科目を履

修している。8 名が一般就職、2 名が養成所等に進学、3 名が劇団・プロダクション等に進ん

だが、各種公演のオーディションを受けながらフリーランスで活動する者も多い。（備付資料

18） 

 

［区分 基準Ⅱ-Ａ-２ 

教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）を明確に示している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（１）学科・専攻課程の教育課程は、卒業認定・学位授与の方針に対応している。 

（２） 学科・専攻課程の教育課程を、短期大学設置基準にのっとり体系的に編成している。 

 ①学科・専攻課程の学習成果に対応した、授業科目を編成している。 

②単位の実質化を図り、年間又は学期において履修できる単位数の上限を定める努力をして

いる。 

  ③成績評価は学習成果の獲得を短期大学設置基準等にのっとり判定している。 

 ④シラバスに必要な項目（学習成果、授業内容、準備学習の内容、授業時間数、成績評価の

方法・基準、教科書・参考書等）を明示している。 

 ⑤通信による教育を行う学科・専攻課程の場合には印刷教材による授業（添削等による指導

を含む）、放送授業（添削等による指導を含む）、面接授業又はメディアを利用して行う授

業の実施を適切に行っている。 

（３）学科・専攻課程の教員を、経歴・業績を基に、短期大学設置基準の教員の資格にのっと

り適切に配置している。 

（４）学科・専攻課程の教育課程の見直しを定期的に行っている。 

 

＜区分 基準Ⅱ-Ａ-２の現状＞ 

学科・専攻の教育課程は、ディプロマ・ポリシーに対応している。本学では、ディプロマ・

ポリシーで求める学習成果を「知識・理解」「思考・判断」「関心・意欲」「態度」「技能・表現」

の 5 つの観点の到達目標で示し、どの授業科目の履修によってそれらの目標に到達するかの

相関関係をカリキュラムマップで示している。また、2年間の学習の系統性と順次性を示すた

めにカリキュラムツリーを取り入れ、教育課程の体系性を示すために開設科目にナンバリング

を付している。（提出資料１④⑤⑥） 

本学の教育課程は、教養科目と専攻科目から成り、専攻科目は各専攻のカリキュラム・ポリ

シー（教育課程編成の方針）に基づいて編成されている。その中の開放科目は他専攻の学生も

履修することができる。また、音楽専攻の「コラボレイト実習」、演劇専攻の「劇上演実習（学

内出演）」は他専攻の実習に参加するものであり、２専攻を有する本学ならではの特色ある教

育を行っている。（提出資料１⑧⑨⑩） 

本学は桐朋学園大学音楽学部と単位互換の制度を有している。調布キャンパスまで片道 40

分かかるため、同制度の利用は容易ではないが、令和２年度は述べ 79 名の学生が音楽学部の
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授業を履修した。（備付資料 72） 

本学では、単位の実質化を図るために、各学期の履修登録単位数は 20 単位を上限としてい

る。ただし、一部の科目（教職課程や集中講義等）はキャップ制の対象から外している。 

優れた成績を修めた者については上限を引き上げた。前期は GPA3.0以上で２単位、GPA3.1以

上で 4単位、後期は GPA2.9 以上で 2単位、GPA3.0以上 4単位とした。（備付資料 26、59②

③）なお、単位の計算方法は、学則第 33条に定めている。（提出資料 4⑤） 

 成績評価は学習成果の獲得を短期大学設置基準等にのっとり判定している。成績と評価基準

は、学則第 35条に規定している。(提出資料 4⑥) 

 シラバスには、履修条件、授業の概要、授業の到達目標、授業計画、授業時間外の学習、教

科書・参考書等、成績評価の方法・基準を明示している。シラバスは「学生便覧・講義概要」

に掲載して配付するとともに、「講義一覧」を本学ホームページ上で公開している。令和 2 年

度のシラバスより「授業形態」と「実務経験のある教員」を示すことにした。（提出資料１⑭

⑮⑯） 

本学は令和 2 年度から新型コロナウィルスの感染拡大を受けて遠隔授業を導入しているが、

通信教育課程は設けていない。 

 本学では、学科・専攻課程の教員を、経歴・業績を基に、短期大学設置基準の教員の資格に

のっとり適切に配置している。専任教員の任用・昇任に際しては、「桐朋学園芸術短期大学専

任教員任用・昇任規程」および「桐朋学園芸術短期大学人事案件取り扱いの申し合わせ」に基

づき、人事委員会の審査を経て、教授会で審議を行う。（備付資料 女子部門規程集 5・6）非

常勤講師の採用に関しては、「桐朋学園芸術短期大学非常勤講師就業規則」に則り、専攻会議、

教務・入試委員会、運営委員会の審査を経て、教授会で審議を行う。（備付資料 女子部門規

程集 7） 令和 2年度は、退職者の後任として、音楽専攻・演劇専攻常勤講師各１名を公募し

た。音楽専攻は新年度の採用を決めたが、演劇専攻は候補者の辞退により採用を見送った。 

また、令和 2年度をもって特任教員２名が任期を迎え、後任の特任教授の人事を進めた。 

学科・専攻課程の教育課程は、三つのポリシー、学習成果、アセスメントポリシーと合わせ

て、原則 2年毎に定期的に見直しを行っている。令和２年度は翌年度に向けて教養科目を中心

に見直しをした。 

 

【音楽専攻】  

 音楽専攻の教育課程は、専攻のカリキュラム・ポリシー（教育課程編成の方針）の下、「楽

譜を読み取る力」「演奏表現」「アンサンブル」の三項目を軸にして編成されている。（提出資

料１②） 

専攻内に４つの専修（ピアノ専修、声楽専修、管弦専修、日本音楽専修）を設け、徹底した

実技指導を行っている。レッスンには、第一実技（週 1 回 50 分必修）、副科実技（週 1 回 20

分必修）、第二実技（週 1回 40分、別途徴収）があり、専門実技以外に他の専修ジャンルを学

ぶことも可能にしている。また、「他と合わせる能力」を養うアンサンブル科目にも重点を置

いている。1年次後期と 2年次前期の実技試験の成績優秀者は学内演奏会に出演することがで
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き、2年次後期の実技試験の成績優秀者は卒業演奏会に出演することができる。 

必修科目「Ｓ．Ｈ．Ｍ．」（ソルフェージュ、ハーモニー、メロディーの略）については、令

和 2 年度、能力別で 1年次は 4クラス、2年次は 5クラス編成で授業を行った。 

なお、社会人学生に対しては、そのニーズから 2年間の教育課程を 3年で学べる長期履修制

度を導入し、学びやすい環境を整えている。令和 2 年度は 8 名の卒業生を出すことができた。

（備付資料 59⑥） 

学習成果は GPAの活用により、より具体性を持って測定されている。令和 2年度 GPA上位者

の単位の引き上げを行ったが、前期は 2年生のみで 2単位が 3名、4単位が 2名。後期は 2単

位が 5 名（1 年生 0 名、2 年生 5 名）、4 単位が 20 名（1 年生 14 名、2 年生 6 名）引き上げの

対象者になっている。 

音楽専攻では、平成 11 年度から、国際性や異文化理解の力を培うことを目的に、海外研修

旅行を実施している。ドイツ国立フライブルク音楽大学、リューベック音楽大学、デトモルト

音楽大学、ポーランドのショパン音楽アカデミー、ハンガリーのリスト音楽アカデミー、チェ

コのプラハ芸術アカデミーなどの音楽大学で、経験豊かな教授陣から 1 週間の集中実技レッ

スンを受けるのだが、令和 2 年度はコロナ禍にあり実施不可能となった。また、本専攻では、

毎年、外国人演奏家によるコンサートや公開レッスンを開催している。本年度は、予定された

全てが中止となったが、日本人講師による公開レッスンは実施した。 

音楽専攻では、経歴・業績を基に授業担当教員を配している。ピアノ、声楽、弦楽器のほか、

音楽療法を担当する特任教員を任用している。また、授業および演奏会において必要に応じて

担当教員の下でその授業を補佐する演奏助手を置いている。（根拠資料 女子部門規程集 8・

9） 

 

【演劇専攻】  

演劇専攻の教育課程は、専攻のカリキュラム・ポリシー（教育課程編成の方針）の下、「戯

曲を読み解く力」「身体訓練」「アンサンブル」の三項目を軸にして編成されている。（提出資

料１③） 

演劇専攻では、ストレートプレイコースとミュージカルコースを設け、学生本人の希望を勘

案し、進級時にコースを決定している。1年次の前期と後期に「演技発表会」、2年次の前期に

「実技公開試験」を催し、学習成果を学内外に公表している。また、2年次後期にはコース別

に「劇上演実習Ａ（試演会）」と「劇上演実習Ｂ（卒業公演）」を行う。（備付資料 6） 

1 年前期終わり、2 年前期終わりの計 2 回「自己評価アンケート」を用いて、学生本人が学

習成果を確認できるようにしている。 

基礎実技系科目、演技系科目、ストレートプレイ系実技科目、ミュージカル系実技科目では、

少人数制クラス（約 20名）を編成し、きめ細かい指導を徹底している。歌唱個人レッスン（週

1 回 40分・20分 別途徴収）の履修者も多く、令和 2年度は約 5割近くの学生が受講した。

クラシックバレエとジャズダンスは進度別にクラスを編成している。ジャズダンスについて

は、レッスン・アシスタント（ＬＡ）による週 1回の補講（授業外学習）への参加を義務付け
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ている。レッスン・アシスタントは「指導助手規程」に則り、採用している。（備付資料 女

子部門規程集 9） 

基礎実技科目、演技系科目は必修であり、ほかにコースごとに必修科目を定めている。理論

系科目においては、「舞台芸術概論」「日本演劇史」「西洋演劇史」「ミュージカル概論」「ミュ

ージカル論」を必修としている。（提出資料 1⑩） 

演劇専攻では、経歴・業績を基に授業担当教員を配している。平成 30 年度認定専攻科の開

設と芸術科の教育課程の見直しに伴い、ミュージカル、応用演劇、アーツマネージメント領域

の特任教員を新たに 3 名採用した。 

ほかにスタッフアドバイザー（舞台美術、音響、照明）を置き、備品管理のほか、月 1回の

学生チーフミーティングに参加し、学生のスタッフワーク指導に当たっている。 

本専攻では昭和 57 年度から海外研修旅行（「海外研修」）を毎年実施してきたが、令和２年

度はコロナ禍の影響により、9月時点で中止と決定した。学生には海外研修旅行中止の報告と、

それにともなう履修指導を行った。 

 

［区分 基準Ⅱ-Ａ-３ 

教育課程は、短期大学設置基準にのっとり、幅広く深い教養を培うよう編成している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（１）教養教育の内容と実施体制が確立している。 

（２）教養教育と専門教育との関連が明確である。 

（３）教養教育の効果を測定・評価し、改善に取り組んでいる。 

 

＜区分 基準Ⅱ-Ａ-３の現状＞ 

平成 30年度より、汎用的学習成果を獲得するために、従来の基礎教養に新たな科目を加え、

「キャリア教育」「一般教養」「語学」の三つの区分から成る「教養科目」として再編した。「教

養科目」は、各専攻の枠を超え、共通して必要となる基礎的知識や技術を習得し、専門性を社

会で発揮するための力を養うことを目的としている。（提出資料１⑧） 

音楽専攻はほかに専攻教養科目を設け、教養科目の「語学」の 2単位、専攻教養科目から「バ

ロックダンス」「音楽理論基礎」の各１単位を卒業要件に定めている。演劇専攻は「語学」２

単位を含めた教養科目の 12単位を卒業要件としている。 

平成 30 年度より、専門性を社会で活かすための科目（「アーツマネージメント論」「応用演

劇論」「音楽環境論」）が「キャリア教育」に加わった。教養教育と専門科目の関連性は、カリ

キュラムマップにより示されているが、カリキュラムツリーには反映されていないので、今後

の課題としたい。 

教養教育の効果については、卒業判定時に測定・評価している。平成 30 年度に教養教育の

さらなる充実を図り、卒業要件を見直した。令和２年度「短期大学生調査」の結果によれば、

「共通科目あるいは教養科目の授業」の満足度は、満足 29％、やや満足 33％と参加校の平均

（満足 22％ やや満足 30％）を上回った。また、昨年度の結果（満足 22％ やや満足 32％）
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よりも向上した。（備付資料 11） 

令和 3 年度に向けて、専門教育と教養教育の関連をより明確にするため、教養教育の科目を

一部見直した。 

 

［区分 基準Ⅱ-Ａ-４ 教育課程は、短期大学設置基準にのっとり、職業又は実際生活に

必要な能力を育成するよう編成し、職業教育を実施している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（１）学科・専攻課程の専門教育と教養教育を主体とする職業への接続を図る職業教育の実施

体制が明確である。 

（２）職業教育の効果を測定・評価し、改善に取り組んでいる。 

 

＜区分 基準Ⅱ-Ａ-４の現状＞ 

本学の場合、音楽、演劇の道に進む者が多く、表現者としてのキャリアを築くためには長い

時間と経験が必要になる。したがって卒業後は、大半がアルバイト等で収入を得ながら、表現

活動を続けることになる。社会における音楽、演劇の役割を認識し、表現者としてのキャリア

を確立できるように、芸術系の本学に適した職業教育の実施に努めている。 

教育課程における職業教育は、教養科目の「キャリア教育」に位置づいており、「情報リテ

ラシー論」「情報処理論」「音楽環境論」「社会福祉学」「表現コミュニケーション論」「アーツ

マネージメント論」「応用演劇論」が開設されている。 

また、職業教育の一環として、例年、新年度開始時に進路ガイダンスを実施し、将来を見据

えた学習を促す機会としているが、令和 2年度は新型コロナウィルス感染防止のため、進路ガ

イダンスの開催は見合わせた。 

職業教育の効果を測定・評価する指標については、進路決定率を用いている。令和２年度の

進路決定率は 45％であった。また、「短期大学生調査」の結果によれば、「将来のキャリアと授

業内容の関係性」については、「満足」が 26％と参加校全体の平均 23％をやや上回る。「やや

満足」と合わせると参加校全体の平均を１％上回り、昨年度より向上はみられるが、なお一層

の改善に取り組みたい。（備付資料 11） 

 

［区分 基準Ⅱ-Ａ-５ 

入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）を明確に示している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（１）入学者受入れの方針は学習成果に対応している。 

（２）学生募集要項に入学者受入れの方針を明確に示している。 

（３）入学者受入れの方針は、入学前の学習成果の把握・評価を明確に示している。 

（４）入学者選抜の方法（推薦、一般、ＡＯ選抜等）は、入学者受入れの方針に対応している。 

（５）高大接続の観点により、多様な選抜についてそれぞれの選考基準を設定して、公正かつ

適正に実施している。 
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（６）授業料、その他入学に必要な経費を明示している。 

（７）アドミッション・オフィス等を整備している。 

（８）受験の問い合わせなどに対して適切に対応している。 

（９）入学者受入れの方針を高等学校関係者の意見も聴取して定期的に点検している。 

 

＜区分 基準Ⅱ-Ａ-５の現状＞ 

 本学では、平成 30 年度に、入学志願者に求める能力・意欲・適性をより具体的に示すため

に、アドミッション・ポリシーを改めた。各専攻のアドミッション・ポリシー（入学者受入れ

の方針）は学習成果に対応し、「知識・理解」「思考・判断」「関心・意欲」「態度」「技能・表

現」の５つの観点から成る。アドミッション・ポリシーは、学生募集要項のほか（提出資料 5

①②）、学生便覧（提出資料１②③）、ホームページの「専攻紹介」（提出資料３④⑤）に掲載

している。 

例年は、年７回のオープンキャンパス、入学志望者のためのワークショップ（演劇専攻）、

「夏期・冬期講習会」（音楽専攻）、オープンクラス（授業見学会）等の行事や高校訪問等を通

じて、受験生への浸透を図っている。（提出資料２④） 

しかしながら、令和 2 年度は新型コロナウィルス感染防止の観点から、行事の中止や内容の

変更を余儀なくされた。それを補うために、オンライン・オープンキャンパス等を通じて、ア

ドミッション・ポリシーの周知を図った。 

各専攻のアドミッション・ポリシーは、入学前の学習成果の把握・評価を明確に示している。

音楽専攻は、基礎的な演奏技術と音楽に関する基礎知識、および協調性や向学心を求めている。

演劇専攻は、演劇経験を問わないものの、日本語の読解力、身体能力、表現力、および協調性

や向学心を求めている。 

入学者選抜については、各専攻とも総合型、学校推薦型、一般の種別を設けており、アドミ

ッション・ポリシーに基づき、入学者に求める力を多面的・総合的に評価している。また、音

楽専攻では、他に社会人入試を実施しているが、高等学校卒業後の年月の経過等を鑑み、楽典

や聴音を免除し、負担の軽減を図っている。（提出資料 5①②） 入学者選抜は選考基準に基

づき公正かつ適正に実施し、判定会議を経て、教授会において結果を審議決定している。 

なお、令和 3 年度入学者選抜は、演劇専攻ではすべての入試でオンライン、音楽専攻ではオ

ンラインと対面の選択制とし、新型コロナウィルス感染防止を徹底した。 

受験生の経済的負担を軽減するために、同一年度内の本学への 2 回目以降の出願の際、

35,000円の検定料を 20,000円に割引している。さらに、音楽専攻の受験者が桐朋学園大学音

楽学部を併願する場合にも、同割引制度を適用している。(提出資料 5③) 

令和２年度入学者選抜は、アドミッション・ポリシーに基づいて実施し、入学定員 120 名

（音楽専攻 50名・演劇専攻 70名）のところ、121名（音楽専攻 41名・演劇専攻 80名）が入

学し、入学定員充足率は 100％という結果であった。（提出資料 5⑤） 

日本私立大学振興・共済事業団の「令和２（2020）年度私立大学・短期大学等入学志願動向」

によれば、全国平均の短期大学入学定員充足率は 87.24％であり、入学定員充足率 100％未満
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の短期大学は集計学校 291 校のうち 215 校に及び、未充足校の割合は 73.9％となっている。

そのような状況からすれば、本学の令和 2年度入学者数は比較的良好であるといえる。 

しかしながら、本学の令和 2 年度志願倍率は前年度の 1.8 倍（音楽専攻 0.9 倍・演劇専攻

2.4倍）から 1.45倍（音楽専攻 0.9倍・演劇専攻 1.9倍）に減少している。全国平均の 1.3倍

を若干上回るものの予断を許さない状況にある。同様に合格率も前年度の 60％（音楽専攻

100％・演劇専攻 50％）から悪化し 75％（音楽専攻 100％・演劇専攻 66％）となり、全国平均

の 85.36％に近づきつつある。歩留率は全国平均 81.05％を大幅に上回るが、昨年度の 99％（音

楽専攻 100％・演劇専攻 98％）から、94％（音楽専攻 93％・演劇専攻 95％）となり、低下傾

向にある。 

因みに学科系統別の動向では、芸術系の志願倍率は 1.30 倍、合格率は 88.15％、歩留率は

85.34%、入学定員充足率は 90.92％となっている。令和２年度入学者選抜については、芸術系

の短大の平均値よりやや良い結果といえるが、志願者の減少傾向が懸念される。 

授業料、その他入学に必要な経費は、学生募集要項（提出資料 5④）のほか、学生便覧の学

則第７章（提出資料１⑰）、ホームページの「キャンパスライフ」（提出資料 3⑫）に掲載して

いる。 

 入学者選抜に係る事項は、教務・入試委員会の会務と規定されている。入学志望者の募集活

動は、入試広報担当の教員・職員が中心的役割を担っている。前述の入学志望者にむけた行事

のほか、受験相談を随時受け付けており、電話やメールの問い合わせにも応じている。 

 高等学校関係者の意見を聴取するために、平成 30 年度からアンケートを実施してきた。令

和 2年度はアンケート用紙を郵送し、4名から回答を得た。アドミッション・ポリシーについ

ては、音楽専攻・演劇専攻ともに、「とても明確である」が 3 名、演劇専攻で「明確である」

が 1 名、音楽専攻で無記入が 1 名という結果であった。回答数は少ないが、コロナ禍の中、

意見を寄せていただいたことに感謝したい。（備付資料 10） 

なお、令和 3 年度の大学入学者選抜改革により、アドミッション・ポリシーに基づき、

種別・試験科目・日程等を見直した。令和３年度入学者選抜は、両専攻とも入学定員を割る結

果になり、入学定員充足率は 85％に落ち込んだ。3月に臨時学科会議を招集し、入試結果の分

析と次年度の学生募集に向けた対策を検討した。（提出資料 11①） 

 

【音楽専攻】  

 音楽専攻のアドミッション・ポリシーは、ディプロマ・ポリシーに対応し、「知識・理解」

「思考・判断」「関心・意欲」「態度」「技能・表現」の５つの観点から成り、入学前の学習成

果の把握・評価を示すものである。アドミッション・ポリシーに基づき、4回の総合型 A入試、

3 回の総合型 B 入試、学校推薦型入試、Ａ方式またはＢ方式による一般入試、3 回の社会人入

試を行っている。総合型入試、学校推薦型入試は専願とし、そのほかの入試については併願を

可としている。 

 総合型入試は、事前に「初心者のためのソルフェージュ講座」と「実技診断」に参加するこ

とを出願条件にしており、志願者に音楽専攻の教育内容への理解を求めている。入学前の学習
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成果の把握・評価は、面接と書類審査で行っている。学校推薦型入試は、主科実技と面接によ

り入学前の学習成果の把握・評価している。一般入試Ａ方式は主科実技・楽典・聴音、Ｂ方式

は主科実技・聴音により、能力・適性等を総合的に評価・判定している。社会人入試は、高等

学校卒業後 4年以上経過した者等を対象とし、主科実技と面接によって、能力・意欲・適性等

を把握・評価している。（提出資料 5⑥） 

 令和 2年度は 40名の入学者を迎えた。ＡＯ入試による入学者が最も多く 32名、推薦入試に

よる入学者は 3名、一般入試による入学者は 2 名、社会人入試による入学者は 3名である。専

修別内訳では、ピアノ 14名、声楽 8名、フルート 3 名、オーボエ 1 名、クラリネット 2 名、

トランペット 3名、トロンボーン 2名、テューバ 1 名、ヴァイオリン 2 名、ギター1 名、筝 2

名、尺八 1名となった。（提出資料 5⑤） 

 

【演劇専攻】  

演劇専攻のアドミッション・ポリシーは、ディプロマ・ポリシーに対応し、「知識・理解」

「思考・判断」「関心・意欲」「態度」「技能・表現」の５つの観点から成り、入学前の学習成

果の把握・評価を示すものである。アドミッション・ポリシーに基づき、総合型Ａ入試、総合

型Ｂ入試（募集人数 35 名）、学校推薦型入試（募集人数 25 名）、一般入試（募集人数 10 名）

を行っている。総合型Ａ入試、総合型Ｂ入試、学校推薦型入試は専願とし、一般入試について

は併願を可としている。高等学校長推薦は全体の評定平均値 3.0以上、指定校推薦は全体の評

定平均値 3.5以上を要する。（提出資料 5⑥） 

 総合型Ａ入試では、入学前の学習成果の把握・評価を、身体表現、言語表現、面接、書類審

査によって行っている。総合型Ｂ入試と、推薦型入試では、演技、歌唱またはダンス、面接に

より入学前の学習成果を把握・評価する。指定校入試は演劇系のコースを対象とするため、書

類審査と面接にのみで、能力・適性・意欲等が把握・評価される。一般入試では、志願者の能

力・適性等を演技、歌唱またはダンス、面接により総合的に評価・判定している。 

 なお、演劇専攻では毎年 7月に受験生を対象に「入学志望者のためのワークショップ」を実

施しているが、平成 2年度はコロナ禍ということもあり、三密対策をほどこして人数・時間を 

制限し、7 月 18、19、23、24 日の 4 日間行った。さらにワークショップの模様をオンライン

で配信し来学の難しい受験生にも配慮した。（提出資料 3⑬） 

令和 2年度は 83名の入学者を迎えたが、ＡＯ入試による入学者が最も多く 44名、推薦入試

による入学者は 25名（高等学校長等推薦 22名、自己推薦 3名）、一般入試による入学者は 14

名であった。全入試の出願者数は 171名、受験者数は 166名、合格者数は 84名である。（提出

資料 5⑤） 

 

［区分 基準Ⅱ-Ａ-６ 短期大学及び学科・専攻課程の学習成果は明確である。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（１）学習成果には具体性がある。 

（２）学習成果は一定期間内で獲得可能である。 
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（３）学習成果は測定可能である。 

 

本学は、音楽、演劇の芸術教育を通じて、短期大学士にふさわしい「知識・理解」「汎用的

技能」「態度・志向性」「総合的な学習経験と創造的思考力」を涵養している。各専攻課程の学

習成果は専門的学習成果と汎用的学習成果から成り、それぞれ「知識・理解」「思考・判断」

「関心・意欲」「態度」「技能・表現」の 5つの観点で到達目標を示している。汎用的学習成果

は両専攻共通であり、幅広い教養、社会性、問題解決力、コミュニケーション力等を具体的に

表している。また、専門的学習成果は音楽活動、演劇活動を展開する上で必要となる知識、技

能、判断力、社会性等を具体的に表している。（提出資料１②③、３④⑤、提出資料 5①②） 

二年間で学習成果が獲得可能であることは、カリキュラムマップとカリキュラムツリーによ

って明らかにされている。カリキュラムマップは、5つの観点の到達目標が、どの授業科目の

履修によって達成されるかの相関関係を具体的に示している。また、カリキュラムツリーは学

習の系統性と順次性を示している。（提出資料１④⑥） 

シラバスには、授業科目ごとに「授業の概要」「授業の到達目標」「授業計画」「成績評価」

が明示されている。（提出資料１⑭⑮⑯） 単位の授業科目は 45時間の学習を必要とする内容

をもって構成され、「授業の到達目標」は半期の授業、または一定期間の集中講義で達成可能

な目標となっている。（提出資料１⑫） 「成績評価」は、出席状況、授業態度、課題発表の成

果、期末試験、小テスト、レポートなどの中から、複数の評価項目を用いて査定することを原

則としている。本学は、「単位の実質化」の観点から履修の上限を 20単位と定めているが、令

和 2 年度も GPA 上位者を対象に上限を 2 単位または４単位引き上げた。（備付資料 59①③） 

「受験資格」「成績の認定基準」「評価の基準」は、学生便覧に詳細を記載している。（提出資

料１⑬） 各専攻の教育課程の学習成果は、GPA、取得単位等で測定することができる。 

 本学は実践的な芸術教育を展開しているため、音楽専攻では定期演奏会と卒業・修了演奏会、

演劇専攻では試演会（『劇上演実習Ａ』）と卒業公演Ｂ（『劇上演実習Ｂ』）によって、学習成果

が学内外に具体的に表明される。また、これらの総合的な学習経験は、専門領域の技術の向上

に留まらず、自己管理力、チームワーク、リーダーシップ、コミュニケーション力、問題解決

力を伸長する。 

令和２年度「短期大学生調査」では、「今の短大に入学して、あなたの能力や知識はどの程

度変化（向上）しましたか」という問いに対し、本学の学生が「大きく増えた」「増えた」と

回答した割合が参加校全体の平均より高い項目は「専門分野や学科の知識」（大きく増えた

62％、増えた 33％）、「論理的に考える力」（大きく増えた 21％、増えた 49％）、「異なる文化や

考えを持つ人々を理解する力」（大きく増えた 36％、増えた 38％）、「リーダーシップ」（大き

く増えた 13％、増えた 36％）、「外国語を使う力」（大きく増えた 10％、増えた 23％）、「自学

自習の能力（習慣）」（大きく増えた 29％、増えた 53％）、「挑戦する力（チャレンジ精神）」（大

きく増えた 33％、増えた 51％）、「ねばり強さ」（大きく増えた 27％、増えた 47％）であった。

これらは、専門的学習成果、汎用的学習成果が求めるものとほぼ一致している。 

コロナ禍でオンライン授業を導入したこともあり、「PCなど情報機器を使う力」が、参加校
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全体の平均より低いものの、昨年度より向上した（大きく増えた 12%→17％、増えた 23％→

37％）。一方で、「コミュニケーション能力」が昨年度より低下した（大きく増えた 27％→26％、

増えた 42％→36％）。（備付資料 11） 

 

【音楽専攻】  

学習成果については、科目ごとに「授業の概要」「授業の到達目標」「授業計画」「成績評価」

など、シラバスに明記されている。聴音・ソルフェージュの授業については、グレード制を取

り入れ、一定期間、個々のレベルに応じたクラスで学ぶことにより、学習成果の到達がはっき

りと見える形で指導を行っている。実技指導に関しては、教員と一対一のレッスンであるため、

より一層学習成果を具体的に把握できている。 

科目ナンバリングとカリキュラムツリーの導入により、カリキュラムが体系化され、その上

に半期上限 20 単位のキャップ制があるため、学習時間の確保を徹底することができ、一定期

間内での学習成果の獲得が見えやすくなっている。（提出資料１④⑤⑥⑬） 

学習成果の発表の場として、定期演奏会、学内演奏会、卒業演奏会において学内外に表明し

ている。 

演奏会一覧   

日時 会場 演奏会名 

10月 10日(土) 14:15 開演 ポロニアホール 第 101回学内演奏会 

11月 18日(水) 17:30 開演 調布市文化会館たづくり くすのきホール 試演会  音楽フェスティバル  

12月 7日(月) 18:00開演 ポロニアホール 第 102回学内演奏会 

2 月 4 日(木) 14:00・16:00 開演 ポロニアホール 専攻科学内演奏会 

2 月 5 日(金) 14:00・16:00 開演 ポロニアホール 専攻科学内演奏会 

2 月 8 日(月)  16:30 開演 ポロニアホール 研究生修了演奏会 

2 月 9 日(火) 14:00開演 2102教室 第二実技 作曲作品展 

2 月 16日(火) 15:00開演 府中の森芸術劇場ウィーンホール 第 51 回卒業・修了演奏会 

2 月 19日(金) 15:00開演 ポロニアホール オペラ実習試演会 

2 月 27日(土) 14:30開演 ポロニアホール 日本音楽・ギター合同卒業演奏会 

3 月 2 日(火) 15:00開演 狛江市エコルマホール 第 26 回定期演奏会(オーケストラ・合唱) 

 

なお卒業生については国内外のコンクールでの入賞者も多く、演奏活動や教育活動を続けて

いる者が多いことからも、客観的、実際的な価値があると言え、その成果が測定できている。

具体的に、令和 2年度はコロナ禍にあり、中止されたコンクールも多く実績は報告されていな

いが、それは特殊な状況によるものと解釈している。また、クラシック音楽の世界だけでなく、

専攻で学んだことを生かしつつ、ポピュラー音楽の領域に活動の幅を広げている者も多く、教

育現場での音楽鑑賞教室や、老人ホームや介護施設、病院など、コンサートホール以外で行う
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アウトリーチ活動を積極的に行っている者もいる。アウトリーチ活動については、学習成果の

実際的な価値を本専攻で測定し、平成 25 年度より、授業として導入し、教育システムを体系

化した。（提出資料２⑤） 

また、令和 2年度は東京都の教員採用試験に 2名合格したが、非常勤講師として教職に就く

者も多くなってきている。なお、ヤマハやカワイの音楽教室で教育者として指導している者も

少なくなかく、さらに、本学で学んだことを基に、一般企業、保育士や介護士、あるいは調律

師として活動している者もいるなど、音楽を通して幅広い分野に人材を輩出している。 

（提出資料２⑥） 

 

【演劇専攻】  

演劇専攻の教育課程の学習成果は、毎年 11月に本学小劇場（2014教室）で行われる試演会

（「劇上演実習Ａ」）および 2 月に俳優座劇場で行われる卒業公演（「劇上演実習Ｂ」）によっ

て、学内外に具体的に表明されている。これらは、体系的に編成された教育課程の最終段階に

位置づく実習科目であり、少なくともいずれかの「劇上演実習」に参加することが卒業要件と

なる。全員が全日程に参加し、スタッフワークも担当することで、舞台芸術のあらゆる技術面・

意識面での学習を深める。自己管理力、チームワーク、リーダーシップ、コミュニケーション

力、問題解決力の総合的な研鑽などこれらすべての点を踏まえて成績評価の基準は設定されて

いる。 

尚、令和 2年度はコロナ禍における配慮として、無観客上演や、オンライン配信上演。演者

のフェイスシールド着用など、これまでにない感染対策と共に実施された。（提出資料３⑨⑩

⑭⑮） 

授業名 コース 作品名 作者名 演出者名 劇場 

劇上演実習 A ストレ-トプレイ 『花の歌』 作・日向十三  田中壮太郎非常勤講師 本学小劇場 

劇上演実習 A ミュージカル 『ＦＡＭＥ』 原作：David De Silva 信太美奈特任教授 本学小劇場 

劇上演実習 B ストレ-トプレイ 『MORATORIUM CLOCK』 脚本：高桑恭彦 大塚幸太特任講師 本学小劇場 

劇上演実習 B ミュージカル 『ねこはしる』 脚本：ふじたあさや 大谷賢治郎特任講師 俳優座劇場 

 

平成 24 年度から「劇上演実習」などの機会に「自己評価ノート」によって到達度を学生自

らが評価・把握する取り組みを始めたが、平成 27 年度からはさらにその成果を教員自身にフ

ィードバックしている。実技、実習科目における芸術面での学習成果については、各専門教員

の芸術的な価値判断に負うところが多いため、こうした取り組みを進めることによって、学習

成果の査定に関する共通の仕組みの構築に努めてきた。なお、平成 30 年度より「自己評価ノ

ート」を発展させた「自己評価アンケート」を用いている。（備付資料 13） 

また、本専攻は、東京演劇大学連盟（桜美林大学、玉川大学、多摩美術大学、日本大学、

桐朋学園芸術短期大学、以下演大連）に平成 25年度の発足当時より加盟し、共同制作・共同

研究を行っていたが、平成 2年度の演劇系大学共同制作はコロナ禍により、令和 3年度への

延期が決定した。 
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さらに、演大連の傘下組織である「俳優教育システム研究会」による学生間のワーク

ショップについても平成 2年度は中止となった。 

学生の海外交流としては、令和２年５月に ATEC（アジア演劇教育センター）フェスティバ

ルへの参加を予定していたが、これもコロナ禍の影響により令和 3年度に延期がきまった。 

これらの活動は、本学の学習成果を検証する上で、重要な場となっていた。令和 2年度は延

期や中止が相次いだが、令和 3年度に向けオンラインでの他学、海外交流を推進するため話し

合いを持った。 

 

［区分 基準Ⅱ-Ａ-７ 

学習成果の獲得状況を量的・質的データを用いて測定する仕組みをもっている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（１）GPA分布、単位取得率、学位取得率、資格試験や国家試験の合格率、学生の業績の集積

（ポートフォリオ）、ルーブリック分布などを活用している。 

（２）学生調査や学生による自己評価、同窓生・雇用者への調査、インターンシップや留学な

どへの参加率、大学編入率、在籍率、卒業率、就職率などを活用している。 

（３）学習成果を量的・質的データに基づき評価し、公表している。 

 

＜区分 基準Ⅱ-Ａ-７の現状＞  

 本学では、平成 27 年度より GPA を導入し、学習成果の獲得状況を測定している。GPA 分布

は、4 月臨時教務入試委員会および 9 月教務入試委員会で確認している。（備付資料 59②③） 

単位取得の状況については、9 月、3 月の教務入試委員会においてデータを用いて確認してい

る。（備付資料 61②④）学位取得に関しては、2 月・3月の教務・入試委員会の検討を経て、教

授会で卒業判定を行っている。（備付資料 59③）令和２年度は、音楽専攻は長期履修生 15名

を除き、認定 27 名、不認定はなし、演劇専攻は認定 74名、不認定 2名という結果であった。

卒業が認定された学生には、短期大学士（音楽）あるいは短期大学士（演劇）の学位が授与さ

れた。 

学位授与率は本学公式ウエブサイトの「学修の評価・卒業要件・学位」に掲載している  

音楽専攻には教職課程があり、中学校教諭第二種免許状の取得を可能にしている。令和２年

度は 11 名の学生に免許状が交付された。（備付資料 74） 免許状の取得状況については教職

委員会からの報告を、教務・入試委員会および教授会で確認している。ポートフォリオ、ルー

ブリック分布は、現在のところ、導入していない。 

平成 30 年度より、演劇専攻の「自己評価ノート」を発展させ、全学的に「自己評価アンケ

ート」を開始した。カリキュラムマップを元に、1年次後期時点の全ての学習における自己評

価と、2年次後期の自己評価を 5段階で表し、グラフ化した上で、学生が 1年間を通して、自

身の学習成果を視覚的に確認できるシステムとなっている。（備付資料 13） 

 令和 2 年度卒業者 101名のうち 33 名が本学の専攻科に進学し、専攻科各専攻の入学者選抜

において、短期大学課程における学習成果の獲得状況を把握している。一方、これまで同窓生・
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雇用者へのアンケート調査を何度か試みてきたが、学習成果の獲得状況を測定できるデータを

得るにはなかなか至らない。同窓生の多くが表現者として新たな飛躍を求めて活動の場を次々

と移すため、進路先での調査を行うにはさらなる工夫が求められる。例えば、音楽専攻では、

大学に編入した者については編入先の教員から、就職した者については就職先から、学習成果

の獲得状況に関する意見を聴取している。また、本学の場合、一般企業への就職希望者は少な

く、多くが音楽、演劇の道に進むため、就職率ではなくフリーランスも含めた進路決定率とし

て進路調査を実施したところ 90％（進学 40％、就職（フリーランス含む）50％）の高い進路

決定率となった。今後は進学・就職・フリーランス（芸術系のフリーランス）それぞれの観点

からデータを集約し、量的・質的データを作成の上、学習成果の把握に努めたい。（備付資料

18） 

 令和元年度に、学習成果の見直しとアセスメント・ポリシーの導入を行った。学習成果を量

的・質的データに基づき、IR委員会で適切に評価し、公表している。 

また、各専攻の教育課程の学習成果は、音楽専攻では定期演奏会と卒業・修了演奏会、演劇

専攻では試演会（『劇上演実習Ａ』）と卒業公演（『劇上演実習Ｂ』）によって、学内外に表明し、

アンケート等によってフィードバックをしている。今後、来場者のアンケート結果を学習成果

のアセスメントに反映できるような仕組みを構築していきたい。（備付資料 73） 

 

［区分 基準Ⅱ-Ａ-８ 学生の卒業後評価への取り組みを行っている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（１）卒業生の進路先からの評価を聴取している。 

（２）聴取した結果を学習成果の点検に活用している。 

 

 令和 2年度は、卒業生の進路先からの評価聴取に関して、学生・安全対策委員会にて度々話

し合いを重ねた。本学では芸術科の卒業生の約 4割（令和 2年 31 度名）が本学専攻科に進学

を決め、音楽専攻の卒業生の半数が社会人学生（定年退職者、主婦等）就職を目指さない生涯

教育ということもあり（提出資料３⑯）、芸術科を卒業後就職、その他の進学先を希望する学

生は約 50名～60名、また芸術系短大という特色のため、卒業後は上記の半数以上がフリーラ

ンスの奏者、演者（俳優、演奏、音楽教室経営等）、もしくは業務委託としての音楽教室講師

（楽器店）、劇団所属として活動しているが（提出資料２⑥⑦）、昨今一般企業や、特に音楽専

攻では教職免許を生かした児童関連の仕事に就職する学生も増えてきており、企業先への意見

聴取は必須と考えている。（提出資料 21） 

令和 3 年度からは定期的に進路先評価アンケートをして学習成果の点検に活用していきたい。

また、進路先ではないが、小学校の音楽専科教員をしている音楽専攻卒業生と面談をして、本

学で学んだ課程が教職において実務・実践的な面で役立っているかの聴取したところ、音楽専

攻の教育課程・教職課程とも非常に良い評価を受けた。本学では引き続き本学卒業生の社会的

評価を具体的に把握し、改善を図るために有効なものにしたい。また昨年度に引き続き就職セ

ミナー、ハローワーク、企業の人事担当者から、企業の求める人材・ 能力、業務内容の情報
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を聴取し、学科の教育内容が社会のニーズにあっているか、本学の教育方針である専門的学習

成果、汎用的学習成果が、職場で発揮できるかについて検証している。   

 

＜テーマ 基準Ⅱ-Ａ 教育課程の課題＞ 

 令和 2 年度は、新型コロナウィルス感染症の影響により、授業形態の変更を余儀なくされ

た。本学ではシラバスを冊子で配付しているが、変更内容を適宜反映させるためにも、シラバ

スの電子化を今後検討していきたい。また、ウェブ出願についても検討課題としたい。 

  

＜テーマ 基準Ⅱ-Ａ 教育課程の特記事項＞ 

 令和 2年度は、新型コロナウィルス感染症の影響により、5月からオンライン授業を開

始した。6月以降、対面授業を中心にしながら、オンライン授業を併用し、教育の質の維

持に努めた。 

 

【テーマ 基準Ⅱ-Ｂ 学生支援】 

〈根拠資料〉 

〔提出資料〕 

１．2020年度学生便覧・講義概要 

⑬Ⅰ．教育課程 ３．学修の評価 pp.11～12  

⑱2020年度 行事予定 pp.1～３ 

⑲Ⅱ．学生生活全般 ５．福利厚生 pp.30～35 

⑳Ⅱ．学生生活全般 ２．課外活動 pp.27～28 

㉑Ⅱ．学生生活全般 １．学生生活 pp.24～27 

㉒Ⅱ．学生生活全般 ６．学内諸施設、機関の案内 pp.36～39 

㉓Ⅲ．卒業後の進路について １．企業への就職 p.40 

３．本学公式ウェブサイト 

⑰https://college.toho.ac.jp/campus_life/library/ 

⑱https://college.toho.ac.jp/event_report/drama_workshop2020_0505 

⑲https://college.toho.ac.jp/event_information/tohofestival2019/ 

⑳https://college.toho.ac.jp/campus_life/life_guide/ 

㉑https://college.toho.ac.jp/campus_life/hoken/ 

㉒https://college.toho.ac.jp/career_support/employment_support/ 

４．桐朋学園芸術短期大学学則 

⑦第 8 章 第 53 条  

⑨第８章 第 55 条  

２１. 令和 2（2020）年度 事業報告書 

〔備付資料〕 
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27. 学生による授業評価アンケート報告書 第 19 集・第 20 集 

20-1「音楽理論基礎としての楽典テキスト」（音楽専攻） 

20-2「入学前課題の提出について」（演劇専攻） 

21-1令和 2年度入学式・ガイダンス日程 

21-2 2020 年度版新入生へのメッセージ 

21-3学生生活に関する事務局からの連絡事項 

78．令和 2 年度（前期）・（後期）教員のオフィスアワー 

59. 令和 2 年度教授会議事録 

②4 月臨時教授会議事録 

②9 月定例教授会議事録 

④10 月定例教授会議事録 

61．教務・入試委員会議事録 

  ①4 月臨時教務・入試委員会議事録 

  ②9 月教務・入試委員会議事録 

  ③2 月教務・入試委員会議事録 

62.学生・安全対策委員会議事録 

  ①5 月学生・安全対策委員会議事録 

16．令和 2 年度学生満足度調査 

桐朋学園女子部門規程集 

 12 桐朋学園女子部門文書保存規程 

 13 桐朋学園芸術短期大学 図書・研究研修委員会規程 

 14 桐朋学園女子部門資産図書管理規程 

 15 桐朋学園女子部門資産図書除籍規程 

 16 桐朋学園女子部門情報関係委員会規程 

 17 桐朋学園芸術短期大学 学生・安全対策委員会規程 

 18 桐朋学園女子部門食堂・購買部委員会規程 

 

［区分 基準Ⅱ-Ｂ-１ 学習成果の獲得に向けて教育資源を有効に活用している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（１）教員は、学習成果の獲得に向けて責任を果たしている。 

 ①教員は、シラバスに示した成績評価基準により学習成果の獲得状況を評価している。 

 ②教員は、学習成果の獲得状況を適切に把握している。 

 ③教員は、学生による授業評価を定期的に受けて、授業改善に活用している。 

 ④教員は、授業内容について授業担当者間での意思の疎通、協力・調整を図っている。 

 ⑤教員は、教育目的・目標の達成状況を把握・評価している。 

 ⑥教員は、学生に対して履修及び卒業に至る指導を行っている。 

（２）事務職員は、学習成果の獲得に向けて責任を果たしている。 
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 ①事務職員は、所属部署の職務を通じて学習成果を認識して、学習成果の獲得に貢献している。 

 ②事務職員は、所属部署の職務を通じて教育目的・目標の達成状況を把握している。 

 ③事務職員は、所属部署の職務を通じて学生に対して履修及び卒業に至る支援を行っている。 

 ④事務職員は、学生の成績記録を規程に基づき適切に保管している。 

（３）教職員は、学習成果の獲得に向けて施設設備及び技術的資源を有効に活用している。 

 ①図書館又は学習資源センター等の専門的職員は、学生の学習向上のために支援を行っている。 

 ②教職員は、学生の図書館又は学習資源センター等の利便性を向上させている。 

 ③教職員は、学内のコンピュータを授業や大学運営に活用している。 

 ④教職員は、学生による学内ＬＡＮ及びコンピュータの利用を促進し、適切に活用し、管理

している。 

⑤教職員は、教育課程及び学生支援を充実させるために、コンピュータ利用技術の向上を図

っている。 

 

＜区分 基準Ⅱ-Ｂ-１の現状＞ 

教員は、シラバスに示した成績評価基準により学習成果の獲得状況を 5 段階で評価してい

る。授業への取組み、課題の成果、試験の結果等により、学習成果の獲得状況を複数の観点か

ら適切に把握している。 

本学では、GPAを活用し、演劇教育・音楽教育の特殊性を考慮しつつ、量的・質的データと

して学習成果を測定する仕組みの確立に努め、学習指導に役立てている。単位の実質化を図る

ために、キャップ制（各学期の履修登録単位数 20 単位まで。一部科目を除く）を設けている

が、優れた成績を修めた者については履修登録の上限を２単位または４単位引き上げている。

令和２年度前期の引き上げ対象は、音楽専攻 2年生の 24％、演劇専攻 2年生の 9％だった。後

期の引き上げ対象は、音楽専攻 1 年生の 15％、音楽専攻 2 年生の 24％、演劇専攻 1 年生の

８％、演劇専攻 2年生の７％となっている。（提出資料１⑬、61①②） 

「学生による授業評価アンケート」は、前期と後期に実施している。アンケート結果に対す

る所見を教員がフィードバックし、授業改善に取り組んでいる。令和２年度のフィードバック

回収率は 75％であった。アンケート結果は業者から授業担当者に送付し、他の教員が個々の

授業について点検することはないが、系統別（「講義系」「演習、実技・実習系」）の統計によ

り傾向の把握に努めている。 

授業担当者間の協力、意思の疎通、調整は、教務・入試委員会、専攻会議を中心に行ってお

り、円滑な授業運営がなされている。また、例年 4 月に専攻別に非常勤講師説明会を開催し、

教育課程や学事暦等について説明するとともに、出席者から各授業の現状・課題について意見

を聞いているが、令和 2 年度は新型コロナウィルス感染症の影響で対面での説明会の実施は

見合わせた。専攻ごとに、コロナ禍における授業運営について非常勤講師と打ち合わせを行っ

た。 

本学は小規模短大のため、日常的に、専任教員、研究室助手と非常勤教員の間で、授業内容

や授業運営について情報共有をしやすい環境にある。 
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教員は、授業のほか、演奏会、発表会、試演会、卒業公演等の行事に立ち会い、教育目的・

目標の達成状況を把握・評価している。すべての専任教員は、学生に対して履修及び卒業に至

る指導を行うことができる。演劇専攻では、前期末に全学生を対象に個別面談を実施している

が、両専攻とも必要に応じて随時、履修及び卒業に至る指導を行っている。 

 

【事務職員】  

短大教学課配属の事務職員は、年度当初の入学、ガイダンスから履修登録、授業管理、試験、

成績管理、単位認定、そして年度末の進級、卒業に至るすべての教学面において関わり、学生

を支援している。 短大教学課は学生、教職員の窓口として様々な対応をしている。教学課窓

口は各研究室助手と同様に、そうした学生の教務的、生活面の問い合わせが直接、数多く集ま

るので、個々の学生の情報を掌握することによって、学習の進捗状況や奨学金申請などの生活

面の状況を認識し、教員と学生の間に入り、学習成果の獲得に大いに貢献していると言える。 

令和 2（2020）年度は新型コロナウイルス感染拡大で、年度当初のガイダンスから履修登録

等に至る全て予定が 5月 2週目以降に変更なったことで、学生・教員への連絡方法の「Google 

Classroom」移行、履修登録を Web登録切替え、修学支援制度をはじめとした奨学金申請など、

様々な変更の伴う業務に対応した。 

また、教授会、短大運営委員会、教務・入試委員会、学生・安全対策委員会には担当の事務

職員が出席し、教員と学生に関わる様々な情報を共有し、支援の効率化を図っている。同様に

「入試・広報」業務も、教員と緊密な連携をとり、教務・入試委員会において充実した広報活

動を展開している。ＦＤ、ＳＤ研修会にも積極的に参加して課題の解決、研究に向け協同して

いる。「カウンセラー・コミュニケーションサポート」の窓口として、担当教員と学生との連

絡を担うようになって 3年を経たが、平成 30 年度よりメールを活用することでより学生の利

便性においてスムーズに改善された。 

 なお、学生の成績記録については「桐朋学園文書保存規程」に基づき、適切に保管している。

（備付資料 女子部門規程集 12） 

 

【図書館】  

 本学の図書館は、小規模な学校として、学生には出来る限りきめ細やかな対応をするよう心

がけている。専任司書 2 名と派遣司書 5 名を置いており、常に複数の職員がカウンターにい

て、学生からの質問や要望に答えている。資料の選定については、演劇・音楽という芸術分野

が専門のため、授業に役立つ戯曲や楽譜、視聴覚資料の収集に特に力を入れている。一般教養

科目についても、毎年配布される講義概要をチェックし、参考書はすべてそろえている。 

 音楽専攻、演劇専攻ともに、授業の中で、図書館にあるすぐれた蔵書、資料を活用するよう

に指導し、学生が授業と図書、視聴覚資料を総合的に学習に役立たせるような良好な学習環境

を作り上げている。教職員もよく図書館を利用していることから館内の様子をよく把握してお

り、利用している学生へのアドバイスなど、規模の小さな図書館のメリットを最大限に学生に

還元している。（提出資料３⑰） 
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延滞督促や個々の連絡はメールで個人ごとに毎日行っている。開館日程や図書館からのお知

らせ確認、新着資料・所蔵資料の検索なども、ＨＰを通じて学外から行える。また書架の整理

や館内の清掃などをこまめにし、図書館を快適に利用できるよう努めている。 

図書館長兼演劇専攻図書委員と音楽専攻図書委員、及び２名の司書により、毎月１回図書委

員会を開催し、図書費の執行状況、選書、教員や学生からの購入リクエスト、開館スケジュー

ル等を検討し、円滑で学生の利便性を上げる図書館運営を行っている。なお、令和 2 年度はコ

ロナ対策のため緊急事態宣言開館時間はおおよそ午後６時までとした。しかし、緊急事態宣言

の際には郵送での本の貸し出しに対応するなど、短期大学生の授業外学習の環境を整えた。

（備付資料 女子部門規程集 13） 

購入図書の選定システムは図書館長および図書委員会が「桐朋学園女子部門資産図書管理規

程」に則り、選定、購入している。（備付資料 女子部門規程集 14） また廃棄システムは同

様に「桐朋学園女子部門資産図書除籍規程」に則り、廃棄・抹消がなされている。（備付資料 

女子部門規程集 15） 

蔵書数は 71,033 冊、学術雑誌は 65 タイトル、楽譜は 3,909 冊、視聴覚資料としてはＤＶ

Ｄ・ＢＤ3,586点、ビデオ 1,136点、ＣＤ3,783点（以上 2021年 3月 31日現在）座席数約 77

席（視聴覚席 12席を含む）である。音楽学部附属図書館の資料も相互に利用ができる。 

 

【情報環境】  

桐朋学園女子部門が管理する情報機器及び視聴覚機材に関して必要な事項を協議・審議する

ために、女子部門内に情報関係委員会を設置されており、本学からも 1 名の委員を選出してい

る。施設設備及び技術的資源に関する検討は、同委員会を中心に行われている。（備付資料 女

子部門規程集 16） 

学生がコンピューターを使用する授業は、中高部と共有のコンピューター教室で行ってい

る。令和元年度の情報関係委員会の会議では、コンピューター教室のすべてのパソコンにアド

ビ社の製品であるイラストレーター、フォトショップなどのソフトが導入された。これにより

授業で使用するとき、もしくは学生たちが舞台関係のチラシやパンフレットを作るときなども

より利便性が図られるようになったが、今年度はコロナ対策もあってあまり、有効的な使い方

はできなかった。 

しかし、令和 2 年度は、コロナ対策を含めて、校舎のほぼすべての場所、図書館などでも、

Wifi が使えるようになった。これによりオンライン授業、とくにハイブリッド授業などでも

教室が密集しないような対応もできるようになった。 

また、旧館 2 階のロビーには、学生が自由に使用できるコンピューターを 4 台設置している。

使用に際してのセキュリティ－を確保するため、学生に対して手続き方法等を集会や掲示等で

告知している。学内のコンピューター整備は計画的に行われ、教職員は学科・専攻課程の教育

課程編成・実施の方針に基づいて授業や学校運営に活用している。各研究室には共用のコンピ

ューターを設置しており、希望する教員には各自のコンピューターが貸与されている。また、

事務部門においてもコンピューターを用いて日常業務を遂行している。 
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教職員は、教育課程及び学生支援を充実させるために、コンピューター利用技術の向上を個々

に図っているが、組織的な取り組みとはなっていない。教員が新しい情報技術などを活用して

効果的な授業を行うためにも、情報環境の一層の整備に努めていきたい。 

  

［区分 基準Ⅱ-Ｂ-２ 学習成果の獲得に向けて学習支援を組織的に行っている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（１）入学手続者に対し入学までに授業や学生生活についての情報を提供している。 

（２）入学者に対し学習、学生生活のためのオリエンテーション等を行っている。 

（３）学習成果の獲得に向けて、学習の動機付けに焦点を合わせた学習の方法や科目の選択の

ためのガイダンス等を行っている。 

（４）学習成果の獲得に向けて、学生便覧等、学習支援のための印刷物（ウェブサイトを含む） 

を発行している。 

（５）学習成果の獲得に向けて、基礎学力が不足する学生に対し補習授業等を行っている。 

（６）学習成果の獲得に向けて、学習上の悩みなどの相談にのり、適切な指導助言を行う体制

を整備している。 

（７）学習成果の獲得に向けて、通信による教育を行う学科・専攻課程の場合には、添削等に

よる指導の学習支援の体制を整備している。 

（８）学習成果の獲得に向けて、進度の速い学生や優秀な学生に対する学習上の配慮や学習支

援を行っている。 

（９）必要に応じて学習成果の獲得に向けて、留学生の受入れ及び留学生の派遣（長期・短期）を

行っている。 

（10）学習成果の獲得状況の量的・質的データに基づき学習支援の方策を点検している。 

 

＜区分 基準Ⅱ-Ｂ-２の現状＞ 

本学では、総合型入試、学校推薦型入試に合格した入学手続き者に対し、入学前指導を行っ

ている。音楽専攻は、入学前に知っておくべき「楽典」の内容をテキストにまとめ、配布して

いる。テキストに掲載した練習問題の添削、オープンキャンパスにおける「初心者のためのソ

ルフェージュ講座」、冬期講習における楽典・聴音・ソルフェージュの受講等の入学前指導を

通じて、入学後の学習に備えた基礎学力の獲得を促している。（備付資料 20-1） 演劇専攻は、

志願者に対し、7月に開催する「入学志望者のためのワークショップ」で模擬授業を体験する

ことを勧めている。（提出資料３⑱） 総合型入試と学校推薦型入試合格者には、2 月までの

毎月、専攻が指定する課題図書・課題作品の提出を求め、入学後の学習に備えた基礎学力の獲

得を促している。（備付資料 20-2） 

入学者に対しては、例年、入学式当日に学生生活・学生心得のガイダンスを実施している。

このガイダンスでは、建学の精神、三つの方針を周知した上で、履修登録、オフィスアワー、

図書館、保健室、学生食堂・購買部、進路相談室、スクールカウンセラー、コミュニケーショ

ンサポート、学内施設・設備、奨学金制度、教育ローン、学生教育研究災害傷害保険制度等に
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ついて、各担当者から詳細な説明を行っている。（備付資料 21-1、21-3） また、冊子「新入

生へのメッセージ～楽しいキャンパスライフを送るために～」を配布し、セクシャル・ハラス

メントをはじめとするハラスメント行為に対する注意喚起もしている。（備付資料 21-2） な

お、音楽専攻、演劇専攻共に、入学者の保証人を対象に保証人説明会を開き、2年間の学習の

概要について説明を行っている。 

しかしながら、令和 2年度は入学式を行うことはできなかった。入学時に配付予定だった書

類は郵送し、ガイダンスは 6月第 1週に分散して実施した。保証人説明会は中止した。 

教育課程ガイダンスは、前期開講前に各専攻学年別に実施し、「学生便覧・講義概要」を用

い、学習成果の獲得に向けて、学習の動機付けに焦点を合わせた学習の方法や科目の選択につ

いて説明をしている。「学生便覧・講義概要」のシラバスには、「授業の到達目標」「授業計画」

「成績評価」の基準、「授業時間外の学習」等を記載し、学習成果の獲得にむけた指針を示し

ている。 

音楽専攻の実技の個人レッスンでは、教員は学生のレベルに応じた対応が可能である。しか

し、その他の科目では、学生間の音楽の基礎知識に差があるため、必要に応じて補習等を行っ

ている。また、1年次前期に「音楽理論基礎」を置き、必ず理解しておかなければならない「楽

典」を初歩から講義している。 

演劇専攻では、1年次に 2回の演技発表会（7 月・12月）が行われる。発表にむけて１か月

間の自主稽古を重ねることで、基礎学力、基礎体力、協調性を養っていくが、これが実質上の

補習の機能を果たしている。 

専任教員は、原則週１回のオフィスアワーを設けているが、学生の学習の悩みや相談には随

時応じ、適切な指導・助言を行っている。（備付資料 78） また、非常勤教員も、個人レッス

ンや授業において、学生の学習の悩みや相談に応じている。演劇専攻では、後期開講前の 9月

に全学生の個人面談を実施し、学習成果の獲得にむけた指導・助言に努めている。（提出資料

１⑱）  

本学は、通信による教育を行う課程を有しない。 

進度の早い学生や優秀な学生は、いずれの専攻においても、演奏会、発表会、試演会、卒業

公演等で中心的な役割を担うことが多い。音楽専攻の定期演奏会や卒業演奏会の出演者は、オ

ーディションで選抜される。また、演劇専攻では、世界演劇教育連盟（WTEA）、国際演劇協会

アジアパシフィック支部（APB）、アジア演劇教育センター（ATEC）等の国際演劇フェスティバ

ルに例年参加しているが、その参加者はオーディションで選抜されている。 

本学は、学則第 53 条で外国人留学生の受け入れを定め、令和２年度は中国からの留学生 1

名が音楽専攻に在籍した。一部の外国語科目を除く、すべての授業が日本語で行われるため、

留学生を受け入れた例は多くはない。(提出資料 4⑧) 

 音楽専攻は 9月、演劇専攻は 3月に海外研修旅行を実施し、各国の音楽大学・演劇大学等で

実技レッスンやワークショップを受講している。しかしながら、令和 2年度は、新型コロナウ

ィルスの世界的流行により、海外研修は行わなかった。 

演劇専攻では、9月の面接において成績表を配布し、全学生の学習成果の獲得状況の把握に
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努めている。また、2月の教務入試委員会において、卒業・進級にむけて、全学生の単位修得

状況を確認している。（備付資料 61） 量的・質的データに基づき、学習成果の獲得状況に問

題がある場合は、必要に応じて個別面談等を行い、学習支援の方策を講じている。 

 

［区分 基準Ⅱ-Ｂ-３ 学習成果の獲得に向けて学生の生活支援を組織的に行っている 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点    

（１）学生の生活支援のための教職員の組織（学生指導、厚生補導等）を整備している。 

（２）クラブ活動、学園行事、学友会など、学生が主体的に参画する活動が行われるよう 

支援体制が整備されている。 

（３）学生食堂、売店の設置等、学生のキャンパス・アメニティに配慮している。 

（４）宿舎が必要な学生に支援（学生寮、宿舎のあっせん等）を行っている。 

（５）通学のための便宜（通学バスの運行、駐輪場・駐車場の設置等）を図っている。 

（６）奨学金等、学生への経済的支援のための制度を設けている。 

（７）学生の健康管理、メンタルヘルスケアやカウンセリングの体制を整えている。 

（８）学生生活に関して学生の意見や要望の聴取に努めている。 

（９）留学生の学習（日本語教育等）及び生活を支援する体制を整えている。 

（10）社会人学生の学習を支援する体制を整えている。 

（11）障がい者の受け入れのための施設を整備するなど、障がい者への支援体制を整えている。 

（12）長期履修生を受け入れる体制を整えている。 

（13）学生の社会的活動（地域活動、地域貢献、ボランティア活動等）に対して積極的に評

価している。 

 

＜区分 基準Ⅱ-Ｂ-３の現状＞  

学生部長が委員長を務める学生・安全対策委員会は月１回開催され、委員として出席する

音楽専攻、演劇専攻の各教員や、教学課員、保健室養護教員より様々な問題が提起される。

（備付資料 女子部門規程集 17） ここで話し合われた事項は、速やかに運営委員会、教授

会などにおいて学内で共有される。 

音楽専攻は学生会、演劇専攻は自治会が活動している。学生会、自治会役員と学生部担当

教員は週１回ランチミーティングを持ち、桐朋祭（学園祭）をはじめ、様々な学校行事に関

わる相談や、学生間の問題などに素早く対応するよう心がけている。 

学生主導である学園祭、新入生歓迎行事、クリスマス会、卒業関係行事に際し、学生活動

補助費からの補助金（年間約 250万円）が支出される。（備付資料 61）また活動の場として

学生会室・自治会室の供与、各種掲示版等の使用の許可、さらに全学的な学生会・自治会役

員会議での指導等々を実施している。学生会費・自治会費は学園により徴収・管理を代行し

ており、会計担当学生との連携によって会費の適正な執行をしていることも指導の一つであ



58 

る。なお、各専攻の学生委員は、可能な限り学生会・自治会役員からの相談に乗り、必要な

場合には学生・安全対策委員会への問題提起することで、さまざまな問題に対応している。 

毎年 9月に開催される「桐朋祭」では、学生会・自治会が中心となり「桐朋祭実行委員

会」を立ち上げ、企画、運営全てを学生が話し合いを重ねながら作り上げていく。 毎年、

演劇専攻、音楽専攻が、それぞれの特性を生かし、趣向を凝らしたパフォーマンスを披露し

ている。（提出資料 3⑲）令和 2年度は新型コロナウィルスの影響で桐朋祭の開催について学

生部と学生自治会で検討を重ねた結果学生の自主的判断により演劇専攻桐朋祭は中止となっ

た。令和 3年度はこの経験を活かし、安全に配慮しながら開催に向けて学生と早い段階から

検討を重ねていきたい。音楽専攻の桐朋祭は 11月 18日に調布市文化コミュニティー財団た

づくりホールにて演奏発表主体の学園祭を実施した。 

学生食堂は、160名を収容し、昼食時間後は 21時まで開放(営業時間は 17時まで）し、学

生が集う場となっている。食堂のメニューについてはアンケート等もとりながら、可能な限

りの改善を図るべく対応している。購買部では文具のほかパンの販売も行っている。（提出資

料１⑲） また、必要に応じて女子部門食堂・購買部委員会が開催され、販売物の点検など

を行なっている。（備付資料 女子部門規程集 18）同委員会において、次年度に向けて、食

堂とパン販売委託業者の選定が行われた。本学の学生食堂は中学生から大学生まで幅広い年

代が利用する食堂であり、昼食の時間となると混雑が予想されることから、パーティション

を設置した上、互い違いに席を設け、孤食、黙食の徹底を学生に指導した。 

学生寮は設置していない。宿舎については斡旋の体制はなく、個人での対応となっている

が、オープンキャンパスでは、受験生向けに、提携の学生会館や不動産業者を依頼し説明会

を行っている。（提出資料３⑳） 

令和 3年度は学生寮とも本学寮生が新型コロナウィルス陽性者と判明した場合に備えて迅

速な情報共有を主に連携を果たした。 

本学は京王線仙川駅から徒歩 5分ほど、小田急バス停前といった好立地に位置しているた

め、特に通学バスの運行を必要としていない。駅からキャンパスまでも商店街が続き日中に

限らず人通りも多く、安全は環境といえる。本学では、電車やバス等の公共交通機関による

通学を原則としている（学生のための駐車場は設置していない）が、やむをえず自転車やオ

ートバイで通学する場合は、「使用許可願」を提出させ許可を得て、短大指定の駐輪場に駐車

することになっている。（提出資料１㉑） 

奨学金等、学生への経済的支援としては、日本学生支援機構の奨学金について年度始めに

教学課学生部担当職員が、書類作成、手続きまでのきめ細かい説明を行なっている。 

令和 2年度の日本学生支援機構の奨学生は、以下のとおり。 
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 第一種 第二種 
第一種第二種 

併用 
給付(就学支援) 計 

短期大学 52名 50名 20名 27名 
129名 

（退学者含む） 
 

外部奨学金としては「財団法人福島育英会」（都内在住の音楽関係大学、短期大学在学生を対象

とする給付型奨学金）のほか、平成 28 年度より「ホリプロ文化芸能財団」、平成 30 年度より「守

谷育英会」が加わった。令和２年度年度採用実績としては、財団法人福島育英会で 2名が奨学生

として採用された。本学独自の奨学金制度として、有志の寄付を財源に、成績優秀にして、本学

在学中に経済的困窮に陥った者への援助を目的とした「桐朋演劇奨学会奨学金」および「桐朋音

楽奨学会教学金」がある。演劇専攻は芸術科の 2 年生・専攻科演劇専攻学生を対象とし、授業料

の半額相当額を給付する。令和 2年度は 6 名を奨学生として採用した。音楽専攻は、全学生を対

象とし、授業料半期の半額相当額を給付する。令和 2年度は 8 名を奨学生として採用した。（備付

資料 59①④）また、今年度は東日本大震災の被災学生支援奨学金の対象となる学生はいなかっ

た。 

学生の健康管理については、毎年 4 月のガイダンス時に健康診断を実施している。検査項目

は、胸部レントゲン・尿検査・血液検査・内科検診・身体測定。保健室では、常時養護教員が対

応している。また、定期的に「短大保健室通信」を発行している。週に 4日、予約制でスクール

カウンセラー（臨床心理士）との面談日を設けている。また、必要に応じて本学理事のもとにス

クールカウンセラー委員会を開催し、素早い対応に努めている。また、令和 2年度も昨年度に引

き続き障害をもつ学生の相談役として「コミュニケーションサポート担当員」を配置した。「臨床

発達心理士」の資格をもつ教員がこれに当たっている。（提出資料１㉒、３㉑） 

既往症・体質・保険証など、学生生活を送る上で必要な情報として「学生健康調査カード」を記

入提出させている。「個人情報保護法」により、取り扱いに注意しなければならないが、既往症な

ど教員が知っておくべき情報もあるので、提出を促している。 

令和 3年度は学生寮とも本学寮生が新型コロナウィルス陽性者と判明した場合に備えて迅速な

情報共有を主に連携を果たした。 

またセクシャルハラスメント、パワーハラスメント等については、入学時の新入生全体ガイダ

ンスにおいて、この問題への関心を促す努力と対処方法の指導を実施している。（提出資料１㉑） 

学生生活に関する学生の意見や要望は、演劇専攻月 1回の全体集会の際にその聞き取りに努めて

いる。音楽専攻も年間 5～6 回の全学集会を開き、学生の生の声を聞く機会としている。音楽研究

室の前には「目安箱」を置き、皆の前では言いにくいことなども文書で提出できる。今年度も

「学生生活満足度調査」を実施し、学生からの忌憚のない意見を聴取し、その結果を短・中期的

に学校運営に取り入れている。留学生に対して、特別に学習・生活を支援する対策は整えていな

いが、日々、教職員が個々にサポートする対応を取っている。 

本学音楽専攻は「高校卒業後 4年を経過したもの」を対象に社会人入試を実施している。他大

学を卒業している者も多く、すでに芸術の現場で実際に様々な活動をしている社会人もおり、特

段の支援の必要を感じていないが、専門分野（ソルフェージュ、楽典等）の授業においては学生

個々の理解度に応じて担当教員が補講または個別指導を行うなどをして、習熟度達成のための支
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援を行っている。音楽専攻の定員の約半数が社会人学生として在籍する現状から、平成 27年度よ

り長期履修制度を設けている。これによって、社会人の学生は仕事や子育てをしながら、3年間

かけて学ぶことが可能となった。令和 2年度は 7 名の長期履修生が卒業した。（提出資料 4⑧） 

障がい者への支援体制はハード面では課題を多く残している。築 40年の校舎はエレベーターを備

えておらず、階段の一部に手すりを設置するなどしたものの、バリアフリーの実現には改善すべ

き点が多々ある。合理的配慮を要する学生には、教材を工夫するなど、可能な限りの対応を行っ

ている。 

学生の地域活動、地域貢献、ボランティア活動は、短期大学の多忙なカリキュラムにもかかわ

らず、大変活発に行われている。地域活動としては、仙川おらほ祭におけるパフォーマンスや演

奏、調布市せんがわ劇場のサンデー・マティネ・コンサート、神代植物公園での屋外コンサート

のほか、東部公民館、福祉施設、保育園等における訪問コンサートが挙げられる。演劇専攻の有

志学生によるダンス・パフォーマンス「桜華乱舞」は、例年、調布市の成人式に招かれている

（令和 2 年度はコロナウイルス蔓延防止のため中止）。本学はそのような学生の社会的活動を大い

に評価している。（本報告書 pｐ.45～46参照） 

 また、音楽専攻には「アウトリーチ」の授業が体系的に置かれ、学生がグループを組みプログ

ラミングをし、近隣の幼稚園や小学校などで発表の機会を持ち、単位認定につなげている。今年

度はコロナ禍のなか提携先の福島県南会津町での小学校アウトリーチは中止を余儀なくされた

が、調布市特別支援学校、調布市たづくり小さな音楽会、学童、保育園などのアウトリーチコン

サートは感染対策を徹底し実施した。（本報告書 p.17、46参照） 

 

［区分 基準Ⅱ-Ｂ-４ 進路支援を行っている。］  

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（１）就職支援のための教職員の組織を整備し、活動している。 

（２）就職支援室等を整備し、学生の就職支援を行っている。 

（３）就職のための資格取得、就職試験対策等の就職支援を行っている。 

（４）学科・専攻課程ごとに卒業時の就職状況を分析・検討し、その結果を学生の就職支援 

に活用している。 

（５）進学・留学に対する支援を行っている。 

 

＜区分 基準Ⅱ-Ｂ-４の現状＞  

 本学では、進路相談室が就職についての学生支援を取り扱い、就職活動に関する指導、相

談、情報提供および斡旋、紹介等を行っている。（提出資料１㉓、3㉒） 

進路相談室には、専門の進路相談員を配し、一般企業への就職を希望する学生を対象に、エ

ントリーシート、履歴書の書き方、面接の仕方等を具体的に指導し、企業選択のアドバイスも

行っている。進路相談室には、就職試験のための各種資料（一般常識ドリル、就職基礎ドリル

等）を揃え、希望者には自由に使えるよう便宜を図っている。SPI試験については、積極的に

受験できる対応を工夫している。令和 2年度は就職支援セミナーを実施した。さらに、ハロー
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ワークと提携して、第 2、第 4水曜日に専門の就職指導員による就職支援を行った。音楽専攻

は教職課程を持ち、中学校教育職員免許状２種（音楽）の取得が可能であり、例年 15 名程度

の学生が教員免許を取得している。令和 2 年度は 11 名の学生が教員免許を取得した。教員免

許の取得者の多くが、中学校、小学校、養護学校の教員、音楽教室等の指導者となっている。 

なお、平成 30年度に教職課程の再課程認定が通り、今後も中学校教育職員免許状２種（音

楽）の取得が可能となった。また、音楽専攻の学生に対しては、ヤマハ、河合楽器等の大手

楽器店の説明会を開催し、就職後に有利なグレード取得などを呼び掛けている。 

 本学は、芸術系短大のため、一般企業への就職を希望する学生は少なく、演奏家、俳優、

声優、演出家、ダンサー、舞台スタッフ、音楽指導者等、進路は多岐にわたっている。（根拠

資料１㉓㉔） 表現活動をめざす学生には、各専攻の教員がそれぞれの専門の立場で助言・

指導をしている。また、演劇専攻の進路講座では、オーディションを受ける際の履歴書の書

き方やメイクの仕方等についても指導している。 

このように、本学の進路については、進学率や就職率だけでは測りきれない面がある。そ

のため、フリーランスも含めた「進路決定率」をもって、学習成果を測定することを検討し

ている。今後、組織的な支援体制を構築し、進路決定率をさらに高めていきたい。 

 進学・編入学については、進路相談室と各専攻の教員が情報提供と指導を行っている。進

学については、本学の専攻科を希望する者が最も多く、令和 2年度は音楽専攻の卒業生 9

名、演劇専攻の卒業生 22名が専攻科に進んだ。音楽専攻では、同一法人内の桐朋学園大学や

他大学に編入を希望する学生に対し、編入試験のための補講を行っている。令和 2年度は、

桐朋学園大学 3年次編入 1名、他大学では国立音楽大学 1名、留学については、今年度にお

いて希望者はいなかったが主に専攻の教員が助言・指導を行っている 

 

＜テーマ 基準Ⅱ-Ｂ 学生支援 の課題＞  

近年本学において、学生の退学者が増加しつつある(令和元年度 12 名、令和 2 年度 11 名)。

主な退学理由は、進路変更、経済的理由、健康上の事由等が挙げられるが、これらを積極的退

学(就職、学外出演、他大学受験等)、消極的退学(経済的理由、学業意欲喪失、体調不良、家

庭の都合等)に分類をした結果、積極的退学 7 名、消極的退学 4 名であった。特に消極的理由

で退学を希望する学生については、学生部として短大スクールカウンセラー、養護教諭等とも

連携をしより細やかなケアをしていける環境を整えていきたい。 

 

＜テーマ 基準Ⅱ-Ｂ 学生支援 の特記事項＞  

令和 2 年度はコロナ感染症の感染防止の観点から桐朋祭をはじめとした芸術科、各専攻の

行事の大半は中止または大幅な縮小、変更を余儀なくされた。学生が主体となって運営する桐

朋祭、クリスマスフェスティバル等のイベントは主体的な表現活動を学び経験する非常に大事

な課程と位置付けているため、学生部では今後はその学びの成果がオンラインでライブ配信が

できるように配信用の様々な機材を購入した。今後は対面、配信またはそのハイブリット公演

等、中止にすることなく会学びの継続、発表をしていきたい。 
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進路相談全般はオンラインを中心に実施した。具体的にはオンライン上で進路相談専用のク

ラスルームを作り、学生がオンラインで進路相談員との面談を利用できるようにした。後期か

らは対面とオンラインの併用で面談業務を行った。また昨年度に続きハローワーク、就職支援

会社（株式会社ジールキャリア）との提携をして、ハローワークからは定期的に専門の就職指

導員が来校し学生の就職相談（オンライン併用）、指導を行い、就職支援セミナー（オンライ

ン、動画配信併用）では就職相談カウンセラーとの個別相談会を実施した。今後も更なる就職

支援の拡充に努めたい。  

 

<<テーマ 基準Ⅱ 教育課程と学生支援 の改善状況・改善計画>>  

（ａ）前回の認証（第三者）評価を受けた際に自己点検・評価報告書に記述した改善計画の実

施状況 

 前回の認証（第三者）評価を受けた際に、「向上・充実のための課題」として、以下の点が

指摘され、改善を進めた。 

○前回の認証評価を踏まえ、シラバス記載が大幅に改善されているものの、学生にとってより

履修の目安や成績評価の指標となるよう「成績評価の方法・基準」において各項目の配分（パ

ーセント）を明示するなど、引き続き改善が望まれる。 

 <改善計画の実施状況> 上記の指摘を受け、令和２（2021）年度のシラバスでは、「成績

評価の方法・基準」において各項目の配分（パーセント）を明示する。 

 

（ｂ）今回の自己点検・評価の課題についての改善計画  

本学は充実した対面授業により高い満足度を維持し、学習成果を上げてきた。しかし

ながら、新型コロナウィルス感染症の拡大を受け、令和 2年度はオンライン授業も含め

た授業運営をする必要がある。早急に新型コロナウィルス感染症への対策を講じ、教育

効果を維持・向上する体制を整えていきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準Ⅲ 教育資源と財的支援 
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【テーマ 基準Ⅲ-Ａ 人的資源】 

〈根拠資料〉 

〔提出資料〕 

２．大学案内（2020 年） 

 ⑧教員紹介（音楽専攻）pp.36～37 

 ⑨教員紹介（演劇専攻）pp.20～21 

３．本学公式ウェブサイト 

㉓https://college.toho.ac.jp/major/music/professor/full-time_teacher/ 

㉔https://college.toho.ac.jp/major/drama/professor/full-time_teacher/ 

４．桐朋学園芸術短期大学学則 

⑩第２章 組織 

２１. 2020（令和 2）年度学校法人桐朋学園事業報告書 

 

〔備付資料〕 

学校法人桐朋学園規程集 

 2 学校法人桐朋学園個人情報保護方針 

桐朋学園女子部門規程集 

5 桐朋学園芸術短期大学専任教員任用・昇任規程  

8 桐朋学園芸術短期大学特任教員に関する規程   

7 桐朋学園芸術短期大学非常勤講師就業規則  

9 桐朋学園芸術短期大学指導助手規程  

10 桐朋学園芸術短期大学教授会規程  

20 桐朋学園芸術短期大学専任教員任用・昇任選考基準 

21 桐朋学園芸術短期大学助演者規程  

22 桐朋学園芸術短期大学における公的研究費等補助金取扱い規程 

23 桐朋学園女子部門研究研修規程 

24 短大の専任教員の勤務及び給与に関する学長示達 

25 桐朋学園女子部門出張規程 

26 桐朋学園芸術短期大学ファカルティ・ディベロップメント委員会規程 

27 桐朋学園事務局スタッフ・ディベロップメント委員会規程 

28 桐朋学園女子部門就業規則 

48 桐朋学園芸術短期大学常勤講師規程 

49 消防計画書 

50 大規模地震警戒宣言に伴う対応措置 

29．専任教員の個人調書 

30. 専任教員の教育研究業績書 

31．非常勤教員一覧表 
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32. 研究紀要 

34．教員の年齢構成表 

35．専任教員の研究活動状況表 

36．外部研究資金の獲得状況一覧表 

37．教員以外の専任職員の一覧表 

38ファカルティ・デｲベロップ活動の資料 

 ①FD委員会議事録 

②FD研修会資料「音楽学校における新型コロナウィルス対策」 

③後期授業評価アンケートフィードバックシート 

39．スタッフ・デベロップメント活動の資料 

59.令和２年度教授会議事録 

⑥3月定例教授会議事録 

65.令和２年度職員会議議事録 

75．実務経験のある教員一覧 

77.人事委員会報告書 

79.環太平洋地域の演劇実践系大学連携による包括的カリキュラム研究 

80. 教員の研究活動に関する資料（音楽専攻） 

81．教員の研究活動に関する資料（演劇専攻） 

 

［区分 基準Ⅲ-Ａ-１ 

学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて教員組織を整備している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（１）短期大学及び学科・専攻課程の教員組織を編成している。 

（２）短期大学及び学科・専攻課程の専任教員は短期大学設置基準に定める教員数を充足

している。 

（３）専任教員の職位は真正な学位、教育実績、研究業績、制作物発表、その他の経歴等、 

短期大学設置基準の規定を充足しており、それを公表している。 

（４）学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて専任教員と非常勤教員（兼

任・兼担）を配置している。 

（５）非常勤の採用は、学位、研究業績、その他の経歴等、短期大学設置基準の規定を遵

守している。 

（６）学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて補助教員等を配置している。 

（７）教員の採用、昇任はその就業規則、専攻規程等に基づいて行っている。 

 

＜区分 基準Ⅲ-Ａ-１の現状＞ 

本学は、短期大学設置基準第 20 条、第 21 条、第 22 条に応じて、教員組織を編成して

いる。令和 2年度の教員組織は、音楽専攻・演劇専攻のカリキュラム・ポリシーに基づい
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て整備されており，演劇専攻 7名、音楽専攻 5名、短大共通 3名をもって、短大設置基準

を充足している。専任教員には、教授、准教授、講師の職位を設けている。専任教員に含

まれる特任教員（任期付き専任教員）は、特任教員規程の第 1条にあるように、授業・研

究指導に加えて「特定の業務」を担っている。（提出資料㉓㉔ ４➉ 備付資料 女子部門

規程集 8 10）  

 専任教員の職位は、真正な学位、研究上の業績、教育実績、芸術上の優れた業績などの

評価によるもので、短期大学設置基準の規程を充足しており、ホームページや大学案内に

プロフィールを、事業報告書に当該年度の研究業績を掲載している。（備付資料 29、提出

資料２⑧⑨、３㉓㉔、21） 

 本学では、教育の特質に適した有為な人材を確保することを目的に、平成 25（2013）年

度に常勤講師制度（任期付き）を導入した。職務の内容は原則として専任に準じている。

（備付資料 女子部門規程集 48） 

 本学は、カリキュラム・ポリシーに従ってカリキュラムを編成し、専任教員が主要科目

を担当している。演劇専攻では『劇上演実習』『演劇演習』『演劇史』など、音楽専攻では

『第一実技』『演奏解釈』『室内楽』『アンサンブル』『Ｓ．Ｈ．Ｍ．』などが主要授業科目に

該当する。教育活動の実施にあたっては、各専攻に責任者として主任を置き、そのもとに

専門領域の専任教員と非常勤講師を配し、組織的な連携体制をとっている。 

非常勤職員は「桐朋学園芸術短期大学非常勤講師就業規則」に基づいて、教授会で審議

の上、専門領域に実績を有する人材を採用している。（備付資料 女子部門規程集 7 ） 

また、専攻分野における実務の経験を有し、かつ、高度の実務の能力を有する特任教員・

非常勤講師（共通科目 2 名、音楽専攻 7 名、演劇専攻 11 名）を「実務経験のある教員」

に位置づけている。（備付資料 75） 

さらに、各専攻の実技科目や実習については、伴奏員、演奏員、アンサンブル指導者、

助演者など、授業を補助する人材を配置している。一部の実技系科目にはレッスン・アシ

スタント（ＬＡ）を配置することで、授業時間外の学習の充実を図っている。（備付資料 

女子部門規程集 9  21） 

 専任教員の任用・昇任に関しては、「桐朋学園芸術短期大学専任教員任用・昇任規程」

および「桐朋学園芸術短期大学専任教員任用・昇任選考基準」に則り、人事委員会を組織

し、厳正な審査、選考を行っている。（備付資料 女子部門規程集 5  20 ） 

 令和２年度は人事委員会の選考を経て、特任准教授１名の特任教授への昇任を承認した。

「専任教員任用・昇任基準」に則り、教授としての教育・能力を有すると判断した。 

 また、令和２年度をもって退職する４名の専任教員（特任教員を含む）の後任人事も行

い、特任教授、特任講師、常勤講師の各１名を採用することとなった。 

なお、演劇専攻では常勤講師１名を公募したが、候補者の辞退により、採用を見合わせ

ることになった。（備付資料 77） 

 

［区分 基準Ⅲ-Ａ-２ 専任教員は、学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づ



66 

いて教育研究活動を行っている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（１）専任教員の研究活動（論文発表、学会活動、国際会議出席等、その他）は学科・専

攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて成果をあげている。 

（２）専任教員個々人の研究活動の状況を公開している。 

（３）専任教員は、科学研究費補助金、外部研究費等を獲得している。 

（４）専任教員の研究活動に関する規程を整備している。 

（５）専任教員の研究倫理を遵守するための取り組みを定期的に行っている。 

（６）専任教員の研究成果を発表する機会（研究紀要の発行等）を確保している。 

（７）専任教員が研究を行う研究室を整備している。 

（８）専任教員が研究、研修を行う時間を確保している。 

（９）専任教員の留学、海外派遣、国際会議出席等に関する規程を整備している。 

（10）ＦＤ活動に関する規程を整備し、適切に実施している。 

   ①教員は、ＦＤ活動を通して授業・教育方法の改善を行っている。 

（11）専任教員は、学生の学習成果の獲得が向上するよう学内の関係部署と連携している。 

 

＜区分 基準Ⅲ-Ａ-２の現状＞  

本学は、演劇、音楽を専門とする芸術分野の単科短期大学であり、多くの専任教員が

演出、劇作、演奏、作曲、研究活動などで、学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方

針に基づく成果をあげている。それらの業績は、公演や出版を通じて公開されている

（備付資料 35，80、81）。芸術分野の単科短期大学のため、科学研究費補助金の対象に

なる研究はあまりないが、今年度は日本大学芸術学部の学内研究企画に東京演劇大学連

盟の参加校として、コロナにおける実践系演劇大学の試みとして、シンポジウムや寄稿

などで協力した。（備付資料 79）また、「ユーラシア財団 from Ａｓｉａ」という財団か

ら寄附講座の助成を来年度の特別講義において受けることが決定した。今後も、研究研

修委員会を中心に獲得に努め、研究活動のさらなる活性化をめざしたい。（備付資料

36） なお、競争的資金を中心とした公募型の研究資金については「桐朋学園芸術短期大

学における公的研究費等補助金取扱い規程」に則り、管理・運営する。（備付資料 女子

部門規程集 22 ） 

本学の専任教員の研究活動に関しては、「桐朋学園女子部門研究研修規程」があり、規

程は整備されている。同規程では、自主的な研究研修を第 1種研究（1年以内の勤務免

除で国内外の育機関などでの研究活動）、第 2 種研究（国際会議出席など勤務に服したま

ま継続して行う自主研究）、第 3種研究（研究会、研修会、講習会、学会などへの自主的

な出席参加）に分け、その補助基準にしたがって研究経費が補助されている。各種自主

研究の申請・報告の査定は、図書・研究研修委員会が行う。（備付資料 女子部門規程集

23  ） 2020年度本学ではコロナのため１件の第三種研究の研究経費に補助があった。 

また、同委員会は桐朋学園芸術短期大学紀要を編纂し、専任教員ならびに非常勤教員
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の論文などをホームページ上で公表している。また短期大学図書館が桐朋学園大学音楽

学部と協力して、短期大学図書館においても機関リポジトリを来年度より運営すること

となった。（備付資料 32） 

専任教員の研究日については、「短大の専任教員の勤務及び給与に関する学長示達」に

定められており、１週 2日を原則とする。（備付資料 女子部門規程集 24）専任教員の

留学に関しては「桐朋学園女子部門研究研修規程（第 1種研究）」を適用するが、海外派

遣、国際会議出席などについては、その内容に応じて「桐朋学園女子部門研究研修規程

（第 2種研究・第 3 種研究）」または「桐朋学園女子部門出張規程」を適用している。

（備付資料 女子部門規程集 23  25 ） 

ＦＤ活動に関しては、「桐朋学園芸術短期大学ファカルティ・ディベロップメント委員

会規程」に則り実施されている。（備付資料 女子部門規程集 26 備付資料 38①）令和２

年度のＦＤ活動としては、「学生による授業評価アンケート」とオンライン FD研修会を実

施した。「学生による授業評価アンケート」では、専任のみならず非常勤も含めた全教員

が評価結果に対して所見を記し、全学をあげて授業改善に取り組んだ。また、オンライン

FD研修会「音楽学校における新型コロナウィルス対策」（国際医療福祉大学 和田耕治教

授 7月 27日）では、実技系の授業におけるコロナ対策について学んだ。（備付資料 38②

③） 

専任教員は、教務関係・入試関係・学生生活関係の事項については主に教学課、教育環境に

関する事項については図書館や管財課、就職関係の事項については進路相談室、健康管理に関

する事項については保健室等と連携し、学生の学習成果の獲得が向上するように努めている。 

なお、専任教員の学務分掌については、例年 3 月の定例教授会において、教務・入試委員会、

学生・安全対策委員会、図書・研究研修委員会のほか、女子部門各委員会の委員を決定してい

る。（備付資料 58⑥） 

令和 2 年度は、新型コロナウィルス感染防止のため、急遽 Google Classroom を使用してオ

ンライン授業を実施することになった。専任教員は、学生の学習成果の獲得のため、非常勤

講師や学内の関係部署と連携し、体制を整えた。 

 

［区分 基準Ⅲ-Ａ-３ 学生の学習成果の獲得が向上するよう事務組織を整備している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（１）事務組織の責任体制が明確である。 

（２）事務職員は、事務をつかさどる専門的な職能を有している。 

（３）事務職員の能力や適性を十分に発揮できる環境を整えている 

（４）事務関係諸規定を整備している。 

（５）事務部署に事務室、情報機器、備品等を整備している。 

（６）防災対策、情報セキュリティ対策を講じている。 

（７）ＳＤ活動に関する規程を整備し、適切に実施している。 

①事務職員（専門的職員等を含む）は、ＳＤ活動を通じて職務を充実させ、教育研究活
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動等の支援を図っている。 

（８）日常的に業務の見直しや事務処理の点検・評価を行い、改善している。 

（９）専任事務職員は、学生の学習成果の獲得が向上するよう教員や関係部署と連携している。 

 

＜区分 基準Ⅲ-Ａ-３の現状＞   

令和 2年度女子部門事務局に所属する専任事務職員の総数は、事務局長以下、総務課・経理

課（7名）、管財課（1名）、学務課（3名）、短大教学課（4名）の 16名である。（備付資料 37） 

事務室は 3号館（高校校舎）１階の一角に位置しているが、学校行事や入学試験、学籍管理な

ど児童・生徒・学生と密接に関わる部署である学務課（高校以下の各学校を担当）と短大教学

課については、より教育現場に近い場所で執務を行っている。 

短大教学課は、教務部長、学生部長及び図書館長ならびに専攻主任と連携し、各研究室助手

とも連絡を取りながら、教学面における一切の事務を行っている。特に教務部長とは同室であ

ることから、日常的にも緊密な連携を取りながら業務処理にあたっている。短大教学課は、専

任 4名の他に派遣職員 2名と定時職員 1名の 7 名それぞれが各分担のもとに業務を進めた。 

事務局各課室の責任者である課長が所管事務を統括し、毎週１回の「課長会議」を通して事

務局全体での情報の共有を図り、学園を取り巻く様々な課題について議論を重ねている。その

内容については課長会議の翌日に行われる職員朝礼で全員に報告されており、重要な案件につ

いては、月１回の「事務職員会議」（専任事務職員全員と短大図書館司書 2名、教職員選出<財

務担当>理事が議題によって出席する）の議題として、さらに詳細な説明が行われ、審議・検

討を求められることとなる。（備付資料 65）このような過程を通じて、短大教学課が得た情報

が（課員は、教務・入試委員会、学生・安全対策委員会の正規構成員となっているので、そこ

で得た情報も含め）広く事務組織全体で共有される。結果として、短期大学の学習成果の向上

の取り組みを支援することにつながっている。 

コンピュータは全専任事務職員に行き渡っている。学内ＬＡＮは完全には確立されていない

が、関係課同士での共有フォルダを通しての情報共有がなされ省力化が進みつつある。 

グループウェアも当初スケジュール管理などの利用のみに留まっていたが、学内に向けての

情報発信にも活用が進んでいる。また「学校法人桐朋学園個人情報保護方針」（備付資料 法

人規程集 2 ）に基づき、情報関係委員会により、情報セキュリティ対策、私用パソコン・Ｕ

ＳＢメモリの管理の徹底等、個人情報保護の規程は整備されている。 

防災対策については、「消防計画書」「大規模地震警戒宣言に伴う対応措置」（備付資料 女

子部門規程集 49  50 ）を定め非常時に備えている。女子部門に防災を担当する保安委員会が

組織化され、事務局からも委員が選出されている。学校単位での避難訓練（年 1～2回）、教職

員対象の消防設備説明会の実施のほか、毎年 5月、音楽部門の保安担当者も含め、仙川キャン

パス全体の防災対策について協議検討する機会を設けている。 

事務職員のＳＤ活動については、令和 2年度ＳＤ研修会として、7月に国際医療福祉大学の

和田耕治教授による「新型コロナウイルス感染症対策について」をテーマにした本学のＦＤ研

修会（オンライン）にＳＤ研修会として参加した。事務職員会議等でその報告を行うことで情
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報を共有し、コロナ禍における知見をいただいた。ＳＤ委員会規程施行の下、コロナ禍で職員

の研修等活動、研修会の実施はままならなかった。（備付資料 女子部門規程集 27） 

 

［区分 基準Ⅲ-Ａ-４ 

労働基準法等の労働関係法令を遵守し、人事・労働管理を適切に行っている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（１）教職員の就業に関する諸規程を整備している。 

（２）教職員の就業に関する諸規程を教職員に周知している。 

（３）教職員の就業を諸規程に基づいて適正に管理している。 

 

＜区分 基準Ⅲ-Ａ-４の現状＞ 

桐朋学園は、財務的に独立した部門制をとっており、教職員の就業についての規程は部門ご

とに定められ、法人共通の規程とはなっていない。女子部門においては「桐朋学園女子部門就

業規則」を始めとする諸規定が整備されている。（備付資料 女子部門規程集 28） 

専任教職員にはかつて、「桐朋学園女子部門規程集」が冊子の形で配付されていたが、教職

員専用ホームページの開設に伴い、現在では電子データでの提供に切り替わっている。なお、

平成 30 年度に新たに外部閲覧用の冊子形式の規程集を発行した。主要な規程の改訂にあたっ

ては、各種会議や連絡会での報告が行われるほか、「理事・事務局長情報」（不定期刊・全専任

教職員に配付）などの学内配付資料で周知が図られる。 

教職員の就業に関しては、労働協約、就業規則を基本として、採用、退職、給与、勤務時間

等はすべて規程化・内規化されており、運用はそれらに基づき適正に管理されている。教員、

職員とも、出勤簿の押印によって日々の出勤が管理されていたが、2021 年度からの本格運用

を目指し 2020 年度半ばから「勤怠管理システム」を試験的導入した。職員の超過勤務に関し

ては予め所属長の決裁を得た上で実施することを原則とし、「時間外労働・休日労働に関する

協定」を締結して勤務時間を適正に管理している。なお、短期大学の教職員に関しては、イン

ターネット上のグループウェア（デスクネッツ）でスケジュール管理を行っている。 

 

＜テーマ 基準Ⅲ-Ａ 人的資源 の課題＞ 

 令和２年度は新型コロナウィルス感染症の影響により、教職員の勤務形態も異例のもの

となった。令和３年度に向けて、緊急時の人的体制を整えていきたい。 

 

＜テーマ 基準Ⅲ-Ａ 人的資源 の特記事項＞ 

 令和 2年度は、授業担当者（特任教授、非常勤講師各 1名）の逝去という予期せぬ事態

が続いた。貴重な人材を失うことになったが、後任人事と追加委嘱を行い、滞りなく教育

課程を実施することができた。 

【テーマ 基準Ⅲ-Ｂ 物的資源】 

〈根拠資料〉 



70 

〔提出資料〕 

１．2020年度学生便覧・講義概要 

 ㉔台風・大雪等の悪天候による交通機関の乱れ、また大地震における対応 p.281 

 ㉕Ⅱ．学生生活全般 3．証明書・諸届 pp.28～30 

 ㉖仙川キャンパス校舎配置図 p.277 

㉗短大校舎教室配置図 pp.278～280 

３．本学公式ウェブサイト 

㉕https://college.toho.ac.jp/campus_life/facility/ 

２１. 令和 2（2020）年度 学校法人桐朋学園事業報告書 

 

〔備付資料〕 

３．学外ウェブサイト 

④www.toho-gakuen.com/pdf/kankyou.pdf 

桐朋学園女子部門規程集 

14 桐朋学園女子部門資産図書管理規程 

 15 桐朋学園女子部門資産図書除籍規程 

 29 桐朋学園女子部門備品の取得・管理等に関する内規 

 30 桐朋学園女子部門保安委員会規程 

 31 桐朋学園女子部門防災対策会議要項 

 32 学校法人桐朋学園保安委員会・保安連絡協議会設置規則 

学校法人桐朋学園規程集 

  3 学校法人桐朋学園資産取得規程 

  4 学校法人桐朋学園固定資産及び物品管理規程 

5  学校法人桐朋学園資産除却規程 

  6 学校法人桐朋学園経理規程  

59.令和２年度教授会議事録 

  ④11月定例教授会議事録 

  ⑤12月臨時教授会議事録 

 

［区分 基準Ⅲ-Ｂ-１ 学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて校地、 

校舎、施設設備、その他の物的資源を整備、活用している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（１）校地の面積は短期大学設置基準の規定を充足している。 

（２）適切な面積の運動場を有している。 

（３）校舎の面積は短期大学設置基準の規定を充足している。 

（４）校地と校舎は障がい者に対応している。 

（５）学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて授業を行う講義室、演習室、実

https://college.toho.ac.jp/campus_life/facility/
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験・実習室を用意している。 

（６）通信による教育を行う学科・専攻課程を開設している場合には、添削等による指導、印

刷教材等の保管・発送のための施設が整備されている。 

（７）学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて授業を行うための機器・備品を

整備している。 

（８）適切な面積の図書館又は学習資源センター等を有している。 

（９）図書館又は学習資源センター等の蔵書数、学術雑誌数、ＡＶ資料数及び座席数等が十分

である。 

①購入図書選定システムや廃棄システムが確立している。 

②図書館又は学習資源センター等に参考図書、関連図書を整備している。 

（10）適切な面積の体育館を有している。 

 

＜区分 基準Ⅲ-Ｂ-１の現状＞   

本学の校地面積、校舎面積とも短期大学設置基準を充足している。また、運動場、体育館も

同じキャンパス内に設置している高校以下の学校との共有ではあるが、適切な面積を有してい

る。（提出資料 1㉖㉗） 

短大校舎は旧館が築 50年以上、新館が築 40 年以上になり、老朽化が年々進行している。平

成 22 年度に耐震補強工事を実施し、安全性は確保しているものの、障がい者への対応は不十

分である。現在、建築準備委員会で検討中の大規模改修の際には、バリアフリー化を実現した

い。なお、仙川キャンパス内では、ポロニアホールに身障者用リフト、ポロニア館にエレベー

ターを設置し、本館事務局周辺の導線を整備している。 

芸術系の単科短大である本学では各専攻のカリキュラム・ポリシーに基づいて、普通授業の

ための講義室・演習室の他に、主に音楽専攻が使用するレッスン室・練習室が計 15 室あり、

演劇専攻には、実習室（小劇場、スペース桐朋、ライブスタジオを含む）7 室と作業室、6 つ

の更衣室（楽屋）がある。令和 2年 2月に新・第 4実習室が完成し、令和 2年度より実技・実

習科目で使用している。 

大人数の授業や講演会、演奏会などは大教室（2102）やポロニアホール（女子部門全学校の

使用に供する施設、約 380名収容）で行われている。なお、入学式、卒業式などの式典もこの

ポロニアホールで催行している。（提出資料 3㉕） 

本学は、各専攻課程のカリキュラム・ポリシーに基づいて、授業を行うための機器・備品を

整備している。ピアノは、各教室（2302を除く）、実習室（ライブスタジオおよびスペース桐

朋を除く）、レッスン室、練習室に設置している。また各教室にはＡＶ機器がある。 

音楽専攻は、ピアノのほか、チェンバロ、ビオラ、ピッコロ、Ａ管クラリネット、アルトフ

ルート、三味線、筝、ギター、ＭＩＤＩキーボード等を所有している。 

演劇専攻は、小劇場やスペース桐朋、ライブスタジオに照明・音響の設備、第２実習室に『日

舞』『狂言』の授業のための所作台、第１実習室に、『クラシックバレエ』などの授業のために、

鏡とバーを常設している。また、収納設備としては、大道具倉庫があり、令和 2年度に改修し
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た。倉庫内には演劇専攻の実習に使用する備品などを保管している。演劇専攻の授業に使用す

る備品などは機材室に保管している。衣装倉庫は第 4実習室に併設され、劇上演実習等で使わ

れた衣装、小道具等を保管している。 

通常であれば、学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて授業を行うのに適し

た施設・設備・備品を保有しているが、令和 2 年度は、新型コロナウィルス感染防止のため、

三密を避けなければならず、状況に応じて施設・設備・備品の仕様を変更せねばならなかった。 

本学の図書館は、蔵書数は 71,033冊、学術雑誌は 65タイトル、楽譜は 3,909冊、視聴覚資

料としては DVD・BD3,586 点、ビデオ 1,136 点、CD3,783 点（以上 2021 年 3 月 31 日現在）座

席数約 77席（視聴覚席 12席を含む）である。図書館には 2名の専任司書の他に、5名の派遣

司書を配置して対応している。購入図書の選定システムは図書館長および図書委員会が「桐朋

学園芸術短期大学図書館資料収集・管理規程」に則り、選定、購入している。また廃棄システ

ムは同様に「桐朋学園芸術短期大学資産図書除籍規程」に則り、廃棄・抹消がなされている。

（備付資料 女子部門規程集 14   15 ）   

女子部門の共用施設として体育センターがあり、適切な面積の体育館を有している。 

 

［区分 基準Ⅲ-Ｂ-２ 施設設備の維持管理を適切に行っている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（１）固定資産管理規程、消耗品及び貯蔵品管理規程等を、財務諸規程に含め整備している。 

（２）諸規程に従い施設設備、物品（消耗品及び貯蔵品）を維持管理している。 

（３）火災・地震対策、防犯対策のための諸規則を整備している。 

（４）火災・地震対策、防犯対策のための定期的な点検・訓練を行っている。 

（５）コンピュータシステムのセキュリティ対策を行っている。 

（６）省エネルギー・省資源対策、その他地球環境保全の配慮がなされている。 

 

＜区分 基準Ⅲ-Ｂ-２の現状＞  

本学の備品・消耗品などの物品の取得・管理については「学校法人桐朋学園資産取得規程」

「学校法人桐朋学園固定資産及び物品管理規程」および「桐朋学園女子部門備品の取得・管理

等に関する内規」を整備している。その他除却については「学校法人桐朋学園資産除却規程」

を整備している。（備付資料 法人規程集 3   4  5   女子部門規程集 29 ）  

本学の経理処理については、「学校法人桐朋学園経理規程」（備付資料 法人規程集⑥）に則

り、当然「学校法人会計基準」に従い担当部署が行っている。なお、施設設備、物品の維持管

理については、それぞれの諸規程に従い担当部署が行っている。 

本学の火災・地震対策、防災対策については、女子部門（本学と、桐朋幼稚園、桐朋小学校、

桐朋女子中学・高等学校）で学校横断的に組織されている保安委員会が中心となり、諸規則の

整備、様々な定期的な点検・訓練を行っている。（備付資料 女子部門規程集 30  31  32 ） 

さらに東日本大震災以後、防災用品・備品および非常用食糧などの充実を図っている。火災・

地震については、女子部門の他校との連携のもと、避難マニュアルを整備している。平成 24
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年 9 月より、「緊急時安否確認システム」を導入し、全教職員、全学生の登録を義務付けてい

る。（提出資料１㉔）  

令和 2 年度は、「新型コロナウィルス感染拡大防止のための教育活動ガイドライン」を作成

し、状況に応じて対策を講じた。Google Classroom や緊急時安否確認システムを通じて随時

情報を発信し、情報の共有に努めた。 

例年は、火災・地震対策のために、春に避難訓練を実施している。6月には、保安委員会が

中心となり、特に新人教職員向けに非常用放送設備の使用方法確認や、消火器、消火栓の使用

方法訓練を行っている。また年 1回、音楽部門とともに保安委員会総会を開き、防災対策につ

いて確認をし、防災意識を高め合っている。2～3 月には学生を対象とする救急救命訓練を実

施している。 

令和２年度は新型コロナウィルス感染症予防の観点から避難訓練および救急救命訓練の実

施を見送った。防災用品に関しては保守点検を定期的に行っている。防犯対策としては、開門

時から閉門時まで校門に警備員を配置し、学生、教職員一人ひとりのＩＤカードの確認を行い、

またすべての来校者は入構証をつけることを義務付けている。不審者対策として短大校舎入口

に防犯カメラを設置している。（提出資料１㉕） 

コンピュータシステムのセキュリティ対策については、「Back up」「停電対策」「ウィルス対

策」「パスワード管理」「ネットワーク管理」などを実施している。 

省エネルギー・省資源対策については、学校法人全体のエネルギー使用量が省エネ法で定め

るところの基準を超えていたところから、特定事業者に指定されている。本学においては、省

エネ電球への変更、夏期・冬期の空調の設定温度の変更など、教育活動に影響がない範囲で省

エネの工夫をしている。 

平成 21 年度 1 月付学校法人桐朋学園として「地球温暖化対策への桐朋学園の取組み」とし

て、「環境自主行動計画（要綱）」をまとめ、省エネ・省資源対策、その他地球環境保全の配慮

に対する本法人の姿勢を示した。なお、この要綱は本法人のホームページにも掲げている。 

（備付資料 3④） 

 

＜テーマ 基準Ⅲ-Ｂ 物的資源 の課題＞ 

令和 2年度は、検温器や消毒液を配置し、教室・実習室に人数制限を設ける等、新型コロナ

ウィルス感染対策を行ってきた。令和 3年度に向けて、さらなる対策の徹底を図り、物的資源

の準備を進めたい。 

 

＜テーマ 基準Ⅲ-Ｂ 物的資源 の特記事項＞ 

 令和 2 年度 4 月 1 日の東京都受動喫煙防止条例全面施行に際し、テラスに特定屋外喫煙場

所を仮設した。令和 2 年末の仙川キャンパス内の工事の終了を待って移設が予定されている。 

 

【テーマ 基準Ⅲ-Ｃ 技術的資源をはじめとするその他の教育資源】 

〈根拠資料〉 
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〔提出資料〕 

１．2020年度学生便覧・講義概要 

⑳Ⅱ.学生生活全般 ５.福利厚生 pp.30～35. 

３．本学ホームページ 

 ㉖https://college.toho.ac.jp/campus_life/facility/ 

 

〔備付資料〕 

桐朋学園女子部門規程集 

16 桐朋学園女子部門情報関係委員会規程  

37 桐朋学園女子部門事務局運営規程 

38 桐朋学園女子部門物件費予算委員会規程 

 

［区分 基準Ⅲ-Ｃ-１ 短期大学は、学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づ 

いて学習成果を獲得させるために技術的資源を整備している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（１）学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて技術サービス、専門的な支援、

施設設備の向上・充実を図っている。 

（２）学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて情報技術の向上に関するトレー

ニングを学生及び教職員に提供している。 

（３）技術的資源と設備の両面において計画的に維持、整備し、適切な状態を保持している。 

（４）学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて技術的資源の分配を常に見直し、

活用している。 

（５）教職員が学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて授業や学校運営に活用

できるよう、学内のコンピュータ整備を行っている。 

（６）学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて、学生の学習支援のために必要

な学内ＬＡＮを整備している。 

（７）教員は、新しい情報技術などを活用して、効果的な授業を行っている。 

（８）学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて授業を行うコンピュータ教室、

マルチメディア教室、ＣＡＬＬ教室等の特別教室を整備している。 

 

＜区分 基準Ⅲ-Ｃ-１の現状＞ 

本学は、各専攻の教育課程編成・実施の方針に基づき、学習成果を獲得させるための技術的

資源の整備に努めている。実習室、レッスン室、練習室は、使用頻度が極めて高い。同様に、

ピアノなどの楽器、照明機材、音響機材、工具などの備品も消耗が激しく、定期的に点検・修

理をしなければならない。夏季休業・冬季休業前に行う大掃除では、各専攻の実習室、レッス

ン室などを清掃し、専門業者の支援のもと、備品の点検・修理を実施しており、保守管理に対

する学生の意識を高める上でも大切な行事になっている。演劇専攻では、舞台美術、照明、音
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響の専門家に保守管理を業務委託し、技術的なトラブルに即応性をもって対応している。また、

平台、箱馬、照明機材等消耗の激しいものは、毎年、数台を新規購入し、夏と冬２回の大掃除

の際に老朽化したものから処分しており、機材の定期的な更新を行っている。 

情報環境については、女子部門情報関係委員会を中心に環境整備が進んでいる。同委員会は

「情報関係委員会規程」（提出資料 女子部門規程集 16 ）に基づき、「情報機器、視聴覚機材

の維持管理に関する事項」「情報機器、視聴覚機材の予算に関する事項」等を協議・審議して

いる。 

「桐朋学園女子部門事務局運営規程」に基づき、女子部門事務局には管財課が置かれ、技術 

的資源と設備の両面において計画的に維持、整備し、適切な状態を保持している。（提出資料 

女子部門規程集 37 ） 

また、本学は、学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて技術的資源の分配を常 

に見直し、例年 1 月に翌年度の物件費予算案を策定している。「桐朋学園女子部門物件費予算

委員会規程」に則り、翌年度の物件費予算は女子部門物件費予算委員会において審議決定する。 

女子部門では例年 10 月に備品監査を実施し、技術的資源が適正に管理・活用されているかを

確認している。（提出資料女子部門規程集 38 ） 

学内のコンピュータ整備は計画的に行われ、教職員は学科・専攻課程の教育課程編成・ 

実施の方針に基づいて授業や学校運営に活用している。 

各研究室には共用のコンピュータを設置しており、希望する教員には各自のコンピュータが

貸与されている。また、事務部門においてもコンピュータを用いて日常業務を遂行している。 

学習支援の観点から、空き時間などに学生が自由に使用できるよう、短大旧館 2階にはコン

ピュータを 4台設置している。 

短大校舎内の教室では、テレビにＰＣを接続することができ、情報技術を活用した授業を可

能にしている。 

令和 2年度は、緊急事態宣言を受け、急遽 Google Classroomを使用したオンライン授業の

環境を整え、5月 18日に前期開講を迎えた。オンライン授業の導入に伴い、6月には全校舎の

主だった場所に Wi-Fi 環境を整備した。 

 

 ＜テーマ 基準Ⅲ-Ｃ 技術的資源をはじめとするその他の教育資源の課題＞ 

 令和 2年度は、新型コロナウィルス感染防止の観点から、発表会・試演会・公演等のオンラ

イン配信を実施した。当面、こうした状況が続くことが予想されるので、技術的資源の拡充を

図りたい。 

 

＜テーマ 基準Ⅲ-Ｃ 技術的資源をはじめとするその他の教育資源 の特記事項＞ 

オンライン授業の導入に伴い、PC やタブレットの購入・インターネット環境の整備等の一

助となるように、5月に在学生を対象に学生給付金一律 56,000円を給付した。 

【テーマ 基準Ⅲ-Ｄ 財的資源】  

〈根拠資料〉 
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〔提出資料〕 

３．本学公式ウェブサイト 

 https://college.toho.ac.jp/guide/information/ 

□計算書類等の概要（過去 3年間） 

１２．活動区分資金収支計算書（学校法人全体）［書式 1］ 

１３．事業活動収支計算書の概要［書式 2］ 

１４．貸借対照表の概要（学校法人全体）［書式 3］ 

１５．財務状況調べ［書式 4］ 

１６．～１８．□計算書類（決算書）の該当部分（過去 3年間） 

２１. 令和 2年(2020)度事業報告書 

２３．令和 2年(2020)度桐朋学園当初予算書 

〇資金収支計算書・資金収支内訳表 

〇活動区分資金収支計算書 

〇事業活動収支計算書・事業活動収支内訳表 

〇人件費内訳表 

〇貸借対照表、同注記 

〇固定資産明細表、借入金明細表、基本金明細表、財産目録 

 

〔備付資料〕 

    ４．学校法人桐朋学園中期計画（2021～2025年） 

４４. 本学公式ウェブサイト 寄付金 募集についてのお願い  

https://toho.ac.jp/contribution/index.html 

４５-1.音楽奨学会後期賛助に関するお願い 

４５-2.演劇奨学会後期賛助に関するお願い 

   ５５．令和 2年度理事会議事録 

６８．令和 2年度監査報告書 

７１．令和 2年評議員会議事録 

 

学校法人桐朋学園女子部門規程集 

29 桐朋学園女子部門備品の取得・管理等に関する内規 

学校法人桐朋学園規程集 

33 学校法人桐朋学園固定資産取得規程 

34 同固定資産及び物品管理規程 

     36 学校法人桐朋学園経理規程   

   51 桐朋学園女子部門予算案編成内規 

 52 同物件費予算案編成内規 

53 同物件費予算施行内規 

https://college.toho.ac.jp/guide/information/
https://toho.ac.jp/contribution/index.html
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   54 桐朋音楽奨学会規程 

55 桐朋演劇奨学会規程 

 

［区分 基準Ⅲ-Ｄ-１ 財的資源を適切に管理している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（１）計算書類に基づき、財的資源を把握し、分析している。 

①資金収支及び事業活動収支は、過去 3年間にわたり均衡している。 

②事業活動収支の収入超過又は支出超過の状況について、その理由を把握している。 

③貸借対照表の状況が健全に推移している。 

④短期大学の財政と学校法人全体の財政の関係を把握している。 

⑤短期大学の存続を可能とする財政を維持している。 

⑥退職給与引当金当を目的どおりに引き当てている。 

⑦資金引用規程を整備するなど、資金運用が適切である。 

⑧教育研究経費は経常収入の 20％程度を超えている。 

⑨教育研究用の施設設備及び学習資源（図書等）についての資金配分が適切である。 

⑩公認会計士の監査意見への対応は適切である。 

⑪寄付金の募集及び学校債の発行は適正である。 

⑫入学定員充足率、収容定員充足率が妥当な水準である。 

⑬収容定員充足率に相応した財務体質を維持している。 

（２）財的資源を毎年度適切に管理している。 

①学校法人及び短期大学は、中・長期計画に基づいた毎年度の事業計画と予算を、関係部門

の意向を集約し、適切な時期に決定している。 

②決定した事業計画と予算を速やかに関係部門に指示している。 

③年度予算を適正に執行している。 

④日常的な出納業務を円滑に実施し、経理責任者を経て理事長に報告している。 

⑤資産及び資金（有価証券を含む）の管理と運用は、資産等の管理台帳、資金出納簿等に適

切な会計処理に基づいて記録し、安全かつ適正に管理している。 

⑥月次資産表を毎月適時に作成し、経理責任者を経て理事長に報告している。 

 

＜区分 基準Ⅲ-Ｄ-１の現状＞  

（１）計算書類に基づく、財的資源の把握・分析 

 資金収支及び事業活動収支は、過去 3年間にわたり、ほぼ均衡している。 

資金収支計算書の次年度繰越支払資金は、音楽部門の校舎建築による支出増で平成 30 年度

の約 35 億 2 千万円から令和元年度 26 億 8 千万円まで減少したが、令和 2 年度はその建築に

関わって多額の寄付や補助金が得られたことにより改善がなされた。しかし、新型コロナウイ

ルス感染症の感染拡大の状況下でオンライン授業等の実施を余儀なくされた際、各家庭の通信

環境の整備支援などの名目で在籍する全ての学生・生徒・児童に対し一定額を還元するという
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方策を実施したこともあって、令和 2 年度末の繰越支払資金は 2億 2千万増の約 30億円にと

どまっている。 

活動区分資金収支における教育活動資金収支差額比率は、平成 30 年度は 8.96％（約 7 億 7

千万円）、令和元年度は 8.73％（約 7億 9 千万円）、令和 2 年度は 3.17％（約 2 億 6千万円）

と、日本私立学校振興・共催事業団の『自己診断チェックリスト』で求められている“20％以

上”には及ばぬものの、3か年とも黒字となっている。（提出資料 16、17、18） 

事業活動収支計算書の基本金組入前当年度収支差額は、令和元年度の約 1 千 5 百万円から

大幅に増えて約 6 億 9 千２百万円となった。前述の音楽部門校舎建築に伴う寄付金や補助金

の増額という令和 2年度特有の要因によるものである。それら施設設備寄付金など特別収支を

除いた経常収支差額比率を見ると、平成 30 年度の△0.16％と赤字、令和元年度の＋0.20％の

黒字に対し、令和 2年度は△3.42％と大きく赤字となっている。これは前述のコロナ禍関連の

支出の影響であり、この年度特有の事態ともいえる。（提出資料 12，13，16、17、18） 

貸借対照表上の資産総額は、令和元年度末の約 282億 6千万円から令和 2年度末は約 287億

1千万円と約 4億 9千万円増加した。音楽部門の校舎建築は年度内に完了し、大口の寄付金が

得られたことで現金預金が増え、平成 29 年度以降続いていた主に有形固定資産の減価償却額

が取得額を上回ることで資産総額の縮小につながっていた状況は解消した。 

特定資産は前年度から約 3千 8百万円の増、流動資産は約 4億 9千 6百円の増、現金預金に

限ると 3億 3千 8百万円の増となっている。 

負債総額は男子部門と音楽部門第 1期の校舎建築に伴う借入金の増加で平成 28年度は約 77

億 4千万円まで増加したが、平成 29年度以降借入の返済が始まったこともあり、徐々に減少、

令和 2年度末の負債総額は 67億 7千万円となっている。 

基本金は前年度末から約 10 億円増加して 311 億８千万円、翌年度繰越消費収支差額は逆に

約 3億 1千万減少して△92億 5千万円となった。（提出資料 16、17、18） 

法人の経営状態に関して、日本私立学校振興・共済事業団の『定量的な経営判断指標に基づ

く経営状態の区分（法人全体）平成 27 年度から』の経営判断指標に照らしてみると、昨年の

「Ａ３（正常状態）」から、令和 2年度は「Ｂ０（イエローゾーンの予備的段階）」と一歩後退

した。これは経常収支差額が「3か年のうち 2か年以上赤字である」という条件をクリアでき

なかったことによる。令和 2年度は「コロナ」という特殊要因があるが、それ以前の収支も楽

観できる状況ではなかった。現状を分析し、一層の経営改善に向けて、どのような手を打って

いけるのか改めて検討が必要である。また、人件費比率については 3 か年とも 60％台後半と

やや高い水準となっている。法人の特徴として人件費比率が高い傾向のある高校以下の学校規

模が相対に大きく、大学・短期大学も個人指導に重点を置く芸術系の単科大学であることから、

望ましいとされる 50％未満を達成することはかなりの困難を伴うものと考えられる。 

短期大学に限ってみると、この数年、教員の年齢構成のバランスが良く、入学者数も安定し

ていたことから、財務的に良好な状態が続いている。令和元年度は借地の返還に伴い、実習室

の新築工事を急遽行ったことなどが影響して収支差額が、その前年度約 4 千 1 百万円の黒字

から、約 2千 3百万の赤字となったが、令和 3年度は持ち直して約 5千 7百万円の黒字となっ
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ている。（提出資料 16、17、18） 

退職給与引当金は期末要支給額の 100％を引き当てている。（提出資料 16、17、18） 

資産運用については法人全体の経理規程及びその実施細則のもと、「元本が保証されている

安全な有価証券及び預貯金等」を対象とした運用がなされている。（提出資料４、５、備付資

料 法人規程集 6 ） 

法人全体の経常収入に占める教育研究経費の割合は、平成30年度26.7%、令和元年度は27.5%、

令和 2年度は 30.8%であり、短期大学単体でも平成 30年度 28.0%、令和元年度は 37.2%、令和

2年度は 34.2%といずれも 20％を上回っている。（提出資料 16、17、18） 

教育研究用の施設設備や図書費等の資金配分については、事業計画策定及び予算編成時に複

数の会議で検討を重ね、適切な購入計画のもと、執行されている。（法人規程集 3  4  6  7  

女子部門規程集 51 52 53） 

公認会計士の監査意見への対応については、監査法人の監査結果報告とそれを受けた監事の

意見を聴く会（法人監査会）を毎年開催している。理事長、各部門財務担当理事、経理担当者

等が出席し、会計士・監事と意見交換を行って問題点を確認している。なお、その際前年度の

指導事項への対応報告があり、それに対しては公認会計士より対応の適切性について意見表明

がある。毎年度、女子部門への指摘事項としてはいくつかあるのが通例だが、適切に対応をし

ている。平成 30 年度決算時の監査会で図書館以外の研究室等で管理する図書について、台帳

と現物の確認（棚卸し）が十分でないものが見られ改善するよう指摘を受けた。令和 2年度末

時点で作業未了の研究室があり、令和 3年度も引き続き確認を続けている。（備付資料 66，67，

68） 

寄付金については、これまで総じて低調であったが、校舎建築に際し音楽部門が積極的に募

集を行ったこともあり、寄付金比率は平成 30 年度 0.6％に対し、令和元年度は 1.2％と倍増、

令和 2年度は 9.8％と 8倍以上となったが、校舎建築に対し篤志家から大口の寄付を得られた

ことによる極めて特殊なケースであり、学園の寄付募集の構造が変わった訳ではない。短期大

学のみの比率では令和 2年度で 0.8％、そのほとんどは奨学基金への寄付で、主に在学生の保

証人に協力をお願いしているものである。令和元年 11 月から、寄付金募集のホームページを

新たに立ち上げた。まだ認知度が低く十分活用されているとは言い難い状態だが、今後充実を

図り、学納金、補助金に続く収入の柱として充実を図りたい。（提出資料 16、17、18）学園債

は現在、男子部門の小中高 3校で発行しているが、募集、在学中の管理、償還とも適切に実施

されている。短期大学にはこれまで発行の実績はなく、今後も予定していない。 

3年間の学生数の推移を見ると、芸術科（本科）で、定員 240名に対しての実員は平成 30年

度で 258名（収容定員充足率 108％）、令和元年度は 242 名（同 101％）、令和 2年度は 243 名

（同 101％）となっており、全体としては、ほぼ安定した学生確保がなされてきたと言える。

しかし、令和 3年度は定員を充足できない結果となった。コロナ禍という特別な状況であった

とはいえ受験者数が減少傾向にあった中、安定した入学者数の確保は最優先の課題である。（提

出資料 16、17、18） 

学校法人桐朋学園全体の財務規模からすると、短期大学が占める割合は 6％程度である。短
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期大学の収支バランスが多少不安定な状態となっても、それがすぐに学校法人全体の経営に影

響を及ぼすとは考えにくい。前述のとおり、日本私立学校振興・共済事業団の経営判断指標で

は学園全体では「Ｂ０（イエローゾーンの予備的段階）」であり、危機的状況にあるとは言え

ない。しかし、少子化の流れは一向に衰えず、私立学校にとって今後の影響は計り知れないも

のがあろう。短期大学に限らず、法人内すべての学校がその将来のあり方を問われている。 

令和 2 年度学園全体の、運用資産に関する比率である積立率は 49.3％、外部負債に関する

比率である流動比率は 213.3％である。（提出資料 16、17、18） 

 

（２）財的資源の適切な管理 

短期大学が属する女子部門では、原則として毎年度 6月末までに初等部（幼稚園・小学校）、

中高部（中学・高校）、短大部、事務局、理事ごとに次年度の事業計画（案）を提出させてい

る。事業内容は、次年度の教育現場にかかる事項（教育行事およびその規模の変更など）、予

算にかかる事項（採用などの人事、中・大規模工事の計画、大きな備品の購入など）、学生・

生徒などの募集にかかる事項、規程・規約の変更など、多岐にわたっている。各学校の提案内

容は部門内の重要会議である、運営審議会、経営評議会、物件費予算委員会で説明、質疑応答

がなされる。人事関係は組合との交渉の場である運営協議会にて審議に付される。また、中・

長期の大規模工事の計画、大きな備品の購入などは物件費予算委員会にてさらに審議され、次

年度当初予算審議の中で決定していく。 

学校法人の中・長期計画に基づいた毎年度の事業計画と予算については、「建築計画」「大規

模修繕計画」「学生・生徒収容計画」などの財務に影響のある事業計画について関係部門の意

向を集約し、適切な時期に決定し予算編成に反映させている。なお、次年度の学費については、

改定の有無にかかわらず 10月の評議員会、理事会において決定している。理事会において「建

築計画」「学生・生徒収容計画」、また「次年度学費改定」および「次年度当初予算」の審議の

際は、中・長期の財務の見通しが、必須の提出資料となっている。（提出資料 19、20） 

決定した事業計画と予算については理事などより速やかに関係部署に報告と指示をしてい

る。 

年度予算は適切に執行している。執行予算についてはそれぞれの科目に担当者、担当部署が

あり、そこで予算執行、予算統制が行われている。年度が進行するにつれ緊急の支出の必要な

どが派生し、予算超過などが予想される場合は 12月と 3 月に補正予算審議の理事会が予め設

定されている。（提出資料 23） 

日常的に出納業務は事務局の経理担当者が担う。毎月開催される既述の経営評議会で「月次

財務報告」として、会議日前月末時点の「資金収支月次増減表」「会計別在高表」「現預金在高

表」を示し、評議員、理事（部門経理責任者）、代表理事（理事長の部門代行者）への報告を

行っている。 

資産および資金の管理と運用は、資産管理台帳、現預金出納帳等に適切な会計処理に基づい

て記録し、安全かつ適正に管理している。作成する計算書類のみならず、帳簿システムや経理

処理のフローも公認会計士の監査の対象であり、十分なチェックがなされている。より正確な
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会計処理のため、監査法人とは日常的にも連絡をとり、指導・助言を仰いでいる。（備付資料

66、67、68） 

月次試算表は事務局経理担当者が毎月初旬に前月分を作成する。それを基に前述の経営評議

会提出資料を作成し、評議員、理事、代表理事への報告とする。  

 

［区分 基準Ⅲ-Ｄ-２ 日本私立学校振興・共催事業団の経営判断指導等に基づき実態を

把握し、財政上の安定を確保するよう計画を策定し、管理している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（１）短期大学の将来像が明確になっている。 

（２）短期大学の強み・弱みなどの客観的な環境分析を行っている。 

（３）経営実態、財政状況に基づいて、経営（改善）計画を策定している。 

①学生募集対策と学納金計画が明瞭である。 

②人事計画が適切である。 

③施設設備の将来計画が明瞭である。 

④外部資金の獲得、遊休資産の処分等の計画を持っている。 

（４）短期大学全体及び学科・専攻課程ごとに適切な定員管理とそれに見合う経費（人件 

費、施設設備費）のバランスがとれている。 

（５）学内に対する経営情報の公開と危機意識の共有ができている。 

  

＜区分 基準Ⅲ-Ｄ-２の現状＞ 

令和 2年 4月の改正私立学校法の施行により、認証評価の結果を踏まえた事業に関する

中期的な計画の作成が義務付けられることになり、本法人においても「学校法人桐朋学園 

中期計画（2020年度～2024年度）を策定した。本学は、第 1期中期目標期間においては、

学長のリーダーシップの下、 

１．教育改革と質保証  

２．学生募集 

３．短期大学将来構想の策定 

を最重要課題に定めた。今後は、令和 2 年度の認証評価の結果を中期計画に反映させ、毎年、

進捗状況を確認し、自己点検・評価を行うことになる。なお、本学では、将来構想委員会を中

心に芸術教育の将来像を検討している。令和 2 年度に部門内に説明をし、理解を得たので、次

年度は部門間での検討を進めたい。 

 本学の強みは、音楽・演劇の実践教育に定評があり、全国から幅広く学生を集めている 

ことにある。しかしながら、コロナ禍の下では地方から受験生を集めることが困難になり、 

令和 3年度入試については芸術科の入学者数が定員を下回った。入試方法や入試関連行事 

実施方法の見直しによって、志願者数の回復に努めたい。 

 本学が属する女子部門は、経営実態、財政状況に基づいて、経営（改善）計画を策定し 

ている。令和２年度より音楽専攻の授業料を年額 24,000円、演劇専攻の授業料を年額 
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14,000円、舞台実習費を 10,000円それぞれ増額改定した。 

 人事計画は、資金収支会計の中期見通し及び毎年度の事業計画に基づき、確定している。 

また、施設設備の将来計画は、令和元年度に発足した女子部門建築準備委員会で検討され 

ている。 

 令和２年度は、調布市大学プラットフォームに参加する他大学とともに、「私立大学等 

改革総合支援事業」のタイプ３「地域社会への貢献」に応募したが、採択にはいたらなか 

った。令和元年度にウェブサイトを利用した寄付金募集を開始したが、令和 2 年度はコロナ

禍の影響を鑑み、積極的な募集は差し控えた。 

なお、本学は遊休資産に該当するものを所有していない。 

 令和２年度は、新・第 4 実習室新築工事により、支出超過が大きくなった。しかしながら、

演劇専攻の入学定員を上回る学生受け入れが常態化しており、教育の質を維持するには、実習

室の確保が必須である。一方、音楽専攻の入学者数は定員を下回る状態が続いている。特任教

員（任期付き専任教員）や再任用教員を配置することで、学生数と経費のバランスは保たれて

いる。 

予算・決算関係の書類を始め、財務上の数値は開示されており、様々な根拠資料も閲覧が可

能である。財務状況の報告や経営上の課題は、各種会議等を通じて広く共有されており、また、

『理事・事務局長情報』などの文書でも配付されている。 

 

 

＜テーマ 基準Ⅲ-Ｄ 財的資源 の課題＞ 

令和 3年度の入学者数は芸術科が音楽 37名（前年度 40名）、演劇 66名（前年度 80名）、専

攻科が音楽 10名（前年度 14名）、演劇 22名（前年度 19名）、コロナ禍での入試とはいえ厳し

い結果となった。少子化が進み、短期大学への進学を希望する受験生の割合も減少する中、本

科の入学定員を安定的に確保することが喫緊の課題である。 

平成 23年度から実施した経営実態、財政状況の把握、それに基づいた経営改善計画の策定、

学科構成の変更と入学定員の変更は、一定の成果を上げた。専攻数や定員を削減する計画は学

生生徒納付金の減少につながり、教職員数や開講科目数の見直しによる人件費・経費の削減が

求められたが、それにより集中と選択を促し、演劇・音楽の特色ある芸術教育を実現すること

ができた。 

今後、教育・研究の一層の充実が求められるが、限られた財政の中でその実現を図るには、

支出の削減と収入の増加、その両方が必要となる。教育研究経費・管理経費の緻密な支出計画

と配分、組織のあり方の見直しを含めた人件費の再検討、予算的に無理のない範囲で機能充実

を図る施設整備計画の策定などに取り組み、支出を極力抑える工夫をしていきたい。一方で、

学納金の更なる見直しのほか、寄付金・補助金・事業収入などの獲得拡大により収入増を図る

努力が望まれる。支出減と収入増の実現、そのための戦略を検討する体制作りが急務である。 

 

＜テーマ 基準Ⅲ-Ｄ 財的資源 の特記事項＞ 
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 平成 30 年 11 月に女子部門全学教職員会議において、校舎建築に向けた検討を女子部門全

体で進めていく方針が決まり、令和元年 4月から「女子部門建築準備委員会」での審議が始ま

った。外部のＣＭ（コンストラクション・マネジメント）会社と契約し、建築の規模や工期、

予算などの課題を検討した。今後、基本計画の立案に向け、具体的な作業を進めていく。 

 

<<テーマ 基準Ⅲ 教育資源と財的資源 の改善状況・改善計画>> 

（ａ）前回の認証（第三者）評価を受けた際に自己点検・評価報告書に記述した改善計画の 

実施状況 

  令和 2年度の認証評価においては、〈基準Ⅲ 教育資源と財的資源〉に関する指摘はなかっ 

た。令和 2年度自己点検・評価報告書に記述した学内の Wifi環境の整備は令和 2年 6月に完 

了した。 

 

（ｂ）今回の自己点検・評価の課題についての改善計画  

入学定員の安定確保が喫緊の課題であるとともに、収支均衡の安定化が重要な課題である。

引き続き教育・管理経費の適切な支出の削減、寄付金・補助金・事業収入などの獲得拡大によ

る収入増を図っていきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準Ⅳ リーダーシップとガバナンス 
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【テーマ 基準Ⅳ-Ａ 理事長のリーダーシップ】 

〈根拠資料〉 

〔提出資料〕 

24.桐朋学園寄附行為 

①第 7 条 理事長の職務 

②第 33条 決算及び実績の報告 

③第 6 条 理事会 

④第 10 条 理事の選任 

⑤第 14 条 役員の解任及び退任 

⑥学校法人桐朋学園寄附行為施行細則  

 〔備付資料〕 

49.理事長の履歴書 

55.令和２年度理事会議事録 

54.令和元年度理事会議事録 

53.平成 30年度理事会議事録 

21. 令和２年度事業報告書 

68. 令和２年度監査報告書 

71. 令和２年度評議員会議事録 

［区分 基準Ⅳ-Ａ-１ 理事会等の学校法人の管理運営体制が確立している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（１）理事長は、学校法人の運営全般にリーダーシップを適切に発揮している。 

①理事長は、建学の精神・教育理念、教育目的・目標を理解し、学校法人の発展に寄

与できる者である。 

②理事長は、学校法人を代表し、その業務を総理している。 

③理事長は、毎会計年度終了後 2 月以内に、監事の監査を受け理事会の議決を経た決

算及び事業の実績（財産目録、貸借対照表、収支計算書及び事業報告書）を評議員

会に報告し、その意見を求めている。 

 

（２）理事長は、寄附行為の規定に基づいて理事会を開催し、学校法人の意思決定機関と

して適切に運営している。 

①理事会は、学校法人の業務を決し、理事の職務の執行を監督している。 

②理事会は、理事長が招集し、議長を務めている。 

③理事会は、認証評価に対する役割を果たし責任を負っている。 

④理事会は、短期大学の発展のために、学内外の必要な情報を収集している。 

⑤理事会は、短期大学の運営に関する法的な責任があることを認識している。 

⑥理事会は、学校法人運営及び短期大学運営に必要な規程を整備している。 

（３）理事は、法令及び寄附行為に基づき適切に構成されている。 
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①理事は、学校法人の建学の精神を理解し、その法人の健全な経営について学識及び

識見を有している。 

②理事は、私立学校法の役員の選任の規定に基づき選任されている。 

③寄附行為に学校教育法校長及び教員の欠格事由の規定を準用している。 

 

＜区分 基準Ⅳ-Ａ-１の現状＞ 

理事長は学校法人桐朋学園の管理運営全般にリーダーシップを適切に発揮し、「学校法人

桐朋学園寄附行為（以下、「寄附行為」という。）」第 7条の規定に基づき、本法人を代表し、

本法人の業務を総理している。（提出資料 24） 

本法人は、三つの部門（男子部門・女子部門・音楽部門）で構成されている。日常の教育

と運営はそれぞれの部門の主体性と責任のもと行われている（三部門独立採算制）が、学生

生徒等１人１人の人間性を尊重し、心豊かで意欲ある、自主的・創造的な人間の育成を目指

すという理念は、今日まで変わらず保持し続けている、部門に共通する教育理念である。 

かかる三部門それぞれの歴史とその教育成果を尊重しながら、理事長は、学校法人の発展

に寄与すべく法人全体の職務にあたっている。 

また、理事長は、寄附行為第 33 条に基づき、毎会計年度終了後 2 か月以内に、監事の監

査を受け、理事会の議決を経た決算及び事業の実績（提出資料 21備付資料 48）を評議員会

に報告、その意見を求めている。（提出資料 24②、 備付資料 55、71） 

理事長は、寄附行為第 6条に基づき、理事会を招集し、その議長を務め、本法人の意思決

定機関として適切に運営している。（提出資料 24③） 

令和２年度の理事会の開催状況と主な議題は、以下のとおりである。 

 

理事会は、寄附行為第 6 条に基づき、本法人の業務を決し、理事の職務の執行を監督す

る。短期大学を始め法人内各学校の発展のため、学内外の情報収集に努めている。また、教

育基本法、学校教育法、私立学校法等の関係法令を遵守し、各種法改正への迅速な対応を図

2 ／ 2

第1号議案：法人人事（理事及び監事の選任）
第2号議案：2020年度第3次補正予算
第3号議案：中期計画の2020年度進捗状況及び2021年度～2025年度中期計画
第4号議案：2021年度予算編成基本方針及び事業計画
第5号議案：2021年度当初予算

／ 2

第1号議案：法人人事（理事及び評議員の選任）
第2号議案：東京都給与条例改正に伴う教職員の給与改定
第3号議案：桐朋学園大学及び大学院の学則変更

2

令和3年3月19日

13 100.0 0

令和3年2月26日

13 100.0 0

2 ／ 2

第1号議案：法人人事（校長、理事及び評議員の選任並びに監事候補の選出）
第2号議案：桐朋学園芸術短期大学学則変更
第3号議案：桐朋女子高等学校学則変更

／ 2

第1号議案：2020年度第2次補正予算
第2号議案：桐朋学園音楽部門調布キャンパス2号館の土地及び建物の売却
第3号議案：学校法人桐朋学園財務情報等の開示に関する規程の改正

2

令和3年1月26日

13 100.0 0

令和2年12月18日

11 84.6 2

1 ／ 2

第1号議案：2020年度補正予算
第2号議案：2021年度男子部門・女子部門・音楽部門の学費
第3号議案：学校法人桐朋学園寄附行為施行細則の改正
第4号議案：学校法人桐朋学園財務情報等の開示に関する規程の改正
第5号議案：学校法人桐朋学園情報の公開に関する規程の制定
第6号議案：桐朋中学校学則変更

令和2年10月23日

11 84.6 1

第1号議案：2019年度決算
第2号議案：桐朋学園芸術短期大学学則変更

9 69.2 3

議　　　　　　事　　　　　　内　　　　　　容
出席者
数(b)

実出席率
(b/a)

意思
表示

令和2年5月26日
2 ／ 2

開 催 年 月 日
出席者数等

監事の
出席状況
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る等、運営に関する法的な責任があることを認識し、必要な諸規程の整備を行っている。 

中でも改正私立学校法については、正当な理由がある場合を除き閲覧に供しなければなら

ない計算書類等に関して、令和 2 年度、財務情報等開示規程を改正、閲覧請求者の拡大等に

備えるとともに、情報公開規程を新たに制定し、情報公開の充実に努めている。 

また、認証評価に対してもその役割を果たすべく責任をもって参画している。 

理事は、学校法人桐朋学園を構成する三つの部門の教育と運営のあり方について十分理解

し、本法人の健全な経営に寄与しうる学識及び見識を有している。理事の選任は寄附行為第

10 条に基づいており、私立学校法第 38 条の規定に基づき選任されている。私立学校法第

38 条第 1 号又は第 2 号に規定されている欠格事由については寄附行為第 14 条第 2 項第 4

号において退任の事由として明記されている。（提出資料 寄附行為④⑤） 

 

＜テーマ 基準Ⅳ-Ａ 理事長のリーダーシップ の課題＞ 

理事長のリーダーシップが有効に機能し、学校法人のガバナンスが十分に確立されている

ことなどから、現行の組織や規程などを改善するための行動計画は必要ないと考える。しか

し、現在、本法人の大きな事業の柱の一つである「コンプライアンス経営の推進と情報公開

の促進」を進めるなか、リーダーシップやガバナンスの更なる強化は重要な課題であると考

える。 

 

＜テーマ 基準Ⅳ-Ａ 理事長のリーダーシップ の特記事項＞ 

学校法人桐朋学園は、「学校法人桐朋学園寄附行為施行細則」第 2 条において、「本法人の

理事会は、男子部門、女子部門、音楽部門それぞれの自主性を尊重し、建学の精神をふまえ、

学園の運営にあたるものとする。」と規定している。沿革の異なる三部門（男子部門・女子

部門・音楽部門）が、それぞれに学校を設置し、独自の教育目的・目標を立てて教育活動を

展開している。そして、理事会はそれぞれの部門の自主性を尊重しながら学園の運営にあた

っている。（提出資料 寄附行為⑥） 

このような形態の下で理事長がリーダーシップを適切に発揮できるよう、様々な情報・意

見が理事長のもとに届くような管理運営上の工夫や配慮がなされている。各部門において、

学校法人の運営に影響を与える重要案件は、「法人運営審議会」の議案として提出され、そ

の場で審議、協議が尽くされた上で、最終的には理事会が決定する。 

この法人運営審議会のもとには、「理事勉強会」が置かれている。各部門選出理事および

法人本部事務局長で構成され、理事会から付託された事項や理事会に付議する議案などの調

査・研究を行う。 

理事長は、これらすべての会議に出席し、学校法人全体および各部門の課題を把握し、そ

の意思決定に反映させている。 

令和 2 年度は、本法人にとって初めての作成となる中期計画の初年度に当たる。計画で掲

げた各部門の取組状況について、理事長を軸に理事勉強会等で確認がなされた。また、監事

が参加する「拡大理事勉強会」はじめ、評議員会及び理事会において進捗状況を報告。その



87 

際には、非常勤理事や監事の意見等を徴し、進行中の計画であってもさらにより良いものに

する努力を重ねてきた。このように、中期計画の作成からその進捗状況の確認に至る各過程

において、理事長の主導により必要な措置が取られており、学校法人としての管理運営体制

は、理事長の適切なリーダーシップのもと確立されていると言える。 

なお、中期計画の令和 2 年度における進捗状況であるが、新型コロナウィルス感染拡大へ

の対応に追われたため、三部門（男子部門・女子部門・音楽部門）そして法人本部とも、所

期の目的を達成したという訳にはいかなかった。こうした外部環境の変化を受け、本法人は

2021 年度を起点とする新たな 5 年度間計画を作成した。令和 3 年 3 月 19 日、評議員会へ

の諮問を経て理事会において正式決定されている。見直しを行うにあたって発揮された柔軟

性も、理事長のリーダーシップがなくば遂行は不可能であったろう。 
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【テーマ 基準Ⅳ-Ｂ 学長のリーダーシップ】 

〈根拠資料〉 

〔提出資料〕 

桐朋学園寄附行為 

④第 10 条 理事の選任 

１．2020 年度学生便覧・講義概要 

  ㉘桐朋学園芸術短期大学学生懲戒規程 pp.50-51 

 ３．本学公式ウェブサイト 

㉖https://college.toho.ac.jp/event_report/drama_202009_1/  

 

〔備付資料〕 

桐朋学園女子部門規程集 

10 桐朋学園芸術短期大学教授会規程 

11 桐朋学園芸術短期大学教務・入試委員会規程  

13 桐朋学園芸術短期大学図書・研究研修委員会規程 

17 桐朋学園芸術短期大学学生・安全対策委員会規程 

40 桐朋学園芸術短期大学学長候補選出規程  

41 桐朋学園女子部門評議員候補選出規程 

42 桐朋学園芸術短期大学学科会議規程 

43 桐朋学園芸術短期大学専攻会議規程 

44 桐朋学園女子部門理事職位内規 

45 桐朋学園芸術短期大学インスティテューショナル・リサーチ委員会規程  

 

学校法人桐朋学園規程集 

7 学校法人桐朋学園運営審議会規程 

4.学校法人桐朋学園中期計画（2020～2024 年） 

56.学長の個人調書 

57.平成 30 年度教授会議事録 

58.令和元年度教授会議事録 

59.令和２年度教授会議事録 

60.芸術学科会議議事録 

61.教務・入試委員会議事録 

62.学生・安全対策委員会議事録 

65.事務職員会議議事録 

 

［区分 基準Ⅳ-Ｂ-１ 

学習成果を獲得するために教授会等の短期大学の教学運営体制が確立している。］ 
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※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（１）学長は、短期大学の運営全般にリーダーシップを発揮している。 

①学長は、教学運営の最高責任者として、その権限と責任において、教授会の意見を参酌

して最終的な判断を行っている。 

②学長は、人格が高潔で、学識が優れ、かつ、大学運営に関し識見を有している。 

③学長は、建学の精神に基づく教育研究を推進し、短期大学の向上・充実に向けて努力し

ている。 

④学長は、学生に対する懲戒（退学、停学及び訓告の処分）の手続きを定めている。 

⑤学長は、校務をつかさどり、所属職員を統督している。 

⑥学長は、学長選考規程等に基づき選任され、教学運営の職務遂行に努めている。 

（２）学長等は、教授会を学則等の規定に基づいて開催し、短期大学の教育研究上の審議機関 

として適切に運営している。 

①教授会を審議機関として適切に運営している。 

②学長は、教授会が意見を述べる事項を教授会に周知している。 

③学長は、学生の入学、卒業、課程の修了、学位の授与及び自ら必要と定めた教育研究に

関する重要事項について教授会の意見を聴取した上で決定している。 

④学長等は、教授会規程等に基づき教授会を開催し、併設大学と合同で審議する事項があ

る場合には、その規程を有している。 

⑤教授会の議事録を整備している。  

⑥教授会は、学習成果及び三つの方針に対する認識を共有している。 

⑦学長又は教授会の下に教育上の委員会等を規程等に基づいて設置し適切に運営してい

る。 

 

＜区分 基準Ⅳ-Ｂ-１の現状＞ 

本学では、学長が校務の最終決定権を有し、「教育研究に関する重要な事項で、教授会の

意見を聴くことが必要なものとして学長が定めるもの」については、教授会は学長が決定を

行うに当たり意見を述べている。（備付資料 女子部門規程集 10） 

学長は、人格が高潔で、学識が優れ、かつ、大学運営に関し識見を有している。本学専任

教員就任前は劇団の演出家として活動し、その実績は高く評価された。それとともに、俳優

教育についても大きな足跡を残している。本学就任後は演劇専攻主任、図書館長、教務部長

と歴任し、平成 22 年 4 月本学の学長に選任された。 

学長は、「桐朋学園女子部門理事職位内規」ならびに「学校法人桐朋学園寄付行為」第 10

条に基づき、平成 28 年度より 3 年間、法人に対して女子部門を代表する代表理事を務め、

財務、組織、人事等に関わって女子部門の運営を総理し、かつ運営の全般について女子部門

を代表した。（提出資料 寄附行為④ 女子部門規程集 44） 

学長は、建学の精神「一人ひとりの人格を尊重し、自主性を養い個性を伸長する」に基づ

く教育研究を推進し、短期大学の向上・充実に向けて努力している。専門である演出につい
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ては、本学就任後は『劇上演実習』の担当として多くの公演、試演会の演出を手掛け、学生

の学習成果の獲得に対して大いに貢献している。令和２年度は専攻科試演会「トロイアの女

たち」「アンティゴネ」の演出を担当し、コロナ禍の中、舞台公演とオンライン配信の同時

上演を実現した。（提出資料㉖）また、世界演劇教育連盟（WTEA）やアジア演劇教育セン

ター（ATEC）、東京演劇大学連盟など、国内外の演劇高等教育機関との交流を図り、芸術系

短大の教育の質の向上・充実に向けて努力を重ねている。 

学生に対する懲戒については「桐朋学園芸術短期大学学生懲戒規程」を定めている。（提

出資料 1㉘） 

学長は校務をつかさどり、教学課等の所属職員を統督している。（備付資料 65） 

本学は「桐朋学園芸術短期大学学長候補選出規程」などに基づき学長を選任している。学

長は教学運営の職務遂行に努めている。（備付資料 女子部門規程集 40） 

「桐朋学園芸術短期大学教授会規程」により、学長は教授会を審議機関として適切に運営

している。教授会は、（１）学長の選任、（２）教員の任用、解職、資格の変更、（３）学則

ならびに教授会規程の改正、（４）予算案ならびに決算案、（５）その他必要な事項を審議す

る。また、学長は、教授会が意見を述べる事項を教授会に周知している。これに該当するの

は、（１）学生の入学、卒業及び課程の修了、（２）学位の授与、（３）前二号に掲げるもの

のほか、教育研究に関する重要な事項で、教授会の意見を聞くことが必要なものとして学長

が定める事項である。これらの事項について、学長は教授会の意見を聴取した上で決定をし

ている。（備付資料 女子部門規程集 10） 

学長は、8 月を除く毎月、教授会規程に基づいて教授会を開催している。各会議・委員会

は、学長が適切な意思決定ができるように、必要な情報の提供に努めている。 

令和 2 年度は、各会議・委員会で新型コロナウィルス感染防止のため対策を話し合い、教

授会での検討を重ねた。12 月には複数名の感染が確認され、教授会において 12 月 21 日か

ら 1 月 3 日まで学内におけるすべての活動の停止を決定した。 

併設の桐朋学園大学は音楽部門、本短期大学は女子部門に属するため、教授会等において

合同で審議することは行っていない。大学間の調整を必要とする事項については、「学校法

人桐朋学園運営審議会規程」に則り、法人運営審議会において審議を行っている。（備付資

料 法人規程集 7 ） 

また、「教授会規程」第 6 条第 1 項に基づいて、教授会には事務組織である短大教学課の

課長が出席し、議事録作成にあたっている。議事録原本は短大教学課に過年度分も含め整備

している。（備付資料 女子部門規程集 10 59） 

教授会は、学習成果及び三つのポリシーに対する認識を共有している。現行の学習成果及

び三つのポリシーは、平成 30 年 9 月定例教授会以降検討を重ね、平成 31 年 2 月教授会に

おいて審議決定したものである。 

各専攻は「桐朋学園芸術短期大学専攻会議規程」に基づき、月に一度、定期的に専攻会議

を開催し、専攻の運営、教育課程、学生支援などに関わる事項について協議し、課題の解決

を図っている。専攻会議において審議決定した事項は、教授会等の議を経て、学長が決定す
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る。（備付資料 女子部門規程集 43） 

また、教務・入試委員会、学生・安全対策委員会、図書・研究研修委員会は、各委員会の

規程に則り、毎月定例で開催され、各委員会の会務を執り行う。現状を点検し、課題が見出

された場合は、改善計画を策定する。委員会において審議決定した事項は、教授会等の議を

経て学長が決定する。教授会にむけて、定期的に招集される運営委員会では、各専攻会議・

各委員会から提出された議案を、報告事項・審議事項・協議事項に整理している。なお、各

専攻間の連絡調整を要する事項については、「桐朋学園芸術短期大学学科会議規程」にした

がい、学科会議で取り扱っている。学科会議、専攻会議、委員会は、先の学校教育法の改正

に則って見直したそれぞれの規程に基づき、適切に運営されている。（備付資料 59，60、61，

62 女子部門規程集 11、17，42，43） 

●2020年 4月 6日（月）臨時教授会 

学科・専攻会議報告／各委員会報告／2020年度行事予定表変更に関する件／協議事項 

●2020 年 4月 27日（月）4月定例教授会 

学科・専攻会議報告／各委員会報告／学籍異動に関する件／2020 年度音楽専攻社会人Ⅲ期

入試合格者事態に関する件／2020 年度科目等履修生の受講辞退に関する件／学則変更「長

期履修生」に関する件／協議事項：新型コロナウィルス感染対策関係 

●2020 年 5月 25日（月）5月定例教授会 

学科・専攻会議報告／各委員会報告／学籍異動に関する件／2020 年度科目等履修生 音楽

学部生の受講受入れに関する件／2020 年度科目等履修生の受講辞退（追加）に関する件／

2020 年度非常勤講師新規委嘱に関する件／協議事項：6 月以降の登校について／2021 年度

短大事業計画（案）に関する件／6月のオープンキャンパスに関する件 

●2020 年 6月 29日（月）6月定例教授会 

学科・専攻会議報告／各委員会報告／2020 年度（前期）桐朋音楽、演劇奨学会奨学金に関

する件／協議事項：2021 年度入試 新型コロナウィルス感染対策による実施要項改定案に

ついて／短期大学生調査、2020年度自己評価アンケート、2020年度前期・後期自己評価ア

ンケートの掲載範囲について／桐朋祭（演劇専攻）開催について 

●2020 年 7月 20日（月）7月定例教授会 

学科・専攻会議報告／各委員会報告／2020年度（前期）専攻科特待生に関する件／2021年

度総合型Ａ入試担当者に関する件／2020年度非常勤講師委嘱の件／「桐朋音楽奨学会規程、

桐朋演劇奨学会規程（改定案）」に関する件／協議事項：新型コロナウィルス感染症対策に

ついて 

●2020 年 9月 28日（月）9月定例教授会 

学科・専攻会議報告／各委員会報告／2021 年度学費及び収支見通しについての件／学籍異

動に関する件／2020 年度後期非常勤講師委嘱に関する件／協議事項 

●2020 年 10月 26日（月）10月定例教授会 

学科・専攻会議報告／各委員会報告／学籍異動に関する件／2020 年度（後期）桐朋音楽、

演劇奨学会奨学金に関する件／2021 年度総合型Ａ入試担当者変更及び音楽専攻推薦型・総
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合型ＢⅠ・社会人Ⅰ入試担当者に関する件／2021 年度演劇専攻機材管理業務の継続契約に

関する件／協議事項 

●2020 年 11月 30日（月）11月定例教授会 

学科・専攻会議報告／各委員会報告／学籍異動に関する件／2021年度音楽専攻、演劇専攻

総合型Ａ入試及び音楽専攻推薦型・総合型ＢⅠ・社会人Ⅰ入試の結果に関する件／2020年

度（後期）専攻科特待生に関する件／2021年度演劇専攻総合型Ｂ・推薦型入試担当者、専

攻科第一期入試担当者、音楽専攻推薦型・総合型ＢⅠ・社会人Ⅰ入試担当者の追加変更に

関する件／特任教授死去に伴う授業担当者の変更に関する件／2020年度非常勤講師の採用

に関する件／特別招聘教授の契約継続、退職、契約満了の件／2021年度演劇専攻総合型

Ｂ・推薦型入試日程の変更に関する件／協議事項：「学生・教職員 新型コロナウィルス

感染症が疑われる場合の行動フロー（案）＆「新型コロナウィルス感染拡大防止のための

教育活動制限ガイドライン」 

●2020 年 12月 21日（月）12月定例教授会 

学科・専攻会議報告／各委員会報告／学籍異動に関する件／2021年度音楽専攻総合型ＡⅡ

入試担当者の件／2021年度音楽専攻総合型ＡⅡ、演劇専推薦型・総合型Ｂ入試の結果に関

する件／2021年度非常勤講師新規委嘱・再委嘱に関する件／2020年度特別招聘教授の新

規契約及び任期満了に関する件／2021年度教育課程変更の件／短大中期計画・中期目標の

件／協議事項：コロナウィルス感染対策について 

●2021 年 1月 25日（月）1月定例教授会 

学科・専攻会議報告／各委員会報告／2021年度音楽専攻総合型ＡⅢ・一般Ａ・総合型Ｂ

２、演劇専攻一般入試担当者、音楽専攻総合型ＡⅣ・一般Ｂ・総合型ＢⅢ入試担当者、専

攻科演劇専攻（第二期）入試担当者に関する件／2021年度カリキュラムにおける追加委嘱

変更の件／2021年度特別招聘教授の契約継続に関する件／音楽専攻研究付助手／短大将来

構想（学部構想）に関する件／2021年度昇任・任用人事に関する件 

●2021 年 2月 22日（月）2月定例教授会 

学科・専攻会議報告／各委員会報告／学籍異動に関する件／2020年度卒業・修了学生の認

定に関する件／2021 年度研究生特別研究生第Ⅰ期承認（新規履修希望者）に関する件／

2021年度非常勤講師の採用に関する件／2021年度カリキュラムにおける担当者変更の件

／演劇専攻研究室付助手の契約更新に関する件／2021年度演劇専攻上演実習等の制作業務

委託職員契約更新に関する件／2021年度短大カウンセラー・コミュニケーションサポート

担当継続委嘱に関する件／2021年度任用人事に関する件／2022年度入試日程・出願資格

（案）に関する件／科目等履修生規程の変更に関する件／協議事項：2021年度行事予定に

ついて 

●2021 年 3月 10日（水）3月定例教授会 

学科・専攻会議報告／各委員会報告／学籍異動に関する件／2020年度卒業・修了追加認定

に関する件／2021年度入学試験（演劇専攻一般）の専攻結果に関する件／2021年度非常

勤講師の採用に関する件／学長校長候補選出規程（改正案）に関する件／図書館機関リポ
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ジトリの件／協議事項：2021年度学務分掌(案) 

  

＜テーマ 基準Ⅳ-Ｂ 学長のリーダーシップ の課題＞ 

令和 2年 4月の改正私立学校法の施行により、認証評価の結果を踏まえた事業に関す

る中期的な計画の作成が義務付けられることになり、本法人においても「学校法人桐朋

学園 中期計画（2020 年度～2024 年度）を策定した。本学は、第 1 期中期目標期間に

おいては、学長のリーダーシップの下、「１．教育改革と質保証 」「２．学生募集」「３．

短期大学将来構想の策定」を最重要課題に定めた。１と３は目標に達することが出来た

が、コロナ禍の影響で２は目標に達することができなかった。学長のリーダーシップの

下、学生募集体制の新たな構築を進めたい。 

 

＜テーマ 基準Ⅳ-Ｂ 学長のリーダーシップ の特記事項＞ 

令和 2 年度に一般財団法人大学・短期大学基準協会の認証評価を受審し、令和 3 年 3 月

12 日に適格の評価結果を得た。学長は教学運営の最高責任者として、建学の精神に基づく

教育研究を推進し、短期大学の向上・充実に向けてリーダーシップを発揮していると評価さ

れた。 
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【テーマ 基準Ⅳ-Ｃ ガバナンス】 

〈根拠資料〉 

〔提出資料〕 

20. 令和 2（2020）年度 事業報告書 

 24.学校法人桐朋学園寄附行為 

 ⑦第 11 条 監事の選任及び職務、⑧第 4章 評議員会及び評議員会及び評議員 

〔備付資料〕 

55.令和 2 年度理事会議事録 

 66.監査報告書【平成 30 年度】 

 67.監査報告書【令和元年度】 

68.監査報告書【令和 2 年度】 

69.平成 30 年度評議員会議事録 

70.令和元年度評議員会議事録 

71.令和２年度評議員会議事録  

 

［区分 基準Ⅳ-Ｃ-１ 監事は寄附行為の規定に基づいて適切に業務を行っている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（１）監事は、学校法人の業務若しくは財産又は理事の業務執行の状況について適宜監査し

ている。 

（２）監事は、学校法人の業務若しくは財産又は理事の業務執行の状況について、理事会及

び評議員会に出席して意見を述べている。 

（３）監事は、学校法人の業務若しくは財産又は理事の業務執行の状況について、毎会計年

度、監査報告書を作成し、当該会計年度終了後 2 月以内に理事会及び評議員会に提出

している。 

 

＜区分 基準Ⅳ-Ｃ-１の現状＞  

学校法人桐朋学園の 2 名の監事は、寄附行為第 11条（監事の選任及び職務）の規定に

基づいて本法人の業務および財産の状況について適宜監査を行っている。そして、その監査

などに基づいて、理事会において意見を述べている。監事は、毎会計年度、監査報告書を作

成し、当該会計年度終了後、5 月の理事会および評議員会に提出している。（備付資料 68、

71） 

監事は、監査報告書作成にあたり、公認会計士からの会計監査結果の報告を受け、質疑応

答および意見交換を行ったうえで、「法人監査会」において各部門に対して質疑応答による

確認を行っている。 

法人監査会は、三部門および法人本部の会計監査の終了後、公認会計士から会計監査結果

報告がなされ、それに対する質疑応答が行われる会で、理事長、監事、各部門選出理事（経
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理責任者）、事務局担当者が出席する。 

令和 2 年度決算については、当該会計年度終了後 2 月以内にあたる令和 3 年 5 月 25 日の

理事会において決算を承認し確定した後、評議員会において報告し、意見を聴取した。その

理事会および評議員会において、監事からは、本法人の業務および財産の状況についての令

和 2 年度監査報告書が提出され、意見が述べられている。（備付資料 55、68、71） 

本法人 2 名の監事は、寄附行為第 11 条の規定に基づいて、その職務を全うするとともに、

学校教育法、私立学校法、学校法人会計基準など、教育関係法規や学校会計にも明るく、本

法人全般は勿論のこと、仔細な事項に至るまで厳しく監督、検査し、本法人の運営に大いに

寄与している。 

 

［区分 基準Ⅳ-Ｃ-２ 評議員会は寄附行為の規定に基づいて開催し、理事長を含め役員

の諮問機関として適切に運営している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（１）評議員会は、理事の定数の 2 倍を超える数の評議員をもって、組織している。 

（２）評議員会は、私立学校法の評議員会の規定に従い、運営している。 

 

＜区分 基準Ⅳ-Ｃ-２の現状＞  

学校法人桐朋学園の評議員会は寄附行為第 4 章の規定に基づいて開催し、理事会の諮問

機関として適切に運営されている。 

寄附行為第 18 条第 2 項に基づいて、学校法人桐朋学園の評議員会は、理事の定数の 2 倍

を超える数の評議員をもって組織している。同第 20 条では、私立学校法第 42 条の規定を

準用し、この規定に基づき、理事長においてあらかじめ評議員会の意見を聞くこととなって

いる。評議員会は寄附行為の規定に基づいて開催し、理事会の諮問機関として適切に運営し

ている。（根拠資料１②③、３、４） 

令和２年度の評議員会の開催状況と主な議題は、以下のとおりである。 

 

10 29.4 22

開 催 年 月 日
出席者数等

監事の
出席状況

議　　　　　　事　　　　　　内　　　　　　容
出席者
数(b)

実出席率
(b/a)

意思
表示

令和2年5月26日

2

令和2年10月23日

14

22 64.7

41.2 ／ 2

諮問事項第1号：2020年度補正予算
諮問事項第2号：2021年度男子部門・女子部門・音楽部門の学費

2

諮問事項第1号：2019年度決算及び事業報告

／

18 1

2

諮問事項第1号：2020年度第2次補正予算
諮問事項第2号：桐朋学園音楽部門調布キャンパス2号館の土地及び建物の売却

令和2年12月18日

11 2 ／

令和3年3月19日

28 82.4 6

諮問事項第1号：法人人事（監事候補者の同意）
諮問事項第2号：2020年度第3次補正予算
諮問事項第3号：中期計画の2020年度進捗状況及び2021年度～2025年度中期計画
諮問事項第4号：2021年度予算編成基本方針及び事業計画
諮問事項第5号：2021年度当初予算

2 ／ 2
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令和 2 年 5 月 26 日及び同年 10 月 23 日に開催した評議員会では、実出席者は 10 名、

14 名であった。この前後に開催した評議員会の実出席者数と比べて極端に少ない数である。 

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、実出席者の数を抑制した結果である。ただ

し、本法人の寄附行為第 18 条第 11 項では、付議事項に対して書面により意思を表示した

者については出席とみなす、とあり、本規定を利用し、評議員総数の過半数の出席者を確保

している。 

他方、12 月 18 日開催の評議員会は、開催場所を外部施設に求め、実出席者を抑制せず

に会を成立させた。また、令和 3 年 3 月 19 日の評議員会では、評議員会では初めてとなる

Web 会議システムを利用して、健全な会議運営に資するよう必要な整備を行ったところで

ある。 

 

 

［区分 基準Ⅳ-Ｃ-３ 短期大学は、高い公共性と社会的責任を有しており、積極的に情

報を公表・公開して説明責任を果たしている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（１）学校教育法施行規則の規定に基づき、教育情報を公表している。 

（２）私立学校法の規定に基づき、財務情報を公開している。 

 

＜区分 基準Ⅳ-Ｃ-３の現状＞ 

学校教育法施行規則、私立学校法の規定に基づき、ホームページなどを通じて教育情報を

公表し、財務情報を公開している。 

 

教育情報の公表（学校教育法施行規則第 172 条の 2 第 1 項関係） 

http://www.toho.ac.jp/college/guide/information/index.html 

事業報告書（私立学校法第 47 条関係） 

http://www.toho-gakuen.com/report.html 

 

＜テーマ 基準Ⅳ-Ｃ ガバナンス の課題＞ 

学校法人および短期大学のガバナンスはおおむね適切に機能してはいるが、その適切なあ

り方については常に意識を向けている。 

学校法人のガバナンス上、解決を要するは、以下の三点である。 

○各部門における内部監査のあり方 

 ○三部門共通の会計システムの整備 

 ○法人一体となった広報のあり方 

なお、財務運営上のガバナンスについては、正しく機能しており、現在のところ問題を感

じていない。経理課など事務局による経理処理の実態が、理事や法人にも共有されており、

問題点があれば、解決に向け、速やかに対策が講じられるよう態勢が整えられている。 

http://www.toho.ac.jp/college/guide/information/index.html
http://www.toho-gakuen.com/report.html
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＜テーマ 基準Ⅳ-Ｃ ガバナンス の特記事項＞ 

特になし  

 

<<テーマ 基準Ⅳ リーダーシップとガバナンス の改善状況・改善計画>> 

（ａ）前回の認証（第三者）評価を受けた際に自己点検・評価報告書に記述した改善計画

の実施状況 

○令和 2 年度の認証評価においては、基準Ⅳリーダーシップとガバナンスに関する指

摘はなかった。令和 2 年度自己点検・評価報告書に記述したように、認証評価の結果

を踏まえた中期計画の見直しを進めている。 

 

（ｂ）今回の自己点検・評価の課題についての改善計画 

本学では、令和 2 年度より学長を委員長とするインスティテューショナル・リサーチ

委員会を発足させ、教学 IR 活動を開始した。小規模な単科短期大学のため、現在のと

ころＩＲ室を設置していないが、エビデンスに基づく意思決定をするためには、情報収

集・分析を担うスタッフが必要であることは認識している。学長がリーダーシップを発

揮するためにも、ＩＲの整備にむけてさらなる検討をしていきたい。また、短期大学単

独でＩＲ室を置くか、法人単位で設けるかは、今後の検討課題となろう。 

 

 


